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第一 序論 

第１ 第三者調査委員会の設置経緯 

１ 設置条例に基づく設置 

交野市職員による不正な行為等に関する第三者調査委員会（以下「本委員会」とい

う。）は、交野市職員による不正な行為等に関する第三者調査委員会設置条例（令和７

年条例第４２号、以下「本設置条例」という。）に基づき、設置された。 

本委員会は、交野市（以下「市」ともいう。）職員による法令違反等の不正な行為、

社会的非難を招くような不適切な行為等（以下「不正な行為等」という。）が発生した

場合又はその発生が疑われる場合において、適法かつ適正な行政の執行を確保するこ

とを目的として、公正かつ中立な当該事案の事実関係の究明、把握及び認定並びに再

発防止のための提言等を行うことを目的とし、山本景市長（以下「山本市長」又は単

に「市長」という。）の諮問に応じ、必要な調査審議を行い、その結果を市長に答申す

ることを任務とする（本設置条例第１条、第２条）。 

 

２ 委員構成及び利害関係 

本委員会の委員は、公正性及び中立性を確保するため、調査審議の対象となる不正

な行為等の関係者と特別の利害関係を有しない者（本設置条例第３条第２項）として、

大阪弁護士会の「第三者委員会組成支援事業」を利用して委員の推薦依頼を行い、令

和７年１２月２６日、大阪弁護士会が推薦した５名の下記弁護士が委員に委嘱された。 

 委員長  弁護士 田中 宏（きっかわ法律事務所） 

 副委員長 弁護士 田上智子（田上法律事務所） 

 委員   弁護士 億 智栄（億智栄法律事務所） 

 委員   弁護士 東 尚吾（山口法律会計事務所） 

 委員   弁護士・公認不正検査士 横瀬大輝（堂島法律事務所） 

上記委嘱の経緯のとおり、本委員会の委員はいずれも諮問案件の関係者と特別の利

害関係を有しない。 

 

第２ 諮問事項 

本委員会への諮問事項は、令和８年１月１６日付諮問書にて、以下のとおりとされ

た。 

【諮問案件１】 

令和６年７月２６日付けの内部通報事案（ハラスメント事案）に係る第三者調査委

員会としての事実関係の究明、把握及び認定 

【諮問案件２】 
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諮問案件１の内部通報に対するこれまでの市の調査方法及び市の内部通報制度自体

に関する課題の有無等についての第三者調査委員会としての事実関係の究明、把握及

び認定（交野市内部通報制度に関する要綱の内容及び市の組織風土を含む組織の在り

方等に関するものを含む。） 

【諮問案件３】 

令和７年１１月４日付けの内部通報事案（有印公文書偽造、同行使及びハラスメン

ト事案）に係る第三者調査委員会としての事実関係の究明、把握及び認定 

【諮問案件４】 

令和７年１１月２１日付けの内部通報事案に係る第三者調査委員会としての事実関

係の究明、把握及び認定 

【諮問案件５】 

諮問案件１から４までの第三者調査委員会としての事実関係の究明、把握及び認定

を踏まえた、市の課題の把握と再発防止策の提言その他委員会が必要と認める事項 

 

第３ 調査対象事案の特徴と調査の基本姿勢 

１ 通報事案の構図 

上記諮問案件は３つの内部通報事案に関するものであり、かつそれぞれが多岐にわ

たる。諮問案件１に係る内部通報事案は合計１０名がハラスメント被害を申告する内

容となっており、かつ、被害を訴える内容は必ずしも一つではなく複数件の被害を訴

える者もいる。通報者は、被害事実を自ら収集したうえで訴えており、そのうち９名

に対するものは同一の人物を加害者とするものである。また諮問案件３に係る内部通

報事案は３つの事象を内容とするものであり、うち２つはハラスメント被害を申告す

る内容である。さらに、諮問案件４に係る内部通報事案は合計４つのハラスメント被

害を申告する内容となっている。 

また、事案が最も古いもので平成２３年ころの被害を申告するものも含まれ、被害

者とされる者や関係者の記憶が薄れている事案、また既に関係者が退職している事案

も含まれている。 

さらに、諮問案件の中には、ある事案において加害者とされた人物を別の事案では

被害者とし、また、ある事案において被害者とされた人物を加害者とするもの、また、

山本市長を加害者とするものも含まれている。 

本委員会は、こうした事案の複雑な構図を踏まえながら、また一切の予断を排し、

それぞれの諮問について独立した事実認定を行った。 
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２ 個人と組織の問題 

調査対象となる諮問案件は、個別具体的な事実認定を要するものと、組織風土を含

む組織の実態把握を求めるものとに分類されるが、両者は密接に関連している。 

個別事案については、後述するとおりのパワー・ハラスメント1 の要件に照らして事

実認定を行った。 

市にはハラスメント相談窓口が設置されていたが、諮問案件に係る被害申告者らの

大半は誰もその窓口を利用していなかった。被害申告者らは、個別の行為への怒りよ

りも、そのような状況が続いてきたことへの疲弊を語ることが多かった。この点は、

本件を個人の行為の問題としてではなく、組織の在り方の問題として捉える必要があ

ることを示している。 

なお、複数の個別事案を横断的に見ると、共通する事象が複数認められた。これら

は個々の事案に固有の問題にとどまらず、組織の風土や文化として根付いている可能

性を示すものであり、本報告書においてその点についても指摘することとした。 

また、諮問案件の一つとして、内部通報がなされた後の組織の対応プロセス自体も

調査の対象となっている。通報後に相当の期間が経過するなかで、組織がいつ、何を

したか、あるいはしなかったか、その経緯についても事実認定を行った。この問題は、

個別のハラスメント事案とは性格を異にするが、組織が内部通報をどのように受け止

め、どのように処理したかは、組織風土の問題とも無関係ではない。 

 

３ 内部通報制度の機能不全 

さらに、諮問案件３及び４に係る内部通報事案は、交野市が内部通報制度に基づく

調査を行ったものではない。交野市の内部通報制度がもはや機能していないとして、

通報者の意思を踏まえ、内部通報制度に基づく調査ではなく、本委員会への諮問事項

として、本委員会が調査を行うという異例の対応となっている。こうした異例の対応

とならざるを得ないほど、交野市の内部通報制度は既に機能不全に陥っており、根本

から見直すべき状況にあるともいえる。 

本委員会は、本設置条例に基づき諮問案件を調査するものであって、交野市内部通

報に関する要綱に基づき調査を実施するものではないが、内部通報に係る調査に準じ

て、消費者庁「公益通報者保護法を踏まえた地方公共団体の通報対応に関するガイド

ライン」に沿い、通報者保護を図るなどしながら調査を行った。 

 

 
1 交野市職員ハラスメント指針においては「パワーハラスメント」と表記されているが、

本報告書では、同指針引用部分を除いて「パワー・ハラスメント」と表記することとし

た。 
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第４ 調査の具体的手法 

１ 調査の基本方針 

本委員会は、前述の本設置条例のとおり、公正かつ中立の立場から事実を認定し、

評価を行い、組織としての再発防止に向けた提言を行うことを目的とするものであり、

特定個人の民事・刑事・行政上の責任を追及することは目的としない。 

事案の性格上、本報告書が、のちに特定個人の責任の有無等を判断する資料となる

可能性があるが、後に述べるとおり、本委員会は、本委員会の目的や事案特性を踏ま

えて事実認定の考え方を定立し、そして、任意調査の限界や時間的制約を抱えながら

取りまとめたものである。 

したがって、仮に、のちに別の機関が特定個人の法的責任を判断することがあった

としても、それは、各判断機関が法令に裏付けられた権限に基づき、それぞれの事実

認定の基本法則や判断基準に沿って、適切に行うべきものである。そして、本委員会

は、他機関の判断に何らかの示唆を加えることを意図しておらず、本調査の性質上も、

それは相当ではないと考えている。 

本設置条例の制定にあたっては、日本弁護士連合会策定の「地方公共団体における

第三者調査委員会調査等指針」（以下「日弁連指針」という。）を遵守すべき旨の附帯

決議がなされている。本調査にあっては、日弁連指針に準拠し、事案の特徴等を踏ま

えて調査等を行った。 

 

２ 調査手法・体制 

（１）調査の枠組み等の確認 

本委員会は、調査にあたり、本委員会が日弁連指針に準拠すること、事実認定及び

調査報告書の起案の権限は本委員会のみに属すること、調査により判明した事実とそ

の評価を市長等の幹部に不利となる場合であっても調査報告書に記載すること、本委

員会は調査報告書提出前に原則としてその全部又は一部を交野市に開示しないこと等、

調査の枠組み等に関し、市長との間で確認を行った。 

なお、市長からは、本調査にあたり、全職員宛に、本委員会委員及び事務局職員へ

の非公式の接触等の禁止、情報管理の徹底、本調査への迅速かつ誠実な協力等につい

て、書面で通知がなされた。 

 

（２）事務局体制 

本設置条例第９条第１項及び交野市事務分掌条例（平成９年条例第１９号）第４条

に基づき、臨時の事務局機構が設けられた。その選任にあたっては調査の公正中立を

確保する観点から、交野市総務部人事課（以下「人事課」ともいう。）より、候補とな
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る職員の現在及び過去の経歴の提供を受け、各事案の関係者との職務上の接点を把握

したうえで、その人選について本委員会としての意見を述べたことにより、その意見

に沿った事務局体制となった。 

加えて事務局職員には誓約書の提出を求め、本調査の内容を他の職員（上長を含む。）

を含む第三者に漏洩しないよう誓約することを必須とした。また、本調査の過程にお

いては、本委員会が事務局職員に対し、本調査の内容や結論の方向性等に関わる情報

を伝えることはなく、本委員会と事務局職員との間の情報遮断も行った。 

こうして、事務局職員には、ヒアリングや資料閲覧にあたっての連絡調整など事務

作業を担ってもらい、公正中立を確保しつつ、調査を効率的・効果的に行うことに努

めた。 

 

（３）ヒアリング 

ヒアリングにおいては、正確性を期すために録音を実施した。 

そして、ヒアリングを円滑に実施し、対象者が安心して率直な認識を述べることが

できるよう、調査の実効性確保の観点から、（１）で述べた調査の枠組みの中で、本委

員会は、市長との間で、調査終了前後問わず、本委員会がヒアリングの過程で生成し

た録音記録を市には提供しないこと、調査終了後も本委員会が交野市に代わって記録

の保管を継続し、かつ市長であってもその記録へのアクセスを制限すること等、記録

の取扱いについても確認した。そのうえで、ヒアリング実施の際は、対象者に対し、

録音記録を市に提供する予定はないことを説明した。 

本委員会のヒアリングは、委員２名以上の体制で実施した。大半のヒアリングは３

名以上で対応した。ヒアリングの結果は委員全員で共有し、特定の委員の主観や聴き

漏らしが認定に影響しないよう、相互確認の体制を整えた。また、ヒアリングの実施

は、原則として、交野市役所の施設ではなく、本委員会委員長の事務所会議室にて行

い、秘密性の確保に努めた。 

以上の手法によって、合計４３名に対し延べ５９回のヒアリングを実施した。 

 

（４）資料閲覧 

本件各事案は市の事業の遂行過程において生じており、事実認定にあたっては市の

関係資料の調査が不可欠であった。事務局を通じて関連資料を入手するほか、必要に

応じて交野市役所を複数回訪問し、関連資料を閲読するなどして資料を精査した。前

述のとおり、本委員会の設置にあたり臨時の事務局機構が設けられたが、必要な資料

へのアクセスが確保されたことは、調査の実効性を担保するうえで重要であった。 
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（５）現地視察 

本委員会は、以下の市の施設を視察し、職員の執務状況や本件各事案に関連する場

所の状況の把握に努めた。各事案の現場を確認することは、当時の状況をより具体的

に検討するにあたって重要であった。 

（視察先） 

 交野市役所本館、別館、第２別館、交野市環境事業所、ゆうゆうセンター 

 交野市青年の家、交野武道館、いきいきランド交野、乙辺浄化センター 

 

３ 証拠の評価と事実認定 

（１）物証と供述証拠 

事実認定は証拠に基づいて行う。証拠には、動画や録音といった物証と、関係者の

供述とがある。 

物証はそれ自体が客観的な素材として存在するが、たとえ動画や録音といった物証

がなく、供述証拠しかない場合であっても、その信用性を十分に吟味したうえで、事

実認定の基礎とすることができる。これは、弁護士をはじめとする法律家が事実認定

において共有している基本的な考え方である。 

 

（２）供述の信用性 

供述の信用性は、供述者自身の人物としての信頼性とは別の問題である。周囲から

誠実な人物と評価されている者であっても特定の事実について信用性の低い供述をす

ることはあり得るし、逆もまたあり得る。本委員会は、供述者の人柄や立場によって

供述の価値を予断することなく、個々の供述を内容に即して評価した。 

また、複数の関係者の供述が一致しない場合であっても、それが直ちにいずれかの

供述の虚偽を意味するわけではない。同じ出来事であっても、それをどう評価するか、

どのような言葉で表現するかは人によって異なる。供述の不一致は、事実の評価や言

語化の違いから生じていることも少なくない。本委員会は、こうした点を踏まえ、ヒ

アリングにおいては供述者ができる限り評価的な言葉を用いず、具体的な事実を語る

よう促す質問を心がけた。 

供述の信用性は、以下のような観点から総合的に判断した。 

・供述の安定性（同一のヒアリング内において、同じ点を異なる角度から質問しても

回答が安定しているか） 

・供述の一貫性（時間の経過によって変化していないか） 

・他の証拠との整合性（物証や他の供述と矛盾しないか） 

・事案後の関係者の言動との整合性（その状況に置かれた人間として自然かつ合理的

な行動か） 
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ヒアリングにおいては、人格や性格に関する言及もあった。しかし、いわゆる悪性

格立証は、特定の行為があったことの証拠にはならない。本委員会は、こうした供述

については印象操作として扱い、あくまで個別の行為・言動に関する具体的な事実の

みを事実認定の素材とした。 

供述が変遷している場合であっても、それだけで直ちに信用性を否定するわけでは

ない。なぜ変遷したのかを丁寧に検討し、変遷に合理的な理由があると認められれば、

信用性を肯定する方向に働くこともある。 

一方、記憶しているはずの事実を完全に否定している供述については、その人物が

虚偽の供述をしていると断定することには慎重であるべきである。当時の状況や精神

状態に照らして、なぜそのような供述になるのかを推察したうえで、他の証拠との総

合判断として事実認定を行うこととした。 

 

（３）時間の経過と記憶 

本委員会によるヒアリングは今年１月中旬以降に実施されたが、対象となる事案は

２年から３年、あるいはそれ以上前に発生したものが多い。 

時間が経過していることは、記憶の信頼性に一定の影響を及ぼす。人は他者との接

触や反芻を繰り返すなかで、記憶が変容したり、他者の認識が混入したりすることが

ある。 

しかし、強く印象に残った出来事については、時間が経過していても具体的に説明

できることがある。他方で、印象に残った体験が強すぎて、周辺事実を忘れることも

ある。個別具体的な事実より、恐怖といった感情だけが残っていることもある。本委

員会は、こうした記憶の特性を踏まえながら、各供述を評価した。 

事案直後に作成されたメモやメール、あるいは被害者が事案後に誰に対してどのよ

うな場面でどのような説明をしたかという事実は、記憶変容の影響が少ない初期の認

識に接近するための重要な素材として位置づけた。ただし、こうした初期の記録であ

っても、「ひどいことをされた」「暴力をふるわれた」といった評価的な表現にとどま

ることは少なくない。本委員会は、評価の背後にある具体的な事実（いつ、どこで、

何が、どのように起きたか等）を丁寧に掘り起こすことに努めた。 

 

（４）録音証拠の取扱い 

録音データの提出があった事案については、必ず原データを再聴取し、提出された

反訳文の正確性を確認した。文字に起こされた言葉だけでは伝わらない声色・語調・

間・言い淀みといった非言語的な情報も、事実認定の素材として重視した。各事案の

検討において、録音データを引用する際に、語気強く発言していることが確認できた

箇所には「！」を付すなど、可能な限り、録音から得られた語感を表現することに努
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めた。 

また、録音データが存在する場合には、その録音に至った経緯、すなわち関係者が

なぜ録音を行ったのかについても聴取した。録音の動機は、被害者の当時の認識や心

理状態を示す間接的な証拠となり得るとともに、録音データそのものの位置づけを理

解するうえでも重要である。 

 

４ 組織風土調査について 

組織風土の調査にあたっては、市長部局、教育委員会の全部長級職員へのヒアリン

グを実施した。部長級職員は、市に入庁してから長年にわたって様々な職場を経験し

てきたベテランであり、組織の実態や職場の雰囲気について豊富な知見を持つ。その

意味で、部長級職員らの証言は組織風土を把握するうえで重要な素材となる。 

他方で、本委員会は、部長級職員を単なる情報提供者としてではなく、その発言や

言葉の選び方そのものも調査の対象として位置づけた。今回の内部通報をどのように

受け止めているか、ハラスメントについてどのような認識を持っているか、こうした

点は、職員らの語り口や表現の中に自ずと表れる。長年の在籍を経て形成された価値

観や感覚が、現在の組織文化に何らかの影響を与えている可能性についても、本委員

会は注視した。 

個別事案の横断的な検討と部長級職員へのヒアリングの結果を総合することで、

個々の行為がなぜ発生し、なぜ是正されにくかったのかという組織的・構造的な背景

に迫ることが、本委員会の組織風土調査の目的である。 

 

第５ 本委員会の開催経過 

本委員会は、答申に至るまで、以下のとおり委員会を開催し審議し、また委員会と

は別に、適宜委員間協議を重ねた。 

 

 第１回委員会 令和８年１月１６日 

  議題：① 委員長及び副委員長の選任、② 諮問について、③ その他 

 

 第２回委員会 令和８年２月１６日 

  議題：① これまでの調査結果の確認等、② 調査計画・調査範囲について 

 

 第３回委員会 令和８年３月１３日 

  議題：① 事実関係の究明、把握及び認定のためのヒアリング、資料収集並びに

法令確認等の各種調査活動等の現時点での振り返りについて、② 今後

の調査活動等の方針について、③ 調査報告書の作成方針について 
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 第４回委員会 令和８年４月１０日 

  議題：① 今後のヒアリング対象者について、② 調査報告書の構成等について 

 

 第５回委員会 令和８年５月２７日 

  議題：答申について 

 

第６ 留意点 

市及び本報告書の閲覧者においては、本報告書の取扱いについては、次の点に留意

いただきたい。 

① 本委員会は、調査の目的を達成するために必要と認めた調査を行った。もっとも、

本調査は強制的な調査権限に基づくものではなく、あくまで関係者の任意の協力が

前提であり、その協力による調査には自ずと限界がある。また、本委員会の事実認

定は、このように限界がある中で行った調査の結果に基づくものであって、本委員

会が収集した以外の関係資料等が存在し、又は、ヒアリングで得られた供述等に事

実と異なる内容が含まれることが発覚した場合には、本調査の事実認定が変更され

得る。 

② 各諮問案件に関連する事実はパワー・ハラスメントに関することが主であり、そ

の具体的な内容には機微な情報が含まれ、関係者のプライバシーへの配慮や供述内

容の秘匿が強く求められる。したがって、本報告書においては、二次被害等を防止

する観点から、秘匿すべき部分においては匿名化、又は、事実認定やその判断過程

における抽象的表現への置き換え等が避けられない。 

③ 本報告書は、諮問案件に関する事実確認、発生原因の分析及び再発防止策の策定

のために用いられることが予定されており、本委員会は本報告書及び本調査の結果

が、これら以外の目的に用いられることを予定していない。本報告書は、関係者等

の法的責任等の追及を目的とするものではないことは、既に述べたとおりである。 

④ 本委員会は本設置条例に定める目的のために本調査を実施し、上記の限界の範囲

内でその結論を示すものである。本報告書が訴訟等の証拠として提出された場合等

における、裁判所や関係当局らの判断において本報告書の認定する事実関係や結論

が採用されることを保証するものではない。 
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第７ 各事案の結論の概要 

諮問案件１・３・４の各事案については、結論の概要は次のとおりである。下表に

登場する人物については、基本的には、匿名化のためにアルファベット表記とした。 

諮問案件 
事案番号 

（通し番号） 

被害者と 

される人物 
被通報者 

パワー・ハラスメント 

該当／非該当 

諮問案件１ 事案１ Ｂ Ａ 該当 

諮問案件１ 事案２ Ｃ Ａ 該当 

諮問案件１ 事案３ Ｄ Ａ 該当 

諮問案件１ 事案４ Ｅ Ａ 該当 

諮問案件１ 事案５ Ｆ Ａ 該当 

諮問案件１ 事案６ Ｇ Ａ 該当 

諮問案件１ 事案７ Ｈ・Ｉ Ａ 該当 

諮問案件１ 事案８ Ｊ Ａ 非該当 

諮問案件１ 事案９ Ｋ Ｌ 非該当 

諮問案件３ 事案１０ Ｅによる虚偽公文書作成に関する事案（非該当） 

諮問案件３ 事案１１ Ｍ Ｅ 非該当 

諮問案件３ 事案１２ Ｎ Ｅ 非該当 

諮問案件４ 事案１３ Ａ 山本市長 該当 

諮問案件４ 事案１４ Ａ 山本市長 判断せず 

諮問案件４ 事案１５ Ａ 山本市長 非該当 

諮問案件４ 事案１６ Ａ 山本市長 判断せず 

 

以上のとおり、諮問案件１の事案１～７に関し、Ａによる複数の被害申告者に対す

るパワー・ハラスメントを認定した。このうち１件（事案２）は、被害者に対する暴

行を認定した。また、諮問案件４の事案１３（山本市長が記者会見において「加害者」

などと発言した問題）に関し、山本市長からＡに対するパワー・ハラスメントを認定

した。 
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第二 パワー・ハラスメントの定義・認定基準 

第１ 法令等の定め 

１ 労働施策総合推進法 

労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律（昭和四十一年法律第百三十二号。以下「労働施策総合推進法」という。）は昭和

４１年に制定された法律であるが、職場におけるパワー・ハラスメントに関する規定

は、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法律」（令

和元年法律第二十四号）による改正により第３０条の２として新設され、令和２年６

月１日から施行された。 

労働施策総合推進法は、職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問

題に関して事業主の講ずべき措置等を、以下のように定める。 

（雇用管理上の措置等） 

第三十条の二 事業主は、職場において行われる優越的な関係を背景とした言動であ

つて、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものによりその雇用する労働者の就業環

境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するため

に必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業主は、労働者が前項の相談を行つたこと又は事業主による当該相談への対応

に協力した際に事実を述べたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不

利益な取扱いをしてはならない。 

３ 厚生労働大臣は、前二項の規定に基づき事業主が講ずべき措置等に関して、その

適切かつ有効な実施を図るために必要な指針（以下この条において「指針」とい

う。）を定めるものとする。 

（以下略） 

 

２ 厚労省ハラスメント指針 

労働施策総合推進法第３０条の２第３項に基づき、厚生労働大臣は事業主が職場に

おける優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措

置等についての指針（令和２年１月１５日厚生労働省告示第５号。以下「厚労省ハラ

スメント指針」という。）を定めた。 

同指針は、職場におけるパワー・ハラスメントを、職場において行われる①優越的

な関係を背景とした言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、

③労働者の就業環境が害されるものであり、①から③までの要素を全て満たすものと

定義する。このうち③「労働者の就業環境が害される」とは、当該言動により労働者

が身体的又は精神的に苦痛を与えられ、労働者の就業環境が不快なものとなったため、
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能力の発揮に重大な悪影響が生じる等当該労働者が就業する上で看過できない程度の

支障が生じることをいう。この判断に当たっては、「平均的な労働者の感じ方」、すな

わち、同様の状況で当該言動を受けた場合に、社会一般の労働者が、就業する上で看

過できない程度の支障が生じたと感じるような言動であるかどうかを基準とすること

が適当であるとされている。 

なお、客観的にみて、業務上必要かつ相当な範囲で行われる適正な業務指示や指導

については、職場におけるパワー・ハラスメントには該当しない。 

また、厚労省ハラスメント指針は、パワー・ハラスメントの典型例として六類型を

示している。すなわち、ⅰ身体的な攻撃、ⅱ精神的な攻撃、ⅲ人間関係からの切り離

し、ⅳ過大な要求、ⅴ過小な要求、ⅵ個の侵害である。六類型はパワー・ハラスメン

トに当たり得る行為の例示であり、三要件を満たすかどうかの判断における参考とし

て位置づけられている。 

 

３ 人事院規則 

令和２年４月、人事院は、国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）に基づき、

パワー・ハラスメントの防止等に関し人事院規則１０－１６（以下「人事院規則」と

いう。）を定め、同年６月１日、施行した。同規則第２条は、パワー・ハラスメントを

以下のとおり定義する。 

（定義） 

第二条 この規則において、「パワー・ハラスメント」とは、職務に関する優越的な関

係を背景として行われる、業務上必要かつ相当な範囲を超える言動であって、職員

に精神的若しくは身体的な苦痛を与え、職員の人格若しくは尊厳を害し、又は職員

の勤務環境を害することとなるようなものをいう。 

厚労省ハラスメント指針（及び後述する交野市職員ハラスメント防止指針）は「職

員の勤務環境が害される」（上記③）ことを要件としており、当該言動により就業上看

過できない程度の支障が生じることが必要となる。これに対し、③に対応する人事院

規則の要件は「精神的若しくは身体的な苦痛を与え」ること、「人格若しくは尊厳を害

し」たこと、または「勤務環境を害する」ことのいずれかで足りるとしており、勤務

環境への具体的な支障の有無にかかわらず、精神的・身体的な苦痛及び人格・尊厳の

侵害それ自体を独立した要件として位置づけている。 

 

４ 市指針 

交野市は、労働施策総合推進法及び厚労省ハラスメント指針を踏まえ、令和２年９

月に交野市職員ハラスメント防止指針（最終改正令和７年７月。以下「市指針」とい

う。）を策定した。 
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市指針は、パワー・ハラスメントを、職場において行われる①優越的な関係を背景

とした言動であって、②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、③職員の勤

務環境が害されるものであり、①から③までの要素を全て満たすものと定義し、三要

件・六類型および具体的な言動例を取り込んでいる。なお、市指針の「注意すべき事

項」においては、「パワーハラスメントは、職員に精神的若しくは身体的な苦痛を与え、

職員の人格若しくは尊厳を害し、又は職員の勤務環境を害するものであることを理解

し・・・」と定めており、人事院規則を取り入れている。 

 

第２ 本委員会が採用する認定基準 

１ 基本的な考え方 

市指針は、労働施策総合推進法及び厚労省ハラスメント指針を踏まえて策定された、

交野市の全職員に直接適用される規範であり、本委員会はこれに基本的に依拠する。 

すなわち、 

職場において行われる、 

① 優越的な関係を背景とした言動であって、 

② 業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、 

③ 職員の勤務環境が害されるもの 

であり、①から③までの要件をすべて満たすものをパワー・ハラスメントと認定する。

ただし、市指針の「注意すべき事項」においては、「パワーハラスメントは、職員に精

神的若しくは身体的な苦痛を与え、職員の人格若しくは尊厳を害し、又は職員の勤務

環境を害するものである」と定めており、実質的には人事院規則と同一である。さら

に、諮問内容である「市の課題の把握と再発防止策の提言」に応え、パワー・ハラス

メントの防止を徹底する観点から、本委員会は、②及び③の各要件の評価においては、

精神的・身体的苦痛を与える言動や人格・尊厳を害する言動の有無・内容をも重視す

るものとする。また、「職員の勤務環境が害される」は直接の相手方に限られず、当該

言動を見聞きした周囲の職員の勤務環境が害された場合も③の要件を満たし得る。 

 

２ 具体的な判断要素 

人事院規則の解釈等に関して、人事院事務総長発の通知「人事院規則１０－１６

（パワー・ハラスメントの防止等）の運用について」（令和２年４月１日職職－１４１）

が以下のとおり典型例を具体的に示しており、本委員会は上記三要件の評価をするに

あたり、参考とした。 

第２条関係 

１ この条の「職務に関する優越的な関係を背景として行われる」言動とは、当該言
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動を受ける職員が当該言動の行為者に対して抵抗又は拒絶することができない蓋然

性が高い関係を背景として行われるものをいう。典型的なものとして、次に掲げる

ものが挙げられる。 

一 職務上の地位が上位の職員による言動 

 二 同僚又は部下による言動で、当該言動を行う者が業務上必要な知識や豊富な経

験を有しており、当該者の協力を得なければ業務の円滑な遂行を行うことが困難

な状況下で行われるもの 

 三 同僚又は部下からの集団による行為で、これに抵抗又は拒絶することが困難で

あるもの 

２ この条の「業務上必要かつ相当な範囲を超える」言動とは、社会通念に照らし、

当該言動が明らかに業務上必要性がない又はその態様が相当でないものをいい、例

えば、次に掲げるものが含まれる。なお、このような言動に該当するか否かは、具

体的な状況（言動の目的、当該言動を受けた職員の問題行動の有無並びにその内容

及び程度その他当該言動が行われた経緯及びその状況、業務の内容及び性質、当該

言動の態様、頻度及び継続性、職員の属性及び心身の状況、当該言動の行為者との

関係性等）を踏まえて総合的に判断するものとする。 

一 明らかに業務上必要性がない言動 

二 業務の目的を大きく逸脱した言動 

三 業務の目的を達成するための手段として不適当な言動 

 四 当該行為の回数・時間、当該言動の行為者の数等、その態様や手段が社会通念

に照らして許容される範囲を超える言動 

また、上記通知は、別紙第１「パワー・ハラスメントを防止しパワー・ハラスメン

トに関する問題を解決するために職員が認識すべき事項についての指針」を示し、「パ

ワー・ハラスメントになり得る言動」として、次のようなものを例示している。 

暴力・傷害、暴言・名誉毀損・侮辱、執拗な非難、威圧的な行為、実現不可能・無

駄な業務の強要、仕事を与えない・隔離・仲間外し・無視、個の侵害 
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第三 諮問案件１に係る調査結果 

第１ はじめに 

諮問案件１に係る通報事案は、既に述べたとおり、被害申告する者が１０名、その

うち９名はＡからの被害、もう１名はＬからの被害を訴えるものである。 

大半がＡに関するものであり、事案によって共通した前提事実（当事者や時系列）

の検討を必要とするものもあることから、本報告書の読みやすさ等を考慮し、以下、

必ずしも内部通報報告書に記載された事案の順序に沿わずに検討を行ったことを補足

する。 

 

第２ 小中一貫校プロジェクトに関する言動（事案４、事案３） 

１ 事案４について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

ア 交野市教育委員会学校教育部まなび舎整備課（以下「まなび舎整備課」という。）

の建設事業で必要となる申請手続に対して、申請手続の経由事務を担当する都市計

画部開発調整課（以下「開発調整課」という。）の＊＊＊＊＊＊Ａが、当時のまなび

舎整備課＊＊＊＊＊Ｅに対し、内線電話で、Ａの言い分が正論であることをＥに認

めさせようと強要し、執拗に追及するなかで暴言を吐いた。 

イ Ｅは過去に開発調整課で＊＊＊勤務した経験があり、またＥのまなび舎整備課の

部下の一人には開発調整課で＊＊勤務した経験がある者(事案３の被害者:Ｄ)もいた

ことから、事案が発生する前の打ち合わせでは、Ａと開発調整課の担当者が行った

必要以上の「行政指導」や「指摘事項」の内容が、交野市の行政権限を大きく逸脱

したものであるとの認識を持っていたため、Ａが威圧しながら繰り返す主張に対し

て反論したが、Ａは全く聞き入れず、指導内容とは全く関係がない話を持ち出して

Ｅを罵倒するなどの恫喝を繰り返した。 

ウ Ａは、令和４年７月２９日、Ｅに対して「お前、いちびり過ぎや！」、「お前、み

んなに嫌われてるぞ！」などと指導内容はおろか整備事業とは全く関係ないことを

持ち出し始め、「あほ！」、「ぼけ！」、「コラ！」、「お前、覚えておけよ！」など多数

の暴言を吐き、個人の人格否定を繰り返し、「先輩に対するものの言い方が失礼や！

態度が失礼や！謝れ！」と、自らが先輩である優位な立ち位置から圧力をかけて謝

罪を強要した。 

※この日以外にも、ＡによるＥへの多数の暴言・嫌がらせ等あり 
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（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア 事業の経緯 

市は、平成３１年２月、「交野市学校規模適正化基本計画」を定め、小規模な学校や

老朽化の問題を抱えた施設など、喫緊の課題を持つ「第一中学校区」について、交野

小学校、長宝寺小学校、第一中学校を統合し、交野小学校敷地に、施設一体型小中一

貫校（（仮称）交野市立交野みらい学園。以下「交野みらい学園」という。）を、令和

７年４月までの開校を目標として、設置することとした。  

このプロジェクト（ 「（仮称）交野市立交野みらい学園施設一体型小中一貫校整備事

業」。以下「本件事業」という。）について、学校規模適正化室が施主の立場を担った。 

令和２年４月１日付で、学校教育部内に「まなび舎整備課」が新設され、それに伴

い「学校規模適正化室」は廃止された。まなび舎整備課の＊＊には、Ｅが就いた。令

和３年度から、Ａは開発調整課＊＊に、Ｄはまなび舎整備課＊＊＊＊にそれぞれ就任

した。 

令和４年６月、まなび舎整備課（申請代理は民間事業者）は開発調整課に対し、都

市計画法第３２条所定の協議及び同法第２９条所定の開発許可申請書を提出した。ま

なび舎整備課は２〜３週間程度での手続き完了を見込んでいたが、図面の修正や誤字

の指摘等の行政指導等により、約２か月にわたり合計９回に及ぶ申請書の修正指示が

なされ、最終的に開発調整課が大阪府に開発許可申請書を提出したのは同年８月２４

日であった。この経緯から、まなび舎整備課側に開発調整課の対応への不信感が生じ、

両課間に軋轢が生まれた。Ａが事案において「開発が妨害していると言われた」と繰

り返し言及するのは、この軋轢を背景とするものである。 

なお、この頃、交野市長選挙が行われ、山本氏が現職の黒田実氏を破って当選し、

同年９月上旬に市長に就任した。 

 

イ 当事者の関係 

後記第五・第１の２のとおり、本件事業の開発者であった交野市の担当として、ま

なび舎整備課は、開発許可を得るに当たっての調整や取りまとめを担当し経由事務を

行う開発調整課の協力なくしては、本件事業を推進することができない立場にあった。 

 

ウ 令和４年７月２９日の内線電話 

Ａは、令和４年７月２９日、開発調整課の執務室から、まなび舎整備課の執務室に

いるＥに対し、内線電話をした。Ｅは、電話に出るときに録音を開始し、内線電話の

内容を全て録音した。かかる録音において、主に次の内容のやり取りがなされた。 
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Ａが、事前協議に係る図面の不備を指摘し、Ｅが完璧だと言ったはずと問い詰めた

ところ、Ｅは「それはね、さすがに盛ってて申し訳なかったなと思いますけど」と回

答した。また、Ｅは、以前に書類の文章の語尾の修正を指摘されたので修正したとこ

ろ、再度元に戻すように指示をされたことを指摘し返し、Ａは、どこの点を言ってい

るのかはっきりするようにと述べた。それに対してＥが「じゃあ業者連れて行きまし

ょうか、１回？」と述べたところ、Ａが「行きましょうか？ってなんやねん？お前。

お前喧嘩売ってんのか？」と口論になった。Ａは、第五・第１にて詳述する、Ｅが過

去に事前協議書の受付印を遡ったことに関して「偽った」と指摘し、この点について

Ｅとの間で次のとおり口論となった。 

Ａ：俺もびっくりしてるわ。あのな、前にな、事前相談、事前協議って偽って、

ホームページに載せたりしてるやんけ。 

Ｅ：偽って？ 

Ａ：おう、偽ってるやんけ！ 

Ｅ：偽ってはないですよ。 

Ａ：偽っとんねん！ 

Ｅ：偽ってないですって！それ、きちんと整理しましたよね？整理させてもらい

ましたよね？ 

Ａ：その前にな、Ｏにハンコ押させてとかあったやんけ。 

Ｅ：いや、だからハンコ押させてないですって、それは！ 

Ａ：じゃあ、なんでわざわざ府まで行って差し替える必要があんねん。それはも

うやってるやろうが。 

Ｅ：だから、それは齟齬でしょ！ 

Ａ：お前、何を開き直っとんねん！ 

Ｅ：ちょっと待ってくださいよ、それ・・それ、その言い方はおかしいでしょ？ 

Ａ：俺来てからな、そこの部分でな、やらんでええことやってんねやろうが。 

Ｅ：いや、だからそれは。 

Ａ：「だから」じゃないやろがぁ！お前誰に言っとんねん？コラァ！ 

Ｅ：ちょっと待ってくださいよ、それ。 

Ａ：オイッ！お前ちょっといちびり過ぎやぞ。 

Ｅ：いちびってないですよ！ 

Ａ：お前、けど、ほんまにあれやぞ、お前が周りからものすごい嫌われてんのよ

うわかるわ。それじゃあ。 

Ｅ：ああ、もうそれでいいですよ。好きとか嫌いとかの話じゃなくてね。 

Ａ：いやいや、お前な。 

Ｅ：事務の話してるんです。 

Ａ：失礼やって。 
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このやり取りの後も、ＡがＥの態度が失礼であることを指摘したり、繰り返し、Ｅ

に対して謝罪をするよう要求し、Ｅが「そこは謝ります」と述べたのに対してＡが

「そこは」というのが余計であると指摘すると、Ｅが「全部が全部こっちが悪いなん

て思ってないんでね」と言い返したりしている。 

また、以下のようなやり取りもある。 

Ａ：ちゃあんとやってから言えて。な？できてないのにギャーギャー言うな！ 

Ｅ：ギャーギャー言ってんのどっちですの？ 

Ａ：アァ？お前、誰に言うた？今。 

Ｅ：Ａさん。 

Ａ：なぁ？ 

Ｅ：Ａさん。Ａさんに言いましたよ。 

Ａ：そうか。 

Ｅ：ギャーギャーって、僕のこと言うんであれば、それだけね。 

Ａ：ギャーギャーって、俺がギャーギャーやんな？お前覚えとけよ。 

 

このようなやり取りを含めて、かかる内線電話は、４０分以上に及ぶ長時間のもの

であった。Ａは内線電話でのやり取り全般を通じて、「オイッ！」、「コラ！」、「ぼ

け！」、といった発言を繰り返し行ったり、「お前、頭悪いなぁ」といった発言もして

いた。 

 

（３）三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 

ア ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

内線電話の冒頭では、Ａは図面がボロボロであるという不備を指摘をしたうえで、

Ｅが完璧だと言ったはずと問い詰めたところ、Ｅは「それはね、さすがに盛ってて申

し訳なかったなと思いますけど」と回答している。かかるＥの発言は、相手の神経を

逆なでするような居直りとも取れる発言であった。この発言まではＡの声のトーンは

落ち着いていたが、Ｅの上記回答以降、Ａの声は大きくなり、それに応じてＥの声も

大きくなっている。この回答を境にＡの声が激昂しており、最初にＡを激昂させたき

っかけは、Ｅの発言であるといえる。 

その後も、Ａが「できてないのにギャーギャー言うな！」と言ったのに対し、Ｅが

「ギャーギャー言ってんのどっちですの？」と応酬したりするなどのやり取りが続い

ている。これらのＥの発言は、まさに「売り言葉に買い言葉」というものである。ま
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た、諮問案件１における他の事案と異なり、全体的にＥはＡに屈することなく自らの

言い分も強く言い返しているのであって、同じ＊＊＊の役職であり、年齢も近く（＊

＊＊＊＊＊）、ある程度対等なもの同士の口争いという側面に過ぎないとも思える。 

しかしながら、前記のとおり、まなび舎整備課においては、本件事業を推進するた

めには開発調整課の協力を得ながら事業を進める必要があり、Ａはこの関係を背景と

して言動を行っている。 

したがって、たとえある程度対等なもの同士の口争いという側面もあったにせよ、

①の要件を満たす。 

 

イ ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

Ｅが事前協議書の受付印を遡ったことに関する評価は第五・第１にて検討すること

として、この点についてはＡとＥとの間で見解の相違がある状況である。Ａは、Ｅと

見解が対立したことを受けて、Ｅに対し「オイッ！お前ちょっといちびり過ぎや！」

「お前、けど、ほんまにあれやぞ、お前が周りからものすごい嫌われてんのようわか

るわ。」と発言している。 

もとより、業務の内容や進め方などについて同僚間で見解の相違があること自体は

特に稀なことではない。しかしながら、相手に対して、周囲の人間も「ものすごい嫌

っている」というのは、指導内容や業務の進め方に関する議論の枠を逸脱し、もっぱ

らＥ個人の人格を不当に非難し、攻撃するものである。 

また、全般的に、Ａが指摘しているのは、まなび舎整備課が提出した図面にミス・

不備が多いという点である。この点については、Ｅも、一部にミス・不備があったこ

と自体は認めている。 

もっとも、Ａは内線電話でのやり取り全般を通じて、「オイッ！」、「コラ！」、「ぼ

け！」、といった相手を威圧する発言を繰り返し行ったり、「お前、頭悪いなぁ」とい

った人格を否定するような発言をしていた。これはＡが自らの言い分を認めさせよう

と執拗に追及しているものである。 

たとえ業務内容に見解の相違があったり、ミス・不備があったとしても、それを理

由に相手の人格を否定するような暴言を述べることは、当該業務の目的達成において

何らの必要性も認められないし、不相当な発言である。また、前述のとおり、ＡとＥ

のやり取りは、ある程度対等なもの同士の口争いという側面もあったにせよ、そうで

あるからといって職場において、同僚に対して、「ぼけ」「コラ」といった言葉を大声

で怒鳴るのが許されるものでない。 

したがって、社会通念に照らし、当該言動が明らかに業務上必要性がない又はその

態様が相当でないといえ、②の要件を満たす。 
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ウ ③の検討（職員の勤務環境が害されるか） 

後述するとおり、ＥはＡに屈することなく自らの言い分も強く言い返しているので

あって、Ａの発言によってＥが精神的に追い詰められているかどうかまでは不明であ

る。もっとも、③の要件を検討するに当たっては、前記第二・第１・２のとおり、「平

均的な労働者の感じ方」、すなわち、同様の状況で当該言動を受けた場合に、社会一般

の労働者が、就業する上で看過できない程度の支障が生じたと感じるような言動であ

るかどうかを基準として判断する。平均的な労働者の感じ方を基準にすれば、前述し

たＡの各発言によって就業する上で看過できない程度の支障が生じたと感じるような

言動であるといえる。 

また、当該内線電話での発言は、開発調整課の部屋で行われており、同課課員が聴

取できる状況で行われた。このような言動が職場において繰り返されることは、直接

の被害者であるＥのみならず、これを見聞きした職員にも影響を及ぼす。大声・恫喝

や繰り返しの謝罪要求を目撃・聴取した職員は、「自分も同じ目に遭うかもしれない」

という恐怖から萎縮し、正当な意見や指摘を言えなくなる、上司の機嫌を損ねないこ

とが優先され業務判断が歪む、といった影響を受ける。③の要件はＥの勤務環境のみ

ならず、開発調整課の職員の勤務環境という観点からも満たされる。 

したがって、③の要件を満たす。 

 

（４）結論 

以上のことから、Ａの言動は、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基

準における①から③までの要件をすべて満たしており、パワー・ハラスメントに該当

すると認められる。 

 

２ 事案３について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊・Ａが、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊・Ｄに対し、令和５年４月１７日、６

月１４日および６月１５日に、暴言および高圧的な態度によるパワー・ハラスメント

を行った。 

４月１７日および６月１５日については、まなび舎整備課の本件事業に係る開発許

可申請等の調整・とりまとめ業務や同経由事務を担当する＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ａが、

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｄを会議室での打ち合わせの際に他の出席者の前で恫喝した

ものである。Ａはこれに対し、Ｄを会議室から「帰れや！協力できへん。」と追い出し
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た。６月１４日については、内線電話でＡがＤに対し連絡してこないことを執拗に追

及して謝罪を求め、回答に苦しんだＤが「う、うーん・・・」と言葉に詰まると「う

んって、誰に言うとんねん！コラァ！オイ！」「おどれ、口の利き方気ぃつけろよ、コ

ラァ！オイッ！」「お前、俺と対等か？」などと怒鳴り声を上げて罵倒するなど暴言を

吐いたものである。 

※この日以外にも、ＡによるＤへの多数の暴言・嫌がらせ等あり 

 

（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア 事業の経緯 

前述のとおり、本件事業に関して、まなび舎整備課と開発調整課の間に軋轢が生ま

れていた。そのような折、令和５年４月、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｅは＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊に異動となり、＊＊＊＊＊＊＊＊Ｄが＊＊＊＊＊に就任した。 

 

イ 各日の言動 

令和５年４月１４日、Ａの部下からＤに対し「Ａに説明し、今後のことをお願いし

ておいた方がよい」との電話があった。このアドバイスを受けてＤはＡとの面談を求

めた。 

（ア）令和５年４月１７日（対面） 場所：開発調整課 出席者：Ａ、Ｄ 

Ｄが業務上の打ち合わせのため開発調整課を訪問したところ、ＡはＤの業務説明を

遮り、＊＊＊＊（Ｅ）が「開発が妨害している」「邪魔している」と方々で述べている

として、その認識をＤに問いただした。Ｄが「こちらの書類に不備があって時間がか

かった」と回答したが、Ａはこれを認めず、「おまえ許さへんぞ！」「一番最低のやり

かたやぞ！」などと述べ、「Ｅが悪い」とはっきり言うよう繰り返し迫った。Ｄが「誰

というのは僕の口からは言えません」と答えると、Ａは「帰れや！帰れ！協力できへ

ん。そこの原因はっきりせーへんねやったら、もうあいつと一緒やなってうち・・・

に言う」と述べ、Ｄを退席させた。 

 

（イ）令和５年６月１４日：ＡからＤへの内線電話 

開発調整課の執務室にいるＡから、まなび舎整備課の執務室にいるＤへの内線電話

において、Ａは開発行為許可申請のための図面確認について問いただした。Ｄが回答

に詰まり「う、うーん……」と言葉を濁したことに対し、Ａは「『うん』って誰に言う

とんねん！コラァ！オイ！誰に向かって言うとんねん、お前は！オイ！」と怒鳴り声
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を上げた。さらに「ゴルァ！オイッ！おどれ口の利き方気ぃつけろよ、コラァ！オイ

ッ！オイッ！」「お前、対等か、俺と？コラァ！」「連絡よこせ！言うたら連絡よこせ

や、コラァ！」と怒鳴り続け、翌日の出頭を指示した。 

 

（ウ）令和５年６月１５日（対面）場所：都市計画部の打合せスペース 出席

者：Ａ、Ｄほか４名 

Ｄが建築確認の件について説明を始めようとしたところ、Ａは冒頭から「まず謝れ

や！おまえのために時間取って俺は待ってんねん！謝らんかい、おまえ！」と謝罪を

強要した。その後、図面確認の不備について追及を続け、「要らんよ、おまえら」「前

の馬鹿のＥ」「まじ処分した方がええぞ」「俺、企画に言うわ、こいつ処分するように。

人事にも」「お前仕事出来へんなあ。向いてないぞ、ここの課。図面も見られへん。技

術もない。嘘もつく」「終わってんぞお前」「お前うちの係員以下や」「薄い薄い知識と

低い低い技術で」「くずみたいなやつ」「くそやぞ、職員として」「お前みたいなやつが

おるから、公務員が馬鹿にされんねん」等、Ｄの人格・能力・尊厳を否定する発言を

繰り返した。また「一筆書いて持ってこいや、ほんだらうちきたやつそのまま右から

左へ流したるわ。むしろチェックせぇへんわ。」と述べ、まなび舎整備課が全責任を持

つ旨の文書の差入れを決裁の通過の条件とした。最終的に「帰れ、帰れ、はよ帰れ」

「この席におる資格がない」と述べてＤを退席させた。録音において、Ｄの発言が打

ち合わせ後半にかけて「はい」のみに収束していく経過が残っている。 

 

（３）三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 

ア ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

開発調整課は、まなび舎整備事業の建築確認の経由事務の担当部署であり、まなび

舎整備課の申請が法定の手続きを経て前進するためには開発調整課の協力を得ること

が不可欠であり、①の要件を満たす。 

 

イ ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

４月１７日、Ａは業務上の協力関係構築を目的として訪問したＤに対し、業務の説

明を聞くことなく＊＊＊＊（Ｅ）を名指しで誰が悪いかはっきり言うよう発言を強要

した。Ｄは＊＊＊＊＊＊の経緯を当事者として熟知していた。そのＤに対し「Ｅが悪

いと言え」と迫ることは、指導ですらない。Ｄが拒否すると「帰れ」「協力できへん」

と述べ、決裁上の協力打ち切りを示唆した。これは＊＊＊＊Ｅが悪いと言わなければ

開発調整課として協力しないことを宣言したものであって、業務の範囲を逸脱してい



 

27 

 

る。６月１５日における決裁権限と一筆の取引（「一筆書いて持ってこいや、ほんだら

うちきたやつそのまま右から左へ流したるわ。」「むしろチェックせへんわ。」）も同様

で、一職員が全責任をとらされることはあり得ないところ、これを強要し、決裁通過

を露骨に結びつけており、開発調整課の業務から逸脱している。 

さらに、６月１４日、Ａは図面の誤りを既に把握しながらその情報をＤに伝えず、

「確認したか」と問うことで「はい」という言質のみを取得した。この時点でＡは、

Ｄを正常な判断ができない恐怖下の状態に置いた後に言質を取得している。翌日これ

を「確認した」という確定的な事実として攻撃材料に転用した。本来は申請側と審査

側が協力して是正すべき情報を、意図的に攻撃材料として転用することは業務上許容

される手段ではない。 

６月１４日・１５日の両日において、Ａは冒頭から大声・恫喝で場を制圧し、恐怖

下においてＤの思考・判断・発話を停止させた。このような手法は社会通念上許容さ

れる範囲を明らかに超える。 

６月１５日において、Ａは「くずみたいなやつ」「終わってんぞお前」「要らんよ、

おまえら」「くそやぞ」等の言動によりＤの人格・尊厳を根底から否定した。また「俺、

企画に言うわ、こいつ処分するように。人事にも」と人事的不利益を繰り返し示唆し

た。これらは社会通念上許容される範囲を著しく超える。 

②の要件を明らかに満たす。 

 

ウ ③の検討（職員の勤務環境が害されるか） 

「平均的な労働者の感じ方」を基準として検討する。第一に、侮辱・威圧的言動に

ついて。Ａは、複数の機会にわたり、「くずみたいなやつ」「くそやぞ、職員として」

「要らんよ、おまえら」等とＤの人格・尊厳を否定する発言を繰り返した。また、６

月１４日の電話では「コラァ！」「ゴルァ！」と怒鳴り続け、６月１５日には冒頭から

大声で場を制圧し、「帰れ、帰れ」「この席におる資格がない」と退席を強要した。さ

らに「俺、企画に言うわ、こいつ処分するように」と人事的不利益を繰り返し示唆し

た。これらは社会一般の労働者が就業上看過できない程度の支障が生じたと感じる言

動であり、Ｄの人格・尊厳を害するものである。 

第二に、執拗な追及について。Ａは３回の面談を通じて、＊＊＊＊の言動・図面不

備・情報共有不足という同一の事柄について繰り返しＤを追及した。業務上の問題点

を指摘すること自体は正当な指導行為であり得るが、同一事項を複数の機会にわたり

人格否定を交えながら繰り返し追及することは業務指導の範囲を超え、Ｄに精神的苦

痛を与えるものである。 

第三に、不相当な要求について。６月１５日、Ａは＊＊＊＊＊＊Ｄ個人に対し、ま

なび舎整備課が事業上の一切の責任を負う旨の誓約書の提出を求めた。これは社会一

般の労働者が就業上看過できない程度の支障が生じたと感じる要求であり、Ｄに精神
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的苦痛を与えるものである。 

以上の各言動は、Ｄに対して継続的かつ複合的に精神的苦痛を与えるものであり、

Ｄの勤務環境を害したことは客観的に明らかである。また、６月１４日の電話におけ

る怒鳴り声は開発調整課課員が聴取できる状況で行われ、４月１７日・６月１５日の

面談も複数の職員が出席する場で行われた。これを見聞きした職員についても同様で

あり、③の要件はＤのみならず開発調整課の職員の勤務環境という観点からも満たさ

れる。 

 

（４）結論 

以上のことから、Ａの言動は、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基

準における①から③までの要件をすべて満たしており、パワー・ハラスメントに該当

すると認められる。 

 

第３ 体育協会と関係する業務に関する言動（事案７、事案６、事案５、事案２） 

１ 事案７について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

令和３年６月８日と同月２４日、当時、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ａが、当

時、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｈ又は＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｉに対し、寺地区におけ

る体育施設整備事業の進め方について、暴言と高圧的な態度によるパワー・ハラスメ

ントを行った。 

 

（２）認定した主な事実 

関係者への聴取その他収集証拠から以下の事実が認められる。 

ア 当事者 

Ａは令和３年度、＊＊＊＊＊＊を務めていたが、令和元年度は＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊、令和２年度から＊＊＊＊＊＊＊＊を務めており、Ｈ及びＩの前任担当者に

あたる関係にあった。新庁舎整備室は、前年度に引き続き、寺地区にある寺作業所跡

地に体育施設を整備する計画を所管していた。 

また、令和３年当時、Ａは、交野市体育協会（以下「体育協会」という。）の＊＊＊

＊＊を務めていた。体育協会は交野市テニス協会（以下「テニス協会」という。）及び

交野市ソフトテニス連盟（以下「ソフトテニス連盟」という。）を含む各種スポーツ団

体が加盟する外部組織である。体育協会は、市の行政機関ではないが、交野市との継
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続的な協力関係があり、その事務局は市庁舎内に置かれ、事務局機能を交野市生涯学

習推進部社会教育課（現在は交野市地域振興部スポーツ青少年課）が担っていた。 

なお、Ａは当時、体育協会の＊＊であったが、これは体育協会規約上、＊＊＊＊＊

＊として加えられた経緯によるものであり、スポーツ団体の代表として就任したもの

ではない。 

 

イ 水質調査結果の共有に関する苦情 

Ａは令和３年６月８日午前１１時３０分ころ、新庁舎整備室執務室にいたＨのもと

へ赴き、寺作業所跡地の２度目の水質調査を実施した結果、基準値を上回ったことを、

Ｈが前任のＡに伝えなかったことについて、Ａは苦情を述べ、ＨはＡに謝罪した。 

このとき、Ａは以下の発言をした。 

・ 「区長からその話を聞かされて、市内部で情報共有できていないことで恥をかいた」 

・ 「 に泥を塗られた気分や」 

・ 「俺は人と人のつながりを大切にして取り組んできたつもりや」 

 

ウ 寺地区の体育施設整備に関するテニス協会との協議 

令和３年６月２４日１２時ころ、交野市立「青年の家」に隣接する交野武道館内の

事務室内において、当時の＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｈ及び＊＊＊＊＊＊Ｉは、体育協会に

加盟しているテニス協会及びソフトテニス連盟の代表者らに対し、新庁舎整備室が所

管する寺作業所跡地の体育施設整備事業について説明を行った。 

その場には、当時、＊＊＊＊＊＊のＳ、＊＊＊＊＊＊＊のＱ、＊＊＊＊＊のＧが同

席したほか、当時、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ａが同

席した。 

Ｈ及びＩは、テニスコートとして整備するかどうかは正式には未だ決定していない

旨を同協会代表者らに伝達したところ、市の前任者であり＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊Ａがテニスコートとしての整備計画は決まっているはずだと反論し、さらに市の方

針が変わったのであれば団体への説明とともに謝罪をすべき等と主張し、テニス協会

側は市内部での調整を求め、協議は終了した。 

協議の際、Ａは、Ｈ又はＩに対し、以下の発言をした。 

・ 「お前が、言うてること答えろや。なんで変わってんってきいてんねん！」 

・ 「何言ってんねん、お前、大丈夫？」 

・ 「 いてることに答えろや。日本語通じてるか？」 

・ 「立場変わって、今な自分らがなったんやったらな。まずな、市、おんなじ市とし

てな、自分ら謝ったら？遅れて申し訳ないって、言うてたことから変わって申し

訳ないって、迷惑かけるって。そっからちゃうか？」 
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・ 「前の担当が勝手に言ってましたみたいに言うんやったら、ほんま承知せえへんぞ

って。それが変わったんやったら、今の担当者がちゃんと謝罪せえや、団体に対

して。ちゃうか？」 

・ 「ごちゃごちゃまた言いやがって、ちゃんと説明せぇや」 

・ 「それやったらまず、団体に謝れや言うてんのに、まだ謝りもせぇへんこいつら。

頭イカれてんねん。」 

 

エ テニス協会との協議終了後のＡの言動 

テニス協会との上記協議終了後、協会代表者が退席したのち、Ａは、Ｈ及びＩに対

し、さらに、以下のとおり発言した。 

・ 「あんな、言うといたるわ、俺、体育協会の役員やってんねん、な、体育協会の＊

＊＊＊＊や。」 

・ 「俺  つぶれやで」 

・ 「お前ら引継ぎどないなってんねん、俺笑われんねん、な。なんやねんお前。」 

・ 「喧嘩売ってんのか」 

・ 「挙 の果てに、市の話はどうでもええから一枚岩にちゃんとしてくれまで言われ

て、俺、恥かいてんねん。俺、それに一番頭きてんねん。想いもって真剣にやっ

とってん俺この件に関しては。で、まだ俺はここの体協っていう世界の中でやっ

てんねんな？のう？人に恥かかせやがって。  つぶれやわ。お前の訳の分から

ん説明でのぉ。」 

・ 「ただ覚えとけよ、この立場で、お前らつぶしにかかったるからな、中身全部わか

ったうえで。」 

・ 「お前体協なめんなよ。人がやってきた人と人の信頼関係、ほんまに馬鹿にしすぎ

やぞ。お前らほんまに。もっかい確認しとくけど、もうええな。この寺の件に関

して、さっきから何回も言ってるけど俺勝手に言っていることちゃうからな。こ

の人らに対しては。組織として言うてきたことやからな。そこだけ勘違いすなよ。

俺がなんか言うたからどうやとか、またおらんところで、ごちゃごちゃちょっと

でもいうて耳入ってみ、お前らほんま承知せんからな。きったない真似ばっかり

しやがって、ほんまに、庁舎のことでも。ほんまに許さんぞ次は。なあ。お前こ

れで２回目やからな、もうないぞ次、わかったんかい。」 

・ 「ただ、な。ようも人の つぶしてくれたないうところだけやからな。のう？お前

ごときに渡す名刺ないからよう見とけよ。俺、体育協会の＊＊＊＊＊や。よう覚

えとけよ。なめんなよ。もうお前、口ついてないんやったら帰れ。」 

・ 「大事なこと言うのん忘れとった。あそこ市街化調整区域やからな。今後、進めて

いくのに、お願いせなあかん課出てくると思うけど、頑張りや。」 
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オ Ｈ及びＩの被害申告と人事課の対応 

Ａの上記言動を受け、Ｈ及びＩは、直属の上司（当時の企画財政部長）にハラスメ

ント被害を訴え、当時の経過を文書に取りまとめ、人事課に被害申告した。 

人事課は、これを受け、Ｈ及びＩ、Ａ、当時同席していた者への事実確認を行うな

ど調査を実施した。さらに、人事課は、Ｉから提供を受けた当時の録音音声を確認し、

Ａによるハラスメント発言があると判断した。そのうえで、人事課は、Ｈ及びＩが、

今後、Ａとは一切関わらないようにしてほしいとの希望を有していることを確認し、

最終的には、Ａの懲戒処分等は行わないものの、Ａに対し、口頭で厳重に注意するに

とどめる対応とした。 

 

（３）三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 

 

ア ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

当時、ＡとＨ及びＩとは、直接の上司部下の関係にはなかった。 

しかしながら、Ａは寺作業所跡地の整備を所管する部署の前任者という立場にあり、

かつ、同跡地のスポーツ施設整備に利害関係の深い体育協会の＊＊＊＊＊、すなわち、

体育協会における＊＊＊＊＊という立場にあった。 

交野市はスポーツ関連事業において体育協会と協働が不可欠な関係にあり、当時、

Ｈ及びＩは、Ａは前任者であるのみならず、体育協会の幹部の立場にあることから、

Ａの意向を尊重することを余儀なくされる関係にあった。 

さらには、Ａは当時、庁内では＊＊＊＊＊＊であり、交野市の実施する開発行為に

ついて経由庁としての権限を有する課に属していたことから、寺作業所跡地の整備事

業の進捗に影響を及ぼし得る立場にあった。 

Ａは当時、Ｈ及びＩに対し、体育協会の役員であること、「あそこ市街化調整区域」

と指摘し、寺作業所跡地が市街化調整区域にあり、同所で開発行為を伴う事業を進め

る場合にはＡが＊＊＊＊＊＊開発調整課を経由しなければならないことを暗に示し、

市役所内にて、開発調整課の協力なく事業を進めることができない関係にあることを

強調するなど、Ａ自ら優位の立場にあることを示したものであり、まさにＡの言動は、

優越性を背景としたものであると評価できる。 

したがって、①の要件を満たす。 

 

イ ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

令和３年６月２４日の、Ａの「日本語通じてるか？」「頭イカれてんねん。」「お前ご
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ときに渡す名刺ないからよう見とけよ」「もうお前、口ついてないんやったら帰れ」等

は、複数の者がいる場で侮辱ないし罵倒するものであり、Ｈ及びＩに対し強い精神的

苦痛と屈辱感を与えるとともに、Ｈ及びＩの人格を否定する発言である。 

また、「お前らつぶしにかかったるからな」「体協なめんなよ。」「俺、体育協会の＊

＊＊＊＊や。よう覚えとけよ。なめんなよ。」とは、Ｈ及びＩに対し、体育協会の力を

もって、同人らの業務等を妨害することを堂々と宣言するものであり、Ｈ及びＩへの

恫喝と評すべき発言である。 

こうした一連の言動は、仮に、Ａの事業に関する認識や発言内容そのものに一定の

理由があったとしても、Ｈ及びＩの人格を否定したり恫喝する必要性も相当性もなく、

Ａの言動を正当化する根拠にはならない。したがって、Ａの言動は、社会通念に照ら

し、業務上、必要かつ相当な範囲を超えていると言わざるを得ず、②の要件を満たす。 

 

ウ ③の検討（職員の勤務環境が害されるか） 

Ｈ及びＩは、上記Ａの言動を受け、人事課に被害申告するに至っている。上記Ａの

言動は前項に述べたようにＨ及びＩの人格を否定するものであり、両氏に精神的苦痛

を与え、職場環境を悪化させるものであったことは明らかである。 

したがって、③の要件を満たす。 

 

（４）結論 

以上のことから、Ａの言動は、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基

準における①から③までの要件をすべて満たしており、パワー・ハラスメントに該当

すると認められる。 

なお、上記のとおり、本事案は人事課の調査を経て、Ａに対し口頭注意を行うなど、

既に一連の対応を終えている。本委員会は条例に定める目的に従い諮問案件に係る事

案の調査等を行うことであるから、一連の対応を既に終えていることが、本事案を本

委員会における調査対象から除外すべき理由とはならず、本調査の妨げとはならない。

また、本事案につき、今後、市がＡに対し懲戒処分等を行うことが可能か否か等の判

断には本委員会は関知しない。 

 

２ 事案６について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

市の職員（＊＊＊＊＊＊＊）であり、体育協会役員でもあったＡが、＊＊＊＊＊

＊・Ｇに対し、令和５年１月１２日、私部公園テニスコートの整備を市の費用で行う
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方向について体育協会事務所および開発調整課において暴言・高圧的態度によるパワ

ー・ハラスメントを行った。 

従来、テニス協会およびソフトテニス連盟の有志と社会教育課職員が共同で行って

いた私部公園テニスコートの整備を、Ｇは、テニス協会およびソフトテニス連盟の要

請を受けて、市の予算で業者に委託して行うことを前提とした見積もりを取得し、令

和５年度予算に計上するべく進めていた。令和５年１月１２日の同日中、Ｇは、体育

協会事務所および開発調整課においてＡから叱責を受けた。まず、体育協会事務所に

おいては、体育協会会長・副会長・部下の面前で、大きな声で「何勝手にやっとんね

ん」「お前みたいな素人に何がわかんねん」「予算が足らんかったらお前が全部払えよ。

一筆書けよ。」などの発言を受けた。次に、開発調整課においては、在席する係員ら多

数いる前で自席の横に立たされたまま、「何回俺に謝るねん」「結局お前は能力がない

んやからやめろ」「お前はええとこばっかり持っていく泥棒や」「出て行け。知らん。

勝手にせえ。」などの発言を受けたとする。「出て行け」と言われた後、Ｇは終業時刻

近くまで廊下で待機し、終業後に再度入室して改めて謝罪した。Ｇはこのような「叱

責→出て行け→待機→再謝罪」という経過が、社会教育課では本件に限らず繰り返さ

れていたと申告している。 

※この日以外にも、ＡによるＧへの多数の暴言・嫌がらせ等あり 

 

（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範

囲、並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア 社会教育課と体育協会の関係 

体育協会の事務局は、社会教育課が担っていた。Ａは社会教育課の業務についての

職務上の権限を有しないが、いきいきランド交野の開設時期に体育専門職として採用

された経緯を持ち、スポーツ施設の管理・整備に関する専門的な知識と経験を有して

いた。こうした背景から、社会教育課の担当者が施設管理に関して助言を求めること

があり、Ａもこれに応じてきた。 

社会教育課は、体育協会を構成する各スポーツ団体から市の施設に関する要望を受

け付け、改修等の業務を行っていた。例えばベンチの交換、体育館のカーテンの取り

替えなど、市が管理する複数の体育関係施設に関する要望は各団体から日常的に寄せ

られており、社会教育課は、本来的な業務である施設管理の一環として、これらを個

別に処理してきた。こうした個別事案を体育協会会長や協会全体に共有する慣行はな

く、体育協会会長もそのような相談報告を逐一求めることはなかった。 

一方、Ａは体育協会役員でもあり、体育協会の理事会やその他、Ａが関わってきた

体育関係の行事（交野マラソン等）に関することは、Ａの了解を得てから進めること
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が、社会教育課の体育協会担当課員の実務上の慣行となっていた。担当課員は、日々、

Ａに面談を求め、何事もＡに報告をし、許可をもらうことが業務の円滑な遂行に不可

欠であると認識していた。体育協会側としても、Ａは市の職員でありながら体育協会

側の意向を汲んで、市に物を言ってくれる存在として重用していた。体育協会と円滑

な関係を構築するには、担当課員はＡとの関係を良好なものにしなければならないと

いう認識があり、この認識は体育協会としても持っており、担当課員は、体育協会関

連の業務においては、Ａの機嫌を損ねないことが至上命題となっていた。 

 

イ 私部公園テニスコート整備の経緯 

私部公園テニスコートは土製であり、使用を重ねるうちに凹凸が生じることから、

従来は毎年３月頃にテニス協会およびソフトテニス連盟の有志と社会教育課の職員が

共同で年１回の整備作業を行ってきた。しかし両団体では会員の高齢化と人員の減少

が進んでおり、数年前からこの作業の継続が困難になりつつあった。 

一方、市では数年前から別の場所（寺作業所跡地）に新たにテニスコートを整備す

る計画が持ち上がっていた。なおＡはこの寺作業所跡地活用に関わっていた（事案７

参照）。テニス協会としては「新しいコートができるまで頑張ろう」と会員を説得しな

がら整備作業を続けてきたが、新テニスコートの計画が遅れ、完成まで３〜４年かか

る見通しが出てきた。そこでテニス協会から社会教育課に対し、「今年度が最後で、次

からは市のほうで整備してほしい」という申し入れがあった。 

Ｇはテニス協会からの申し入れを受け、複数の業者から見積もりを取って整備費用

を積算していた。この段階でＡへの報告は行っておらず、令和５年１月１２日の叱責

に繋がった。なお、同年１月１６日、市は令和４年度第２回総合教育会議において、

次年度の教育委員会予算要求資料を審議しており、その中に「①私部公園 テニスコ

ート補修工事」が明記されていた。予算書には「私部公園施設整備工事（社教）４，

８００千円」が計上されており、令和５年度決算書においても「私部公園施設整備工

事（社教）３，６３０，０００円」および「私部テニスコート浚渫業務委託（社教）

４９９，４００円」の執行が確認された。実際の工事は令和６年１月２９日から同年

２月２８日にかけて施工されており、令和５年度中に完了した。 

 

ウ 体育協会事務所における言動（午前１０時頃） 

令和５年１月１２日午前１０時頃、Ｇは体育協会会長への用件があり、部下ととも

に体育協会事務所を訪れた。その場にＡがいることは事前に知らなかった。体育協会

事務所は市庁舎内の武道館１階にあり、その場にいる全員が会話を聞き取れる環境で

あった。Ｇが入室した直後、ＡはＧの説明を求めることなく以下の趣旨の発言を行っ

た。 
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・「テニスコートの話、聞いてへんぞ。何勝手にやっとんねん。」 

・「こんな金額でできんのか。お前みたいな素人に何がわかんねん。」 

・「予算が足らんかったらお前が全部払えよ。一筆書けよ。」（２〜３回繰り返し） 

Ｇはその場を収めるべく、一旦謝罪し、会長とともに別の用件のため外出した。 

 

エ 開発調整課における言動（夕方頃） 

Ｇが用件を終えて自席に戻ると、不在中にＡから電話があったことが課員から伝え

られた。Ａは直接的に謝罪に来るように言うことはなかったが、当該課員は、Ｇに謝

罪することを求めていると理解し、Ｇにその旨伝えた。Ｇは部下とともにＡが所属す

る開発調整課の執務室に赴いた。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊執務室には

複数の課が入っており、在席者は総勢５０名規模であった。ＡはＧを別室に移すこと

なく、自席の横にＧを立たせたまま、Ｇの元部下が複数名いる状況で、以下の趣旨の

発言を行った。 

・「何回そういったことを繰り返すねん。俺への報告がない。」 

・「何回お前は俺に謝るねん。」 

・「結局お前は能力がないんやからやめろ。」 

・「お前はええとこばっかり持っていく泥棒や。俺がずっと調整してきたのに美味し

いとこだけ持っていきやがって。」 

・「俺の時間を奪うな。出て行け。知らん。勝手にせえ。」（複数回） 

発言は開発調整課の係員５〜６名が聴取できる範囲でなされ、同じ部屋には部長も

いた。 

開発調整課にいた係員の多くはＧの元部下にあたる。Ａから「出て行け」と言われ

てＧらが執務室を退出した後、元部下の一人はＧに対して「心が痛い」と声をかけた。 

 

オ 待機と再謝罪 

Ａから「出て行け」と言われた後、Ｇと部下は開発調整課の外に出て、執務室に戻

らずにＡとの面談機会を得るために待機した。Ｇがこうした行動をとった理由は、そ

のまま社会教育課に戻れば、Ａの言葉どおりに対応して執務室に帰ったことを再び咎

められ、場合によっては、Ａ自ら執務室まで来て叱責されることを、これまでの経験

から予測できたためである。終業時刻近く、Ｇらは再度開発調整課の執務室に入り、

Ａに改めて謝罪した。このやり取りは３〜４分程度であった。Ａは「知らん」という

反応を示し、明確な受け入れの意思表示はなかった。 

Ｇによれば、このような「叱責→出て行け→待機→再謝罪」という一連の経過は、

本件に限らず繰り返されており、社会教育課課員にとってすでに慣れた状況になって
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いたという。別のヒアリングにおいても、Ａから叱責を受けた職員が、呼び出しの指

示なく自発的に謝罪に赴く行動パターンが複数確認されている。 

 

（３）三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 

ア ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

Ａは＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊、市の意思決定において一定の影響力を持つ立場に

ある。加えて体育協会役員を兼務しており、体育協会が市の体育施策・スポーツイベ

ントの実施において中心的な協力を担ってきた歴史的経緯から、社会教育課との実態

的な力関係において優越した位置に置かれていた。さらに体育専門職としての知識・

経験への依存関係が、その優位性をより強固なものにしていた。 

Ａは社会教育課に対して職務上の指揮命令権限を有しないにもかかわらず、体育協

会役員という立場を背景として社会教育課職員に対する服従を求めた。要件①を充足

する。 

 

イ ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

本件におけるＡの言動は、以下のとおり業務上の必要性・相当性を欠くと判断する。 

まず、市が所有・管理する施設を市の予算で整備することは市の本来業務であると

ころ、Ｇは、テニス協会からの申し入れを受けて業者への見積もり依頼・テニス協会

との協議を進めた。実際、令和５年１月１２日の叱責の４日後には令和４年度第２回

総合教育会議において同整備が令和５年度予算要求事業として審議されており、令和

５年度予算・決算においても正式に計上・執行されている。他方で、Ａは市が管理す

る私部テニスコートの管理・整備について職務上の権限を有せず、また、体育協会役

員への事前報告を要する制度上の根拠はない。そのため、Ａが求めた事前相談・報告

は、Ａ個人の要求に過ぎず、制度的・慣行的根拠を持たない。 

次に、仮になんらかの理由によってＡへの報告を要したとしても、ＡはＧが入室し

た直後から叱責を開始しており、Ｇの説明を聴取する過程を設けなかった。しかも

「お前みたいな素人に何がわかんねん」「結局お前は能力がないんやからやめろ」「泥

棒」という発言は、Ｇの人格・能力を一方的に否定するものであり、業務上の改善を

求める発言とは質的に異なる。また「一筆書けよ」「予算が足らんかったらお前が全部

払えよ」という発言は、公務員が職務上行った判断について個人的な弁償を強要する

ものであり、業務の目的を大きく逸脱している。 

さらに、本件の言動は体育協会会長・副会長・部下らの面前（体育協会事務所）お

よび多数の職員の面前（５０名規模の開発調整課の執務室）で行われており、Ｇの人
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格・尊厳を害するものであった点も、要件②の評価において重要な要素である。 

以上から、要件②を充足する。 

 

ウ 要件③（職員の勤務環境が害されるか） 

「お前みたいな素人に何がわかんねん」「結局お前は能力がないんやからやめろ」

「泥棒」という発言は、Ｇの人格・能力を公然と侮辱するものであり、Ｇの人格・尊

厳を害した。また、体育協会会長・副会長や部下の面前（体育協会事務所）および在

席係員が多数いる前（開発調整課）において自席の横に立たせたまま叱責し、「出て行

け」と退去を繰り返し命じた行為は、威圧的なものであり、Ｇの勤務環境を著しく害

するものであった。 

Ｇによれば、「叱責→出て行け→待機→再謝罪」という一連の経過は本件に限らず繰

り返されており、社会教育課課員にとってすでに慣れた状況となっていた。別のヒア

リングでも、Ａから叱責を受けた職員が指示なく自発的に謝罪に赴く行動パターンが

複数確認されている。このような反復・継続的で執拗な非難行為は、Ｇの勤務環境を

継続的に害した。 

「一筆書けよ」「予算が足らんかったらお前が全部払えよ」という発言は、公務員が

職務上行った判断について個人的弁償を強要するものである。 

以上から、要件③を充足する。なお、本件の言動は多数の職員（社会教育課課員、

開発調整課課員）が見聞きする状況下で行われており、市指針の定めるとおり、直接

の相手方たるＧに加え、周囲の職員の勤務環境を害するものとしても要件③を充足す

る。 

 

（４）結論 

以上のことから、Ａの言動は、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基

準における①から③までの要件をすべて満たしており、パワー・ハラスメントに該当

すると認められる。 

 

３ 事案５について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

ア 令和５年６月、体育協会の＊＊＊でもあるＡが、理事会等の開催通知文の郵送と

開催日数日前の電話確認を過去から事務局に強要していたが、一部の理事から電話

確認は不要との意見もあったことからＦが電話確認をしなかったことに対し、開催

予定の会議の案内は１回だけでなく、会議開催日の２～３日前にも確認すべきとＦ
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は職場の同僚の前で激しく怒鳴られ、謝罪を要求された。 

 

イ １１月の会議の際には、３日前にメールで再度確認メールしたのに、Ａ本人の確

認不足であるにもかかわらず、Ｆは職場の同僚の前で激しく怒鳴られ、担当から外

された。 

※この日以外にも、ＡによるＦへの多数の暴言・嫌がらせ等あり 

 

（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア 令和５年６月の出来事 

体育協会においては、年に２回、いきいきランド交野の調整会議を開催していた。

生涯学習推進部社会教育課に在籍し、体育協会の事務局を担当していたＦは、開催日

の数か月前に、全理事に対して、調整会議の開催案内を郵送していた。なお、Ｆは、

Ａに関しては、同じ交野市の職員であるため、郵送ではなく、直接Ａの執務室に持参

していた。 

令和５年６月頃、体育協会の＊＊＊であったＡは社会教育課の執務室において、Ｆ

に対し、調整会議の会議開催の２～３日前にＦから電話連絡がなかったことに関して、

開催２～３日前に連絡をするべきである旨の指摘をした。 

 

イ 令和５年１１月の出来事 

Ｆは、同年１１月に開催された調整会議に関し、Ａの指摘を踏まえ、数日前に、調

整会議の日程を連絡する旨のメールを送信した。しかしながら、Ａは、調整会議の終

了後に社会教育課の執務室を訪れ、Ｃの席越しに、大きな声で「あれだけいうたや

ろ！」という趣旨の発言をして、調整会議の数日前にＡに連絡をしなかったことにつ

いて叱責した。これに対してＦが「メールは送りました、見ましょうか？」という趣

旨を述べて事実確認を求めたが、Ａは「今さら見ても（意味がない）」という趣旨を述

べて拒絶した。その際、ＡはＦに対し、大きな声で「お前はもう体協に携わるな、会

議にも全部 を出すな！」という趣旨の発言をした。それ以降、Ｆは、体育協会の事

務局の担当からは外れた。 

 

（３）三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 
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ア ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

Ａは、当時＊＊＊＊＊＊＊の職にあり、Ｆの上司ではないが、役席としてはＦより

も上の位にあった。また、当時体育協会＊＊＊を兼務しており、体育協会が市の体育

施策・スポーツイベントの実施において中心的な協力を担ってきた歴史的経緯から、

社会教育課との実態的な力関係において優越した位置に置かれていた。また、Ｆに対

する叱責は、体育協会に関する事務についてのやり取りであるため、上司部下の関係

にあったといえる。 

したがって、要件①を充足する。 

 

イ ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

調整会議の開催にあたり、事前に連絡を徹底するよう、体育協会＊＊＊であるＡが

事務局のＦに要望を伝えること自体は、会議運営を円滑にする目的のために、合理性

はあるとはいえる。 

しかしながら、ＦはＡの過去の指摘を踏まえ、会議の数日前にメールで連絡を行っ

ていた。そうであるにもかかわらず、Ａは自身のメールの確認不足を棚に上げ、Ｆが

「メールは送りました、見ましょうか？」と事実確認を求めても「今さら見ても（意

味がない）」と拒絶し、一方的に大声で叱責している。相手方の弁明や確認を聞き入れ

ないまま叱責する態度は、業務上の適正な指導とは認められない。 

さらに、ＡはＦの直属の上司ではなく、本来、社会教育課におけるＦの担当業務を

決定する権限を有していない。そうであるにもかかわらず、「お前はもう体協に携わる

な、会議にも全部 を出すな！」と大きな声で発言し、Ｆを事務局担当から外す事態

を招いている。このような自身の権限を逸脱して他部署の職員の業務に指示をする言

動は、業務の目的を達成するための指導の枠を逸脱している。 

したがって、Ａの叱責は社会通念に照らしても業務上必要かつ相当な範囲を超えて

いるといえ、②の要件を満たす。 

 

ウ ③の検討（職員の勤務環境が害されるか）  

Ａは、社会教育課の執務室という多数の同僚が在席している面前において、大声で

Ｆを叱責した。自らは過去の指摘どおりに連絡業務を果たしていたにもかかわらず、

全く事実に基づかないことで理不尽に怒鳴りつけられ、さらには担当業務まで外され

るという事態は、平均的な労働者の感じ方を基準とすれば、Ｆに強い精神的苦痛と屈

辱感を与え、就業する上で看過できない程度の支障を生じさせるものである。 

また、Ａの大声での叱責は社会教育課の執務室で、他にも複数の職員がいる中で行

われており、これを見聞きした周囲の職員にも恐怖や威圧感を与え、職場全体の勤務

環境をも悪化させたといえる。  
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したがって、③の要件を満たす。 

 

（４）結論  

以上のことから、Ａの言動は、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基

準における①から③までの要件をすべて満たしており、パワー・ハラスメントに該当

すると認められる。 

 

４ 事案２について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

令和５年１０月５日、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊（当時）Ａ

が、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊（当時）Ｃに対し、暴言・高圧的態度・暴力によ

るパワー・ハラスメントを行った。 

Ａは同日、いきいきランド交野の消火水槽室においてＣの胸付近を突き、右側頭部

に張り手をした。Ｃは頸部に痛みを覚えた。さらに同日夜、ＡはＣの執務室を訪れ、

オンラインマラソンの業務に関して「人数が減ったのはお前のせいだ」「お前は社会

教育課に長くいすぎた、いい加減な人間やねん、来年はかざぐるま（北河内４市リサ

イクルプラザの愛称）に行ったらいい」「もう俺にかかわるな」などと言い放った。 

翌日の午前中、Ｃは整形外科クリニックを受診した。同月７日は午後から市民スポ

ーツデーの準備があり、出勤した。同月８日は市民スポーツデーの開会式で、Ｃは出

勤し、Ａと会ったことから挨拶をしたが無視された。同月９日、市民スポーツデー二

日目にも出勤したが、帰宅後、気持ちがふさぎ、また身体にしびれを感じたことから

翌日、心療内科を受診し、＊＊＊の診断を受けて病気休暇に入った。そして病気休暇

のまま、＊＊＊＊をもって交野市を退職した。 

※この日以外にも、ＡによるＣへの多数の暴言・嫌がらせ等あり 

 

（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア ＡとＣの関係・背景 

体育協会は市から独立した団体であるが、市民スポーツデーなどの市主催の体育関

連事業は体育協会の協力を前提として実施されており、長年にわたり協力関係が構築

されてきた。Ａは市職員でありながら、事件発生当時、体育協会の＊＊＊も務めてい
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た。また、Ａはいきいきランド交野の立ち上げにもかかわり、体育施設の管理者の資

格を有していたことから、社会教育課の業務（市の体育施設の管理・改修等）におい

て課員がＡに助言を求めることが多々あった。 

また、Ａは交野マラソンにも強い熱意を示してきた。交野マラソンはもともとある

スポーツイベント団体が市に提案したことで始まり、当初から体育協会と市が協力し

て運営してきた。イベント団体が交野マラソンから撤退してからも、体育協会と市の

職員有志のボランティアによる実行委員会形式で交野マラソンは続けられた。コロナ

禍を機に交野オンラインマラソンも立ち上げられた。交野マラソンをはじめ、市民ス

ポーツデーなどのイベントは、市の社会教育課がその運営事務を取り仕切っており、

Ｃはこれらの実務を担っていた。Ａは交野マラソンの立ち上げから中心メンバーとし

て関わってきた。市庁舎内には体育協会のための部屋（通称「マラソン部屋」）が設

けられ、マラソン関連の備品が置かれていた。 

Ｃは社会教育課の課員として、交野マラソンをはじめ、体育協会の事務その他体育

施設の維持管理に関し、日々、Ａのもとに報告・相談に赴き続けてきた。Ｃは課の部

下にも、「何事もＡさんに相談してやろうな。」と声をかけており、「課の会議を欠

席してでもＡの予定に合わせて面談に行っていた。」とも言われるほど、ＣがＡの意

向を最重要視していた。 

他方で、ＣはＡから叱責を受けることが多々あり、ＣがＡに対して謝罪を繰り返す

姿を複数の職員が目撃していた。本委員会のヒアリングにおいて、ある職員はＡの怒

気を込めた「こんなんもできひんのか！ぼけ！」という言葉を聞いており、言い過ぎ

ではないかと感じつつも何もできなかったと話した。また、複数の職員は、ＡがＣを

叱責し、Ｃが謝罪するという場面は日常的に見られたこと、周囲も当たり前のように

受け止められていた状況を話した。さらに、複数の職員からは、「Ｃがへまをしたん

だろう。」とか「Ｃが謝らないといけないようなことをしたんだろう。」とか「Ａと

もっとうまくやっていけばいいのに。」とか「乗り越えられると思っていた。」など

と、軽く受け流していたことを伺わせる発言が多々あった。 

また、Ａは“師”であり、Ｃは“弟子”で、プライベートでも仲が良く、あたかも

師匠が弟子を𠮟りつけるというような関係として「師弟関係のようだった」と評する

職員は複数いた。叱責の度が過ぎている時には、Ｃの上司が一緒にＡに謝罪すること

もよくあることだった。 

ある職員は、ＣがＡから叱責される場面についての具体的なエピソードを「何度も

ありすぎて覚えていない」と前置きしつつ「例えば１００やることがあるとして、１

抜けてただけで怒られる。他の人は５０もやっていない。Ｃだからここまでできてい

る。」と述べ、Ａの叱責の理不尽さを指摘している。さらに「誰も庇わない、誰か止

めてくれないかと何度も思ったが、それを言える人は自分も含めていなかった。」と

も話し、周囲が制止できない・制止する必要が無いという雰囲気が出来上がっていた。 
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さらに、Ｃへの叱責と謝罪の繰り返しは、社会教育課の職員の間には、何事につけ

Ａに報告し確認と同意を得なければ物事を進めてはならないという不文律が形成され

る土壌となった。これに加えて、Ａは以前からＣに対して「ぼけ！」「殺すぞ」「お前

に誰も協力しないように俺が言うからな」などの発言を繰り返してきた。 

 

イ 令和５年１０月５日 暴行事案の発生 

市民スポーツデーは市主催の事業であるが、体育協会の協力を前提として実施され

る事業であり、Ａは当時同協会の＊＊＊の職にあった。市民スポーツデーは例年、区

長・議員等多数の来賓が出席する形で運営されてきた。Ｃは令和５年度から来賓を精

査・絞り込む方針をとり、体育協会会長と直接調整を進めていたが、Ａには相談しな

かった。Ａは、他の課員から、Ｃが相談なしに調整を進めていることを知って怒りを

示し、課員はＣにＡへの説明が必要である旨の忠告をした。Ｃはこの助言を受け、Ａ

に経緯を説明するために消火水槽室を訪れた。 

＊＊＊＊＊Ｓ＊＊＊＊は施設のモニタリング業務に関する相談のため開発調整課を

訪れており、そこにＴ＊＊＊＊＊も福祉部所管の東倉治の土地活用に関する相談のた

め来ていた。３人は公用車で東倉治の現地確認（所要約１０分）をした後、いきいき

ランド交野に移動し（庁舎からの所要時間は約１０分）、午後４時前後に消火水槽室

に入った。消火水槽室は、Ａが喫煙を兼ねた打ち合わせ場所として頻繁に使用してい

た場所であり、この日も勤務時間中に同室で休憩・打ち合わせをしていた。 

Ｃが消火水槽室に入室したことは、Ａにとって予期せぬことであった。Ａは、怒り

を隠すことなく、体育協会＊＊＊である自分に相談せず会長と話を進めていたことに

ついてＣを問いただし、「なんでお前は会長に相談して俺に相談せえへん！」「会長

の方が偉いんか！」などと怒鳴った。Ｃが弁明する中でＡはヒートアップし、Ａは

「帰れ！」と繰り返しながらＣに詰め寄り、Ｃの左胸から肩あたりを手で突いた。Ｃ

は後退していったが、怒りの形相のＡに迫られ、殴られるかもしれないと感じ、 面

をかばうように首を傾けて下を見るような姿勢で構えた。そこへＡは手のひらでＣの

右側頭部付近を押さえつけた。Ｃは頭部にＡの手のひらの圧を感じた（なお、Ｃはこ

れを「張り手を受けた」と表現している。）。同時に「痛っ」と声を発した。ＴがＡ

とＣの間に割り込み「やめろ！」と制止した。Ｓはこの間泣いていた。ＴがＣに「も

う帰れ」と声をかけ、Ｃはその場を離れ、自車で執務室（青年の家）に戻った。 

以上から、ＡがＣの胸付近を手で突き、右側頭部付近を手のひらで押さえつけると

いう有形力を行使した事実を認定し、不法な有形力の行使（暴行）と認める。 

次に、傷害と認定可能か否かを検討する。傷害とは、「健康状態を不良に変更し、

その生活機能の障害を惹起すること」をいい、暴行と傷害結果との間に因果関係が認

められることが必要である。Ｃは暴行を受けた翌日の令和５年１０月６日に整形外科

を受診し、加療１週間の「頸椎捻挫」と診断されている。Ｃは暴行直後に「痛っ」と
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声を発し、Ａ、Ｔ、Ｓもこの声を聴いていたことから、Ａの暴行によってＣが頸部に

痛みを感じたことは優に認定できる。他方で、Ａによる暴行の具体的強度は明確では

なく、Ｃは翌日、翌々日も出勤していた、画像による他覚的所見はなく特に投薬等も

受けていないなどの事実が認められる。頸部の痛みを感じたことは暴行に起因すると

しても、それは暴行そのものに内包する機序とみることができるため、これによって

傷害（健康状態を不良に変更し、その生活機能の障害を惹起すること）が発生したと

まで認定することには躊躇し、傷害を認定するまでにはいたらなかった。 

 

ウ 同日夜のＡの言動 

同日（１０月５日）午後７時過ぎ頃、Ａは社会教育課の執務室を訪れた。執務室に

は複数の職員がいた。Ａはオンラインマラソンの業務についてＣにただし、Ｃが説明

を行ったが、Ａは「マラソンは今まで人数が減ったことはない、お前に任せたら減っ

た」「お前は社会教育課に長くいすぎた、いい加減な人間やねん、来年はかざぐるま

に行ったらいい」「もう俺にかかわるな」と述べて退去した。 

 

（３）三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 

ア ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

Ａは、本件事案当時、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊であり、＊

＊＊＊＊＊であるＣより職位が上位にある。この一点をもっても、一連の言動は職位

上位の者による言動として要件①の典型に該当する。 

加えて本件においては、Ａが職位とは独立した形で、体育協会＊＊＊として社会教

育課の業務遂行上不可欠な存在であったという事情が重要である。交野マラソン・市

民スポーツデー等の体育関連事業は体育協会の協力を前提として成立しており、Ａは

その立ち上げ当初から中心的役割を担ってきた。さらにＡは体育施設管理者の資格を

有しており、施設管理・改修等の場面でも社会教育課職員が随時助言を求める立場に

あった。Ｃは日々Ａのもとへ報告・相談に赴くことを常とし、「何事もＡさんに相談

して」と部下にも声をかけるなどＡの意向を最重要視していた。 

このような関係の下で、ＡによるＣへの叱責とＣによる謝罪は日常化し、ＣがＡに

対して抵抗・拒絶することが現実的に不可能な状況が常態となっていた。周囲の職員

が制止したくてもできないという雰囲気が出来上がっていたことも、認定した事実の

とおりである。 
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以上から、一連の言動は、職位上の優越性に加え、体育協会＊＊＊としての業務上

の影響力という二重の優越的関係を背景として行われたものであり、要件①を充足す

る。 

 

イ ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

（ア）身体的な攻撃 

上記（２）イのとおり、Ａは、Ｃに対し、暴行すなわち不法な有形力を行使した。

業務上の指導として正当化できる余地は皆無である。要件②を充足することに疑いの

余地はない。 

 

（イ）人格を否定する言動 

Ａは以前からＣに対して「ぼけ！」「殺すぞ」「お前に誰も協力しないように俺が言

うからな」などの発言を繰り返してきた。「殺すぞ」は脅迫的言辞であり、「誰も協力

しないように言う」は職場における孤立化の示唆であって、いずれも職員の人格・尊

厳を著しく害する言動である。「マラソンは今まで人数が減ったことはない、お前に任

せたら減った」という発言は、参加者数の減少という結果をＣ個人の責任のみに断定

的に帰責して責め立てる言動であって、指導ですらない。「いい加減な人間やねん」と

いう発言は、特定の業務上の問題を指摘するものではなく、Ｃの人格そのものを否定

するものである。「かざぐるまに行ったらいい」という発言は、異動を示唆することで

Ｃに心理的圧迫を与えるものである。「もう俺にかかわるな」という発言も、業務上の

協力関係を一方的に切断する宣言であって、発言の理由も不明である。よって、要件

②を充足し、個別的にみても総合的にみても、一連の言動は業務上必要かつ相当な範

囲を超えるものと認定する。 

 

ウ ③の検討（職員の勤務環境が害されること） 

（ア）Ｃの勤務環境 

暴行が身体的苦痛を与えるものであることは言うまでもない。人格尊厳を害する言

動を受けてきたことも相まって、Ｃは本件暴行事案後、同月１０日より病気休暇に入

り、＊＊＊＊＊をもって交野市を退職した。退職という結果は、Ｃの勤務環境が就業

継続不能な程度にまで害されたことを端的に示している。 

 

（イ）周囲の職員の勤務環境 

前述のとおり、ある職員は「誰も庇わない、誰か止めてくれないかと何度も思った

が、それを言える人は自分も含めていなかった」と述べており、制止したくてもでき
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ないという無力感が課全体に蔓延していたことが認められる。Ｃへの叱責を日常的に

目撃し続けた職員の勤務環境もまた、看過できない程度に害されていたといえる。 

以上から、要件③はＣ本人との関係においても、周囲の職員との関係においても充

足される。 

 

（４）結論 

以上のことから、Ａの言動は、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基

準における①から③までの要件をすべて満たしており、パワー・ハラスメントに該当

すると認められる。 

本件は、職位上の優越性と体育協会＊＊＊としての業務上の影響力という二重の優

越的関係を背景に、身体的攻撃・長年にわたる人格否定の言動に耐え兼ね、退職を余

儀なくされたという被害の深刻さから、特に重大な事案と評価する。 

なお、Ｃは、暴行事案発生の翌日である１０月６日、Ａの上司である＊に相談をし

たが、そのときの＊の発言について、Ａとの関係を良好なものに戻せるかを意識した

ものと受け止めた。また、同月８日の市民スポーツデー当日、Ｃは＊＊＊副市長（以

下「＊副市長」という。）に対し暴行事案を報告したが、＊副市長も重大視すること

はなかった。こういった対応を受けて、Ｃは、市が組織として自分を守ってくれるこ

とはないと絶望したことを付言する。 

 

第４ 事案８、事案１及び事案９について 

１ 事案８について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊であったＡが、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊のＪに対し、会議室

での会議の最中に参加されている多数の職員の前で「普段からの態度が悪い」等、そ

の会議には全く関係がない因縁を付けられた。その会議以降にも、ＡはＪに対して業

務等に全く関係がない因縁を付けて怒鳴りつけ、Ｊの名札を床に投げつけるなど、恫

喝や嫌がらせを繰り返しおこなったものである。 

・会議翌日、Ｊは誰よりも早くに出勤し駐輪場に自転車を停めていたが、後から出勤

したＡのバイクに、Ｊの自転車が寄り掛かった状態となっていると、その理屈の通

らない状況について、ＡはＪに対して「昨日の仕返しか？」などと、前日に続き更

に因縁を付けて恫喝し、軽くＪの肩の辺りを小突くなどの暴力を行ったが、その状

況を見かねた環境事業課職員１名が仲裁に入り、その場は収まった。 

・その後、ＡがＪの勤務する２階の環境事業課の事務所へ来て、ＡはＪに対して衆人
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環視の中「俺が現場へ出てやる！」、「俺のことや俺の仕事を軽くみているだろ？」、

「俺の代わりにお前が事務方の仕事をしろ！」などと恫喝をし始め、事務所の配車

表に掛かっているＪの名札を床へ投げつけた。 

・Ｊはこのような状態に耐えかね、恫喝された翌日から一週間ほど有給休暇を取得し

たが、休暇が明け出勤し、ＪがＡと を合わせると、Ａは「何か言うことはないの

か？」、「謝罪もないのか？」、「職場に迷惑をかけている自覚はあるのか？」などと、

その日の始業前から夕刻まで断続的にＪに対して問い詰めたが、同日の夕刻に何人

かの環境事業課職員の仲裁があり、表面上は事態が終息した。 

※この日以外にも、ＡによるＪへの多数の暴言・嫌がらせ等あり、現在も時折嫌が

らせが継続している。 

 

（２）認定した主な事実 

ある時期に、環境事業所の駐輪場でＪの自転車がＡのバイクに立てかけられている

ことをめぐってＡとＪの間に口論があったことは認められる。 

もっとも、かかる事案８は、平成２３年ころに発生したものとされ、１５年ほど前

という、長期間が経過した出来事であること、発生時期に関してＪの供述に大きな矛

盾があること、目撃者との供述とも食い違いがあることなどから、Ｊの供述に依拠し

て、通報事実の概要記載の事実関係を認めることはできない。 

 

（３）結論 

以上のことから、事案８についてＡによるパワー・ハラスメントは認められない。 

 

２ 事案１について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

ア 令和６年２月１３日に開催された会議において、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ａが、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｂ

に対し、Ｂ及びもう１名が中心となり検討されてきた事業について、事業が難航

している原因をＢ個人の責任に転嫁し、その事業のプロジェクト会議の中で「こ

れまでかかった費用等を弁償しろ！」などと、会議の参加者全員の面前で恫喝し

た。 

イ 令和５年春、出勤時、Ｂの目の前をＡが車両で通過したことがあり、出勤後、

ＡがＢの所属課に内線電話をかけ、「お前、挨拶もせえへんのか」「＊＊＊ではそ

ういう文化なのか」のような言い方をした。Ｂが、内線電話を切ったのち、その



 

47 

 

ままにしておくと、その後、Ａが謝罪を求めてきた。 

※この日以外にも、ＡによるＢへの多数の暴言・嫌がらせ等あり 

 

（２）乙辺浄化センターの再整備事業に関する会議におけるＡの言動 

ア 認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

（ア）当事者、ＢとＡの関係 

Ｂは、＊＊＊＊＊４月１日に交野市に採用され、令和６年２月時点では、＊＊＊＊

＊＊＊であった。Ｂは交野市にて勤務を開始する前、＊＊＊＊＊での勤務実績を有し

ていた。 

他方、Ａは、＊＊＊＊４月１日に交野市に採用され、現在に至るまで交野市で勤続

しており、令和６年２月時点では、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊であった。 

Ａは、Ｂよりも＊＊年上であり、市における勤続年数もＢよりも長い。 

 

（イ）天の川リバーフロントプロジェクトチームの設置 

市は、令和５年６月、乙辺浄化センターの老朽化対策及びし尿処理の広域化並びに

周辺のまちづくりを一体事業として円滑に進めるために、天の川リバーフロントプロ

ジェクトチームを設置し、広域化の協議・調整に関すること、し尿処理施設に関する

こと、し尿処理の収集運搬に関すること、周辺まちづくりに関すること、各種関連計

画に関すること、議会調整に関することその他必要と認める事項を所掌事務とした。 

同プロジェクトチームのメンバーは、市長が任命し、統括責任者としてＰ企画財政

部長、技術管理者１名、そのほか１５名の構成員として参加した。構成員の一覧表で

は、Ａは＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊として、構成員の筆頭に、また、Ｂは、＊＊＊＊＊＊＊として３番目に名を連

ねている。その他、構成員としては、環境部次長、都市整備部次長、財産管理室課長、

秘書政策課長など、交野市の各部署の複数の幹部職員が名を連ねていた。 

 

（ウ）会議の経過 

天の川リバーフロントプロジェクトでは、令和５年１０月２日会議において、国土

交通省との協議を担当していたＢから、し尿処理施設整備に関する国の補助金の見通

しに関して、補助率が２分の１から３分の２である旨が述べられており、市では、補

助率３分の２の可能性があることを前提に検討が重ねられていた。 

令和６年２月１３日、第３回リバーフロントプロジェクト庁内会議が本庁別館３階



 

48 

 

中会議室において、「１．これまでの国との協議・調整・経過について」「２．枚方市

との協議について」「３．寝屋川市の先行委託について」が議題とされて開催された。

同会議には、上記プロジェクトチームのメンバーが出席し、Ｂから、し尿処理施設整

備に関する国の補助金の見通しについて補助率が３分の２ではなく２分の１となる見

込みであることが報告された。 

このことについて、Ａやその他出席者がＢに対し、補助率が２分の１となった経緯

や補助率の条件について詳細説明を求めた。 

Ａは、「正直ちょっと腹が立っている」と述べ、Ｂに対し、実現可能性の極めて低い

補助率３分の２がさも可能かのように説明してきたということで良いかと問いただし、

これに対し、Ｂが説明の仕方について反省の弁を述べるとともに、これまで補助率３

分の２が実現できるよう国と交渉してきた旨を述べるなどしたが、Ａは、さらに以下

の発言を行った。 

・ 「もっとはっきりいうとええかっこしてただけやということでいいんですね」 

・「私の思いだけでみんなこれ引っ張られたら迷惑というのはわかります？あなたの

思いだけで、これが取れる取れへんの話をベースにもってこられたらみんなが迷

惑かぶるのわかります？要はええ格好したかっただけ、それに対して俺がいえば

こんなん取られんねん言いたかっただけちゃうん。それにみんなが振り回された

だけの話ちゃうん。今となっては、それも怪しくなっていってる。３分の２はも

う無理、２分の１は大丈夫や。２分の１も無理なんちゃう？そんなんなったらめ

ちゃくちゃやろ。」 

・「なんでもうあかんって、もう色んなことをあなたが勝手に判断してるんですか。

会議の中で議論されていないんじゃないですか。」 

・「Ｂさんの頭の中で、こうやぁみたいに固まっていて、国庫補助の問題で、ええ格

好する方向で話ばっかりしてるからこんなことになるんちゃうの。やるべきこと

をやってないっていうのがもう一番じゃない。まず比較をしてないこと、プロジ

ェクトチームやいうてるのに共有してないこと、あなたの中で勝手に諦めて、な

んか知らんけど迷惑かかってる、やるべきことをしてないから。これ、みんなで

代表して、枚方とか話してんねんやん。」 

・「前の経営会議の時にね。そのトラック協会通ってどうやとか全部議事録にしてる

っていうの見せへん。いまだに。これまでの国とのやり取り、なんでトラックの

話が出てきたかったら、その議事録を全部見せていうても出さへん。今回言って。

それはなんでなんかまずいとこあんねん。なんでこうなったかっていう流れがそ

れ来たら分かるから、いつ誰とどこでどんな話をしたっていうのをトラックの始

まった時から見せてって。報告書って必要や。東京やから出張行ってるのは復命

書もあるやろ。それも見せてって。」 

・ 「復命書書いてる？ちゃんと。なぁ。」 
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・ 「じゃあ見せてよ。なんで見せてくれへんの、何週間もかけてる」 

・ 「それの議事録とか協議録見せてって。なんで見せてくれないんですか。なんでそ

れを隠すんですか。」 

・「あんなん用意させてもらったじゃなくて、ものにもなってないよ。じゃあ、ここ

に来てるみんなの分を焼いて持ってきて、それ全部これまでの経過をみんな納得

できるように、何の話から始まって、何の話であかんなったかっていうの分かる

よ。君らが行ったトラック協会が行ったどこどうが誰こうが全部議事を送って残

ってるはずでしょ。メールのやり取り。それを全部見せてって何回も言ってる。

それロゴチャットでここのメンバー全部に共有してや。全部。今までの。市を代

表して話してるんやから記録ぐらい残ってるやろ。」 

・ 「前から言うてるやん、この何週間も。それは見せてもらえないんですか。なんで

隠すんですか、この２つを答えてください。」 

こういった一連のＡの言動が長時間繰り返しされたうえで、Ａ以外の出席者からは、

「失策ですよね」との発言もあった。 

 

（エ）弁償を求める発言の有無について 

ＡがＢに対し、要した費用を弁償するよう求めたか否かについては、「弁償しろ！」

との表現そのものは確認できない。 

しかしながら、録音記録及び関係者の説明によれば、当日、Ａは、Ｂに対し、事業

に関連して出張した旅費や、それまで要した人件費など様々要した費用について話題

に上げたことが認められる。具体的には、録音記録から確認できる範囲に限っても、

Ａは、「出張いかれた旅費もそうやし」「我々の人件費もそうやし」「これってどうなる

んですか。」「我々かかった費用全部」等と述べ、少なくとも、Ａは、Ｂが諸費用を支

払わなければならない可能性があることを述べたことを認定できる。 

 

イ 三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 

（ア） ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

ＡはＢよりも交野市役所への入庁は早く、年齢もＢよりも上である。 

当時、Ａは＊＊＊＊＊＊＊であり、Ｂは＊＊＊＊＊＊＊であるから、職階としては

同等である。もっとも、天の川リバーフロントプロジェクトについては、統括責任者

は企画財政部長であり、Ａは同じ＊＊であっても、その統括責任者直属の＊＊である

から、職務上の優位性が認められる。 

なお、言葉遣いは、Ｂが終始敬語である一方で、Ａは敬語を用いることもあれば、
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語気を強め、敬語を用いない場面も散見される。 

そして、当時の会議の議事は、乙辺浄化センターの再整備にあたっての国庫補助の

見通しについて、３分の２の補助が受けられない可能性についてＢに説明を求め、ま

たＢの責任を問う内容であり、出席者の中でＢを擁護したり、Ａの言動を制止する者

はおらず、集団でＢの責任を問う状況にあったと言わざるを得ず、こうした中でのＡ

の言動は、優越的な関係を背景にした言動と評価できる。 

したがって、①の要件を満たす。 

 

（イ） ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

一般論として、市の事業の進捗について、幹部職員間において批判的にその内容を

検証することは必要であろうから、特定の職員の事務遂行状況について説明を求めた

り、批判的な意見を述べることをもってパワー・ハラスメントとして認定することは

行き過ぎである。 

しかしながら、ＡのＢに対する言動は、他の発言者と比較して、その回数や時間が

圧倒的に多く、同じ話を繰り返し、執拗に責任を追及している。多数人の面前で、Ｂ

に対し、繰り返し説明を求め、Ｂは度々沈黙するなど応答すること自体困難となる状

況にまで追い詰めている。状況を把握するためであっても、同じ趣旨の話を繰り返し、

応答困難な状況にまで追い詰める必要もなく、相当でもない。 

また、Ａの「ええ格好がしたかったのでは」との発言は、Ｂの＊＊＊＊＊＊経歴を

踏まえて、Ｂが行ってきたことを中身のないパフォーマンスであると指摘するも同然

であり、加えて、ＡはＢに議事録等の開示を求めるにとどまらず、全部資料をコピー

して参加者に配るように求めたりするなど、要求も過大である。さらには、Ｂが議事

録を意図的に隠した事実が認められないにもかかわらず（Ａが過去、議事録の開示を

求め、これをＢが拒むなどした事実も認められない）、Ｂに対し、議事録について「な

んで隠すんですか」と、さらにＢを貶める発言を行っている。このように多数人の前

で、Ｂを貶める発言を繰り返す必要性もなければ、相当性もない。 

また、当時の会議では、市と国との間の協議経過の詳細を明らかにするよう求め、

経過の詳細を把握しようとしている最中、Ａにおいても、経過を詳細に把握していな

いなかで、あえて、Ｂに対し、しかも多数人の面前で、個人としての費用負担の可能

性を指摘し、さらにＢを追い詰める必要性も認められない。 

このように、一連のＡの発言は、業務上、必要かつ相当な範囲を超えていると言わ

ざるを得ない。 

したがって、②の要件を満たす。 
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（ウ）③の検討（職員の勤務環境が害されるか） 

Ａの一連の言動は、プロジェクトチームメンバーが参加する公式の会議の場におい

て行われた。Ａの繰り返しにわたる執拗な追及により、Ｂは応答すること自体が困難

となるほどに追い詰められ、度々沈黙するという状況に至っている。複数の幹部職員

が列席する公式の場でこのような状況に置かれることは、Ｂに対して強い屈辱感と精

神的苦痛を与えるものであり、平均的な労働者の感じ方を基準とすれば、就業する上

で看過できない程度の支障が生じたと認められる。 

また、Ａが費用の弁償可能性を示唆した発言は、公務員が職務上の判断について個

人的な財産上のリスクを負わされる可能性を示すものであり、その後の業務遂行にお

いて過度な萎縮をもたらすものである。このような状況のもとでは、自律的かつ適正

な職務判断を行うことが著しく困難となることは明らかである。 

さらに、Ａの一連の言動は出席者の一人に「失策ですよね」という発言を引き出す

ほどＢに不利な雰囲気を醸成しており、これは直接の被害者であるＢのみならず、類

似の状況に置かれ得る出席者全員に対して威圧的効果を持つものとして、職員の勤務

環境を害するものである。 

以上から、③の要件を満たす。 

 

ウ 結論 

以上のことから、Ａの言動は、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基

準における①から③までの要件をすべて満たしており、パワー・ハラスメントに該当

すると認められる。 

 

（３）通勤時の挨拶をめぐる発言について 

ア 認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

（ア）令和５年度の役職等 

Ａは、令和５年４月１日より、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊となり、それまでの＊＊＊＊＊＊に加えて、＊＊＊＊＊＊＊＊と

しての職務を開始した。 

 Ｂは、令和３年４月１日以降、＊＊＊＊＊＊＊や＊＊＊＊＊＊＊の職を歴任し、令

和５年４月１日には、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊の地位

にあった。 
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（イ）ＡのＢへの苦言及び謝罪要求 

令和５年春、Ａは、ある日のＢの他の職員に対する態度に腹を立てていたところ、

その翌日朝、車両での通勤道中、Ｂを見つけ、その際にＢがＡに対し挨拶をせずＡの

車両をじっと見ていた態度が気に入らなかった。 

そこで、Ａは出勤後、Ｂに内線電話により、「朝なんやねん、人の じっと見て。普

通挨拶せえへんか。」「＊＊＊ではそういう文化なのか」等と問いただした。 

そして、Ａは、Ｂに対し謝罪を要求した。 

 

イ 三要件への当てはめ 

（ア）①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

ＡとＢは当時同じ＊＊級職員であり、また、当時のやり取りは、挨拶も含めたＢの

態度をめぐるものであって、ＡのＢに対する特定の業務に関する指示等に関するもの

ではなく、職務に関する優越性を背景とする言動とまで認定することはできない。 

よって、①の要件を満たさない。 

 

（イ）結論 

したがって、他の要件②及び③該当性を判断するまでもなく、Ａの言動をパワー・

ハラスメントと認定することはできない。 

 

３ 事案９について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

令和５年５月、当時、＊＊＊＊であったＬは、＊＊＊＊＊であったＫに対し、以下

の暴言や威圧的な態度によるパワー・ハラスメント行為を行った。 

①令和５年７月頃、市民課に窓口用タブレット端末「すなぐるタッチ」のシステム

を導入した初日、複数のエラーがあったことについて、Ｌがシステム事業者の職

員に対し、窓口にやってくる市民にも聞こえるくらいの大きな声で、「お前ら自分

らがちゃんと説明できひんもの、売ってんのか？」「今すぐ上司を連れてこい」と

怒鳴ったり、長時間にわたり叱責した。 

②ＬがＫに対し、住宅地図作成のための有償ソフトを購入した際、「俺が言ったもの

と違うじゃないか」と即座に怒鳴った。 

③職員が電柱に留めている「街区板」の交換のために購入した「枝切りばさみ」に

ついて、Ｋに対し、「なんでこんなもんかったんや」と理由も聞かず一方的に叱責
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した。 

④住居表示の現地確認写真について、写真が不鮮明であることを理由に決裁をせず

に、複数回現地確認をしないといけない事態となった。 

 

（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア ＫとＬの関係 

Ｋは、令和５年度、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊の立場にあったところ、

Ｌは、Ｋの直属の上司として、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

の立場にあった。 

各種供述を総合すると、当時、Ｋ及びＬの職場における関係性は良好とは言い難く、

業務上の意思疎通が必ずしも円滑には行えていなかったことが認められる。 

 

イ ＬのＫ等に対する言動 

上記通報事実の概要記載の①～④について、以下のとおり認定する。 

①Ｌは、「すなぐるタッチ」システムを導入の際、システム事業者の職員に対し、き

ちんと稼働する状態で納品しないといけない旨を述べた。 

なお、長時間にわたり、Ｌがシステム事業者の職員を怒鳴りつけたり、「お前」

と述べたり、上司を呼びつけたりしたことまでを認めるに足りる証拠はない。 

②Ｌは、Ｋが有償ソフトで対応している様子をみて、なぜこのような使い方をして

いるのかを問うた。もっとも、その際の発言内容や言い方、声の大きさなどの具

体的な言動を認めるに足りる証拠はなく、また、ソフトを購入したこと自体を注

意ないし叱責したことを認めるに足りる証拠はない。 

③Ｌは、Ｋに対し、枝切りばさみを市民から見える場所に置いていたことを注意し、

街区板のバンドを外すために枝切りばさみを購入したことに疑問を呈した。もっ

とも、その際のＬの具体的発言内容、言い方、声の大きさなどの詳細を認定する

に足りる証拠はない。 

④Ｌは、Ｋに対し、住居表示の現地確認写真について、写真が不鮮明であることを

理由に撮り直しを求めた。もっとも、具体的な事案ややり取りを特定するに足り

る証拠はない。 

 

（３）結論 

当時、ＬはＫの市民課の上司部下の関係にあり、Ｌの職場におけるＫに対する優位

性を認めることはできても、①ないし④のいずれにおいても、Ｌの言動の詳細（具体
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的発言、言い方、声の大きさ等）までは認定できず、Ｋや職場環境に与えた影響を判

断するに足りる具体的事実を認定することはできない。 

したがって、Ｌの言動が、例えば、業務上、必要かつ相当な内容を超えるものであ

ったかなどを判断することもできない。 

よって、上記①ないし④の事実について、パワー・ハラスメントとして認定するこ

とは困難である。 
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第四 諮問案件２に係る調査結果 

第１ 交野市の内部通報制度・ハラスメント相談制度に関する説明 

１ 交野市の内部通報制度 

交野市が定めている「交野市内部通報制度に関する要綱」（平成２８年５月１日施行。

以下「本要綱」という。）の概要は以下のとおりである。 

本要綱は、職員からの内部通報に関し必要な事項を定め、通報職員の保護を図ると

ともに、職員の規範意識を高め、公正で透明な市政運営に資することを目的としてい

る（本要綱第１条）。 

内部通報の受付窓口は「総務部人事課」に設置され、通報窓口の「責任者」は「人

事課長」と定められている（本要綱第４条）。 

本要綱に基づき内部通報を行うことができる「職員」とは、地方公務員法（昭和二

十五年法律第二百六十一号）に規定する一般職の職員、および臨時又は非常勤職員と

定められている（本要綱第２条第１号）。 

職員が通報できる対象は、市の事務の管理、運営、執行等に係る職務上の行為が、

以下のいずれかに該当すると知り得たときとされている（本要綱第３条第１項）。  

① 法令（条例、規則等を含む。）に違反し、又は違反するおそれがある行為  

② 人の生命、身体、健康、財産若しくは生活環境を害し、又は重大な影響を及ぼす

おそれのある行為  

③ 公益に反し、又は公正な職務を損なうおそれのある行為 

本要綱第５条は「通報職員の責務」を定めており、「誹謗中傷、私利私欲等の不正な

意図を持ち、又は私憤、敵意等の感情による通報をしてはならない」とする（同条第

１項）。さらに、同条第２項において「通報職員は、対象事実等に関し客観的・合理的

な根拠を示さなければならない」と定められている。 

内部通報に係る行為等の改善措置を検討するため、内部通報対策委員会を設置する

ものとされ、同委員会の構成は、委員長：副市長、委員：教育長、水道事業管理者、

総務部長、総務部次長、事務局：総務部人事課とされている（本要綱第９条）。同委員

会は、改善措置の検討を行うとともに、検討結果を市長に報告し、市長は当該報告に

基づき、必要な措置を講ずるものとされている（本要綱第１０条）。 

本要綱とは別に、「交野市内部通報の処理に係るフロー図」が作成されており、その

内容は下図のとおりである。 
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２ 交野市のハラスメント相談制度 

交野市が定めている「交野市職員ハラスメント防止指針」（市指針）等に基づくハラ

スメント相談制度の概要は以下のとおりである。 

市指針は、交野市の全ての職員が、ハラスメントに関する正しい知識や対応等につ

いて共通の認識を持って職務に取り組み、職員が個人として尊重され、お互いに信頼

し合って働けるような職場環境をつくり、これを維持していくことを目的としている

（市指針第１章）。 

ハラスメントに関する相談窓口は「総務部人事課」とし、相談窓口の他に別紙に掲

げる「相談員」を配置している（市指針第３章２（１））。また、令和７年７月からは、

外部の一般社団法人に業務委託する形で「ハラスメント外部相談窓口」も設置され、

匿名での相談も可能となっている。当該外部相談窓口には、専門心理カウンセラーが

対応することとなっている。 

市指針の対象職員は、交野市及び交野市水道局の全ての職員（定年前再任用短時間

勤務職員・暫定再任用職員・任期付職員・会計年度任用職員を含む。）である（市指針

はじめに）。 

職員が相談窓口等に相談又は苦情（以下「相談等」という。）を申し出ることができ

る対象は、以下のハラスメントに関する事項とされている（市指針第２章）。  

① セクシュアル・ハラスメント  

② パワー・ハラスメント  
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③ 妊娠・出産・育児・介護に関するハラスメント  

相談等の申出は、ハラスメントの直接の被害者だけでなく、他の職員に対するハラ

スメントを不快に思う周囲の職員や相談を受けた職員等も行うことができる（市指針

第３章２（１））。また、実際に被害を受けた場合に限らず、発生のおそれがある場合

や、ハラスメントに該当するか不明な場合も相談等の対象となる（同項）。 

相談等が寄せられた場合の事実確認は、被害者及び行為者とされる職員双方から迅

速かつ正確に行うとされている。双方の主張に不一致があり、事実の確認が十分にで

きないと認められる場合には、必要に応じて第三者に事実関係の調査への協力を求め

ると規定されている（市指針第３章２（３））。 

相談等を調査審議し、公平な処理に当たるため、「交野市ハラスメント処理委員会」

が設置されている。相談窓口の担当者又は相談員が調査した結果、処理委員会で処理

することが適当であると判断したとき、又は被害者が処理委員会での処理を申し出る

ときは、調査審議にあたる（市指針第３章９）。委員の構成は、総務部に属する事務を

分担する副市長、教育委員会教育長、総務部長、総務部次長、職員団体が推薦する職

員、その他市長が指名する職員と定められている（同項）。 

市指針第４章２は「職員の責務」を定めており、ハラスメントを見聞きした場合は

見て見ぬふりをしないで、行為者に注意を促したり、上司や相談員に報告したりする

等、被害者の支援に努めること、万一ハラスメントを受けたときは、我慢するだけで

は問題は解決しないことを認識した上で、勇気を出して行動すること等を規定してい

る。 

 

第２ 本件通報に関する交野市の対応に関する主な事実認定 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。なお、便宜上、事案２

に関して山本市長が令和５年１２月頃に実施したヒアリングなどについても触れてい

る。 

１ 事案２発生当初の山本市長によるヒアリング等 

令和５年１０月５日、前記第三・第３・４記載のとおり、ＡによるＣに対する暴行

事案が発生した。山本市長は、当該暴行の疑いがある旨を聞き及んだことから、同年

１２月下旬、人目の付きにくい某所にて、Ｃに対してヒアリングを実施し、Ｃから、

Ａから受けた暴行の経緯について説明を受けた。このとき、山本市長は、＊＊＊の診

断書とは別に、怪我の診断書もあることを聞いた。山本市長は、Ｃに対し、複数回、

交野市としてＡを処分するためには怪我の診断書を提出して欲しいこと、Ａを異動さ

せるなどしてＣと離すこともできること、仕返しされると問題なので、何かあったら

自身（山本市長）に言うようにという趣旨を伝えた。これに対し、Ｃは、Ａによる仕
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返しがなされることを恐れている旨を回答し、このヒアリングにおいては怪我の診断

書は提出しなかった。 

後日、山本市長は、Ａに対してもヒアリングを実施したが、Ａは暴行の事実はない

と否定をした。 

＊＊＊＊＊＊＊＊、Ｃは、＊＊＊＊＊日付で交野市を退職する旨の退職届を提出し

た。このころ、Ｃは、山本市長に対しても、怪我の診断書は提出しないこと等を伝え

た。 

 

２ 本件通報当初の交野市の動き 

（１）令和６年７月２６日の内部通報報告書の提出と初回面談 

令和６年７月２６日、通報者から人事課に対し、Ａ及びＬを加害者とする複数（全

９事案）のパワー・ハラスメントに関する「内部通報報告書」が提出された（諮問案

件１の通報。以下、かかる通報を「本件通報」という。）。 

同日、通報者は、Ｙ総務部次長兼人事課長及びＶ人事課長代理と面談した。この面

談において、人事課は、通報者に対し、録音などの証拠があるかを質問した。通報者

は、録音について、「聴いたものはある」としつつも自身が全てを所持しているわけで

はないことを回答したうえで、市が事実確認のために被害者へ直接ヒアリングを行う

際には、加害者からの報復や口封じを防ぐため、通報者が指名する第三者を同席させ

るよう求めた。最終的に、人事課は通報者に対し、本要綱に定めるフローに沿って市

長へ内部通報について報告することを確認して、面談を終えた。 

 

（２）市長による指示  

本件通報がなされた数日後、Ｕ＊＊＊＊は、人事課から報告を受けて本件通報がな

されたことを知った。Ｕ＊＊＊＊は、本件通報がなされたことやその内容について＊

副市長に報告するとともに、次いで山本市長に報告した。 

山本市長は、Ｕ＊＊＊＊に対し、本件通報に対して調査を開始するよう指示をした。

このとき、通報者に対して客観的な資料の提出を求めるという方針になった。なお、

後述するとおり、令和６年８月２１日の通報者との面談の際に、人事課は、客観的な

資料を提出するよう求めているところ、通報者に対して客観的な資料の提出を求める

という方針が、市長の指示によるものかどうかは明らかではない。 

 

（３）「内部通報事案の今後の進め方について」の作成・共有 

本要綱では、第７条第１項により「責任者」＝人事課長が「必要に応じ調査」をす

ることとされており、さらに、同条第２項により、「必要があると認めるとき」は、

「市長に報告」したうえで「市長に調査について指示を受ける」ということとされて
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おり、責任者による調査が原則的なものと位置づけられ、市長への報告・市長による

調査指示は例外的なものと位置づけられていた。これに対して、Ｕ＊＊＊＊は、次の

「内部通報事案の今後の進め方について」（以下「本件手順書」という。）を作成した

（ 数字は便宜のため本委員会において付した。）。 

 

 
 

 

このように、本件手順書では、通報の当初から市長に報告（①）し、全件を本要綱

第７条第１項（責任者主導の調査）ではなく、第７条第２項（市長指示による調査）



 

60 

 

にしたがって進めることが前提になっており、各段階において市長への報告と市長か

らの調査指示を受けるという形になっている。 

本件手順書は、本要綱と一体となるものではなく、本要綱の事務取扱マニュアルの

一種という性質のものである。人事課は、令和６年８月１５日及び同月２１日、市長

に対し、本件手順書の内容について説明した。もっとも、その際、人事課が市長に対

し、本件手順書そのものを直接示したかどうかは明らかではない。 

 

（４）令和６年８月２１日の２回目の面談 

通報から約１か月が経過した令和６年８月２１日、通報者と人事課（Ｙ総務部次長

兼人事課長、Ｖ人事課長代理）との間で、再度面談が行われた。 

この面談において人事課側は、市長から「客観的な資料（録音等）があれば当然調

査を進めていく」との指示を受けたとし、本要綱第５条第２項を根拠に、通報者に対

して「客観的・合理的な根拠」として、録音データを提示することを求めた。 

通報者は、「報告している事案は間違いないが、証拠は手に入れていない」「調査は

人事課で行い、直接証拠を手に入れてもらいたい」という趣旨を述べ、交野市が被害

者へ直接ヒアリングを実施して証拠を収集するよう求めた。併せて、ヒアリング時の

第三者の同席を改めて要望した。 

面談が進む中で、人事課側は、本件通報の内容について「人事の範疇を超越してい

る」「限界が見えている」という趣旨の発言をした。さらに、「＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

は加害者側に偏っているような感じの話だった」という趣旨のことを述べた。通報者

は、交野市では自浄作用が期待できない状況であると考え、外部への告発も念頭に置

きつつ、「次のステップを考えさせてもらう」という趣旨のことを述べた。 

なお、通報者がこの日の面談で「考える」と述べたのは、人事課側が求めた「証拠

を提出する」ということについてではなく、「次のステップ（外部への告発）」につい

てであったと認められる。もっとも、人事課は、この「考える」という発言は、「証拠

を提出するかどうかを考える」という趣旨であると受け止めていた。 

 

（５）証拠の不提出と調査の不実施  

通報者は、上記の令和６年８月２１日の面談以降、人事課に対し、証拠の提出はし

なかった。その後、交野市は、被害者へのヒアリングや事実確認をせず、通報から１

年以上の間、本件通報の事案について具体的な調査を実施しなかった。この間、市か

ら通報者に対して、調査の進捗に関する継続的な連絡や、通報者から証拠が提出され

ない場合の代替的な事実確認手法の提案などは行われていない。 
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３ 通報から約１年後の交野市の動き 

（１）市長による独自調査 

本件通報から１年余りが経過した令和７年９月ころ、山本市長は独自調査を開始し、

同年１０月１７日、Ｖ人事課長及びＷ人事課長代理に対し、本件通報の進捗状況につ

いて質問した。Ｖ人事課長は、通報者に対して各被害者からの証拠収集等の調査協力

を求めたところ、「考える」等と言われ、その後、通報者側から何らの音沙汰なく現在

に至っており、通報者側にいわばボールがある状態であると認識している旨を説明し

た。これに対して、山本市長は、本要綱にこだわらずに直接被害者への調査を実施す

るよう指示した。 

 

（２）Ａへの情報提供 

本件通報の被通報者であるＡは、令和７年１０月１７日、報道機関の記者から取材

を受けた。報道機関の記者は、Ａに対し、Ａのパワー・ハラスメント等に関する内部

通報が行われている旨を告げて、Ａは、自身に対する内部通報がなされているのでは

ないかと察知した。同日、Ａが通報窓口である人事課を所管するＵ＊＊＊＊に対して、

内部通報について取材があったので通報があったのかどうか教えて欲しい旨を要請し

た。これに対し、Ｕ＊＊＊＊は、通報があった事実について認める旨の回答をした。

なお、Ａが、誰が通報したのかや具体的な内容についても質問したところ、Ｕ＊＊＊

＊は、答えられない旨回答したが、ハラスメント事案であるということは回答した。 

翌日、Ａが再びＵ＊＊＊＊に対し通報がいつあったのかを質問したところ、Ｕ＊＊

＊＊は「約１年前である」と回答した。また、Ａが１年も経過している理由を質問し

たところ、Ｕ＊＊＊＊は、通報者に対して証拠の提出を求めたが、通報者側が応じず、

証拠の提出待ちの状態であったこと、これらの状況については山本市長にも報告して

いたことを回答した。 

 

（３）令和７年１０月２０日の面談 

Ｙ総務部次長及びＶ人事課長は、令和７年１０月２０日、通報者と面談した。この

面談において、人事課は、通報者に対し、「証拠がないと次の段階へは進めないという

話をさせてもらっていた」「（証拠を）集められる範囲でお願いをしており、待ちの状

態であった」という趣旨を述べた。 

これに対し通報者は、「自分は証拠を持っていないと伝えたはずであり、粛々と調査

を進めてほしいと言った」という趣旨を述べ、被害者本人に対する調査を行うことと、

その際の第三者の同席を要求した。 
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（４）被害者への協力要請 

山本市長は、令和７年１０月２１日、本件通報において被害者として名前の挙がっ

ている人物のうち６名を呼び出して、内部通報がなされていること及び通報者に客観

的資料の提出を求めるも応じてもらえず、催促するも応じてもらえなかったこと、調

査しないわけにはいかないので、直接、被害者に、調査するよう人事課に指示したこ

と、被害者のことは絶対守るので、義務ではないが、調査に協力してほしいことを伝

えた。 

また、同月２７日、人事課は、他の被害者として名前の挙がっている人物のうち３

名に対して電話し、調査への協力を求めた。 

 

４ 記者会見前後の動き 

（１）出版社による記事の公表 

令和７年１０月２４日、ある出版社により、「 【交野市】市長も黙殺 ＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊のパワハラ事件〝フェイク改革派〟山本景市長の正体」と題する記事が公表

された。当該記事には、「＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊が若い職員にパワハラを行い退職に追

い込んだ」、「市関係者がこう打ち明ける。『実は被害者Ａ氏というのは＊＊＊＊＊＊＊

＊ではなくて＊＊＊＊＊の職員でした。パワハラした＊＊は交野市体育協会の役員も

兼任しています。一昨年、５年ぶりに交野マラソンが開催されたのですが、＊＊も非

常に意気込んでいました。それで＊＊＊の担当者だったＡ氏との打ち合わせ中にトラ

ブルが起きたのです』＊＊は市役所内部で剛腕職員として通る人物。体育協会の活動

も熱心で地元メディアのインタビューも受けていた。」（原文ママ）などと記載されて

いた。 

 

（２）通報者側の記者会見 

通報者は、令和７年１０月２７日、記者会見（以下「通報者会見」という。）を開き、

職場で暴言や暴行などのパワー・ハラスメントを受けたとして交野市に内部通報した

にもかかわらず、１年以上、ヒアリング調査が行われなかったと訴えた。通報者会見

において同席した職員側は、加害者とされる職員の発言を記録した音声データ（ボイ

スチェンジャーを利用したもの）もあわせて公開した。当該音声データは「 『うん』っ

て誰に言うとんねん！コラァ！おい！」、「お前、対等か、俺と？コラァ！」の箇所で

あった。 

 

（３）交野市による１回目の記者会見と市長によるブログ 

交野市は、令和７年１０月２８日、記者会見（以下「交野市会見①」という。）を開

き、山本市長は、「１年以上放置」されたという職員側の主張を否定した。山本市長は
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この会見において、長期間調査が進まなかった理由について「通報者から客観的なデ

ータの提出がなく調査できなかったためであり、当時の人事課の判断はやむを得なか

った」旨を釈明した。 

また、山本市長は、令和７年１１月１日に、自身のオフィシャルブログで「交野市

役所職員によるパワハラ報道について」と題する記事を掲載した（以下「本件ブログ

記事」という。）。令和７年１１月１日時点での本件ブログ記事の内容は、次のとおり

である。 

報道等により、ご心配をおかけしております交野市民の皆様に心よりお詫び申し

上げますとともに、これまでの経緯をお知らせします。なお、内部通報制度に要求

される高度の守秘性及び個人情報保護の観点から個別事案の詳細を語れないことを

お許しください。 

 

中田仁公交野市長時代 

 平成２３年、加害者Ａによる日付不明の事案１2が発生しました。 

--- 

黒田実交野市長時代 

 平成２８年５月１日、「交野市内部通報制度に関する要綱」が施行しました。 

 令和３年、加害者Ａによる事案２が発生し、調査しました。 

 令和４年、加害者Ａによる日付不明の事案３と事案４、加害者Ａによる事案５

が発生しました。 

--- 

山本けい市長時代 

 令和５年、加害者Ａによる事案６と事案７が発生し、私は事案７の噂を聞いた

ことから、被害者から直接ヒアリングし、事案７の診断書の提出を求めましたが拒

まれました。また、事案７の目撃者に部長をつうじてヒアリングし、ヒアリング記

録に署名押印するよう求めましたが拒まれました。また、加害者Ｂによる日付不明

の事案８が発生しました。 

 令和６年、加害者Ａによる事案９が発生しました。 

 令和６年７月２６日、被害者ではない通報者は、事案１〜９を通報しました。 

令和６年８月１５日、私は、「交野市内部通報制度に関する要綱」第４条に基づく

「通報窓口の責任者(以下「責任者」という。)は人事課長」に調査開始を指示しま

した。 

令和６年８月２１日、「責任者」は、「交野市内部通報制度に関する要綱」第５条

第２項に基づき、通報者に「客観的・合理的な根拠」を求めましたが、「交野市内部

通報制度に関する要綱」第５条第３項に基づき「調査に関し、協力しなければなら

ない」通報者は、「考える」と回答しました。   

「責任者」は、事案１〜９に日付を特定していない事案、調査済の事案、が含ま

れ、「客観的・合理的な根拠」が示されないことから対応に苦慮しました。私は、当

時の「責任者」の判断はやむを得なかったと考えます。 

 令和７年９月ごろ、私は報道関係者から情報を得て、独自調査をスタートしま

した。 

 
2 本件ブログ記事における事案の番号と、本報告書で定義する事案の番号とは、異なる番

号である。 
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 令和７年１０月中旬、私は、「責任者」に進捗を聞いたところ、進捗がないこと

が判明したことから、被害者救済のため、「交野市内部通報制度に関する要綱」にこ

だわらずに直接被害者への調査を実施するよう指示しました。 

 令和７年１０月２７日、直接被害者への調査が始まっているにもかかわらず、

被害者２名と通報者が記者会見を開き、「１年以上放置」と主張し、通報者が「責任

者」に提出しなかった録音が公表されました。なぜ、「責任者」に提出せずに記者会

見で公表したかは不明です。 

 令和７年１０月２８日、私は記者会見を開き、「１年以上放置」を否定し、 

①「客観的•合理的な根拠」が示されなかったため、当時の「責任者」の判断はやむ

を得なかったこと 

②「交野市内部通報制度に関する要綱」を見直すこと 

③外部の弁護士等による調査を行うこと 

④加害者を適正な調査の上処分すること 

令和７年１１月１４日、私は記者会見を開き、 

①通報まで時間を要しており、「客観的•合理的な根拠」が示されなかったため、

当時の「責任者」の判断はやむを得なかったものの「１年以上放置」と言われても

仕方ないことから、市長と総務部担当副市長の月額報酬を令和８年４月と５月の２

ヶ月間１０%削減すること 

※第三者委員会の調査によっては変動 

②大阪弁護士会が推薦する外部の弁護士３人による第三者委員会を立ち上げるた

め、必要な条例と予算を交野市議会１２月議会に提案し、可決されれば第三者委

員会を令和８年１月に設置すること 

③ 事案１〜９には、刑事事件と考えられる事案が含まれることから、証拠が揃い次

第刑事告発すること 

本件ブログ記事については、その後、総務部からの助言を踏まえ、「加害者」との表

現が「職員 x」などと修正された。 

なお、市長は、令和７年１０月３１日、被害者とされる人物のうち１名を市長室に

呼び、調査協力を要請した。 

 

（４）Ａと山本市長のやり取り 

Ａは、同月１日、山本市長に対し、本件ブログ記事に関して､ＬＩＮＥで「市長のブ

ログ 調査も無く何も聞かれないのに加害者ですか？調査もなく何も聞かれず処分です

か？現時点での決めつけは、おかしくないですか。」と送信した。これに対して山本市

長は、「交野市のフロー及び一般的にでも 加害者 被害者 通報者 としています。」

と返信した。 

山本市長は、同月３日、Ａに対し、ＬＩＮＥで、「Ｃさんの件は、２年前、私が調査

を実施し、Ａさんにも話を聞いて、Ａさんは否定しましたが。」というメッセージを送

信した。Ａは、「あまりにも一方的でその場で何があったかとかは聞いていただけませ

んでしたよね。私は『殴ってない』と言ったら、市長は『その件はもう良いです。Ｃ

さんは辞めたそれで終わりです』と言われた事はっきりとおぼえています。」と返信し

た。これに対して山本市長は、「あのような大騒動を起こしておきながら『あまりにも
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一方的』だなんて、反省のかけらもありませんね。」と返信した。これに対してＡは、

「あの時の状況を説明しました。今反省のかけらもないとは心外です。」と返信した。 

 

（５）診断書の入手 

正確な時期は不明だが、通報者会見がなされた後、山本市長は、令和５年１０月当

時にＣから相談を受けていたＲと話をした。その際、Ｒは、山本市長に対し、令和５

年１０月６日に「頸椎捻挫」の診断を受けた旨の診断書の写しを提供した。 

 

（６）交野市による２回目の記者会見の前のやり取り 

山本市長は、令和７年１１月１３日、＊副市長とＵ＊＊＊＊を市長室に呼び出し、

「Ａさんを刑事告発します。」と述べた。＊副市長とＵ＊＊＊＊は、調査もしていない

のに刑事告発はおかしいのではないかと進言した。 

また、後述する交野市会見②が開かれる前、令和７年１１月１４日午前から昼にか

けて、山本市長は、本件通報の事案２の現場に同席していた目撃者であるＳおよびＴ

に対し、個別にヒアリングを行ったところ、両者はそれぞれＡがＣに対して暴行をし

たという事実を否定した。 

 

（７）交野市による２回目の記者会見 

交野市は、同年１１月１４日、再度記者会見（以下「交野市会見②」という。）を開

き、市長及び副市長の報酬削減、外部弁護士による第三者委員会の設置方針、および

刑事事件と考えられる事案についての刑事告発の方針を公表した。 

交野市会見②において、山本市長は、例えば次のような発言をした。 

・「加害職員Ａによる案件に関しましては８件、平成２３年が１件で次１０年ほど時

間が開きますが令和３年が１件、令和４年が３件、令和５年が２件、そして令和

６年が１件、そして幹部職員Ｂによる案件が令和５年に１件の合計９件でござい

ます。ただしこの、これら案件の中には当時市といたしまして一定調査はしたも

のも含まれておりますし、調査をしていない事案についても含まれております。」 

・「証拠が整い次第、もちろんあの刑事告発ともなりますとなにもなしで刑事告発っ

ていうのはこれはあってはならないことだと思っております。当然証拠等をちゃ

んと固めてからにはなりますが加害職員Ａの事案８件のうち１件については証拠

等が揃い次第交野市といたしまして刑事告発をいたします。身内だから刑事告発

をしないとかそういったことをやってしまっては、やはり市民そして職員に示し

がつかないと思っております。」 

・「うち１件はそういうレベルの話ではない。そういう行政罰として済む事案ではな

いと思っております。民事でもない、これは刑事だと、事案の内容といたしまし
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てはと思っておりますので、ま、もちろん客観的な証拠が当然必要でございます。

今後どのような形で揃うのかっていうところもあると思います。ちょっとなかな

かそこも申し上げないところでございますが、もう刑事告発もする予定であると

いうことも合わせて申し述べまして」 

・「第三者委員会でもちろんそういったもの（注：証拠）が出てきた場合は刑事告発

はいたしますし、第三者委員会で出てくる前に本市の判断でもう揃ったというこ

とが庁内の弁護士等でも確認、もしくは顧問弁護士に確認が取り次第刑事告発は

いたす予定でございます」 

・「そもそものこの刑事告発の目的というのは被害にあった方は守るのは当然のこと

ですが、今働いている職員が安全そして安心して働ける職場環境を守るというこ

とが目的で、そういった事案を犯した職員の方に適正な処分なり対応しないとや

はり職員の皆さんで安心して働けないと私は思っておりますので、ですから、そ

うやっていってかなり厳しいという意見もあるかもしれませんけれども、できる

限り迅速に厳しい対応は取りたいと思っている」 

・ 「告発状を持ってって受理してもらうためにやるのではなくて、しっかりとした捜

査をしてもらって然るべき処分が下されるようにするためのものであって、そし

て結果といたしまして職員の皆様が安心して働ける職場環境を守るための刑事告

発であると思っております」 

・ 「当然市といたしましても第三者委員会に 投げを、調査を 投げするという気は

全くございませんので、市としてもやはり責任は果たさなければならないと思っ

ております。その過程で得たものも含めての刑事告発である」 

・（記者の「刑事告発についてなんですけども、これ現状で市が持っている証拠では

告発できないということですか？」という質問に対し）「私は告発は可能だと思っ

ております。」 

・（記者からの「暴言や暴力があったっていう認識はおあり？」という質問に対し）

「暴言、暴力があったということは含んでいる事案であるということは間違いご

ざいません」 

・「この事案に関しましては市として職員の皆様が安心して働ける職場環境を作るた

めにはもうパワハラとかそういった線をもう超えてしまってる事案なんでやはり

厳しい対応は被害者の意向にかかわらずすべきではないかという風には考えてお

ります」 

なお、交野市会見②は、本報告書提出日現在、動画投稿サイトにおいて、あるテレ

ビ局の公式チャンネルにて掲載され続けている。その視聴数は、本報告書提出日現在、

５０００回を超えている。 
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（８）交野市会見②の後のやり取り 

交野市会見②の後である令和７年１１月１９日、＊副市長及びＵ＊＊＊＊は、副市

長室で、Ａに対し、同年１２月１日付での＊＊＊＊＊＊＊＊への異動（内示）を告げ

た。これに対し、Ａは、異動については受け容れた上で、本件ブログ記事や交野市会

見②において山本市長が事情聴取をしていないにもかかわらず加害行為があったこと

を前提として「処分する」「刑事告発する」と断定的に述べたことがおかしいと不満を

述べた。これを受けて、＊副市長は、今から事情聴取をすると述べた。 

Ｕ＊＊＊＊は、本件通報の内部通報報告書の内容を読み上げて、Ａに対して通報内

容を伝えた。Ａは、＊副市長及びＵ＊＊＊＊に対し、当該各事案について、自身の認

識を弁明した（弁明した内容についてはここでは割愛する。）。 

その後、Ａについては、令和７年１２月１日付で＊＊＊＊＊＊＊＊への配転命令が

なされた（以下「本件配転命令」という。）。 

 

第３ 本件通報への対応に関する評価 

１ はじめに 

以下では、被害者への調査を実施しなかったこと、通報の事実及び内容を被通報者

へ伝達したことについてそれぞれ論じる。なお、そもそも内部通報制度に関して改正

公益通報者保護法（平成十六年法律第百二十二号、以下「公通法」という。）に定める

従事者指定義務や内部公益通報対応体制整備義務に十分に対応できていなかったとい

う問題点も認められるが、この点については第七・第３．５にて論じる。 

 

２ 被害者への調査を実施しなかったこと 

（１）公益通報該当性及び保護要件該当性 

前提として、本件通報が公通法に定める「公益通報」に該当するかどうかについて

検討する。 

「公益通報」とは、①労働者等が、②不正の目的等でなく、③役務提供先の従業員

等について、④通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨を、⑤役務提

供先等に対し、⑥通報することをいう（公通法第２条第１項柱書き）。 

通報者は交野市の職員であり、公通法第１条第１項第１号の「労働者」に該当する。 

通報者が通報した内容は、交野市の職員であるＡ及びＬによる複数のパワー・ハラ

スメント及び暴行等に関するものである。これらは公通法別表に定める「刑法（明治

四十年法律第四十五号）」に規定する罪の犯罪行為の事実に関するものが含まれており、

公通法第２条第３項の「通報対象事実」に該当する。本件通報は、かかる通報対象事

実が生じている旨を、役務提供先である交野市に対して通報したものである。 
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公通法第２条第１項は、「公益通報」の要件として「不正の利益を得る目的、他人に

損害を加える目的その他の不正の目的でなく」通報することを求めている。消費者庁

が公表している逐条解説によれば、「不正の目的」とは、公序良俗に反する目的をいい、

①不正の利益を得る目的・・・②他人に不正の損害を加える目的・・・の通報など社

会通念上違法性が高い通報が考えられる」とされており、事業者側が「不正の目的が

あったこと」について立証責任があるとされている。本件通報において、①不正の利

益を得る目的や②他人に不正の損害を加える目的が認められるとはいえず、「不正の目

的」があるとはいえない。 

加えて、公通法第３条第１号に基づく１号通報（内部公益通報）の保護要件は、「通

報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしていると思料する場合」で足りるところ、

通報者は、自ら各事案の被害者から聞き取りを行ったうえで本件通報を行っており、

通報対象事実が存在すると「思料」していたと認められるため、保護要件も満たして

いる。 

 

（２）調査の要否に関する法定指針・指針解説の定め 

公通法第１１条第２項は、常時使用労働者数３００人超の事業者について、内部公

益通報対応体制整備義務を課している。かかる体制整備義務について、消費者庁が

「公益通報者保護法第１１条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措置

に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針」（令和３年８月２０日内

閣府告示第１１８号。以下「法定指針」という。）が策定されている。また、「指針を

遵守するために参考となる考え方や指針が求める措置に関する具体的な取組例」を示

すこと等を目的とした「公益通報者保護法に基づく指針 （令和３年内閣府告示第１１

８号）の解説」（以下「指針解説」という。）も策定されている。 

法定指針では、「内部公益通報受付窓口において内部公益通報を受け付け、正当な理

由がある場合を除いて、必要な調査を実施する」ことが求められている。指針解説に

よれば、調査を実施しないことが許容される「正当な理由」とは、既に解決済みの事

案に関する情報が寄せられた場合や、公益通報者と連絡がとれず事実確認が困難であ

る場合などに限定されている。さらに指針解説では、解決済みの事案として扱う場合

であっても、「解決しているか否かの判断は可能な限り客観的に行われることが求めら

れる」「解決済みといえるか（中略）については慎重に検討する必要がある」と慎重な

対応が求められている。 

なお、本要綱第３条第１項では通報対象事実を公通法のそれよりも広くしている3 と

ころ、公通法よりも拡大されている部分についても同様の趣旨が妥当するといえるが、

 
3 ① 法令（条例、規則等を含む。）に違反し、又は違反するおそれがある行為、② 人の生

命、身体、健康、財産若しくは生活環境を害し、又は重大な影響を及ぼすおそれのある行

為 、③ 公益に反し、又は公正な職務を損なうおそれのある行為。 
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とはいえ、事案の軽重に応じて「正当な理由」の認められる範囲は変動し得るであろ

う。 

 

（３）「客観的・合理的な根拠」が示されなければ調査をしないことは不適切であるこ

と 

前述のとおり、令和６年８月２１日の通報者と人事課との面談で「考える」と述べ

たのは、「次のステップ（外部への告発）」についてであったが、人事課は、この「考

える」という発言は、「証拠を提出するかどうかを考える」という趣旨であると受け止

めていた。 

その後１年以上にわたり被害者への調査を行わなかった理由の１つとしては、本要

綱第５条第２項に定める「通報職員は、対象事実等に関し客観的・合理的な根拠を示

さなければならない」という規定があり、人事課としては、通報者側が「証拠を提出

するかどうかを考える」と思っていたことが挙げられる。 

しかし、そもそも公通法にいう、「通報」について、消費者庁の公表する逐条解説は

「通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨を」「所定の通報先に知らせ

る行為」としている4 。このように「通報」にあたっては、客観的証拠の提出は求めら

れていない。また、公通法第３条第１号によれば、事業者内部への通報（１号通報）

において通報者が解雇等の不利益な取扱いから保護される要件は、通報対象事実が生

じていると「思料する」ことのみで足りるとされている。行政機関や外部への通報

（２号・３号通報）で求められるような「信ずるに足りる相当の理由」すら、内部公

益通報の段階では要求されていないのである。 

このような要件となっている理由について、逐条解説では、次の理由が挙げられて

いる。 

・公益通報者が通報対象事実の当事者である役務提供先等に公益通報をしただけで

は通報内容が外部に流布されることはなく、公益通報によって使用者の利益と密

接に関わる当該役務提供先の名誉・信用が毀損されるなど使用者の正当な利益が

不当に侵害されるおそれはないと考えられること 

・「公益通報」の定義により、公益通報は不正の目的でないことが要件とされており、

このような誠実な通報に対して指揮命令違反を問うことは適当でないと考えられ

ること 

また、２号通報・３号通報にある「真実相当性」を要件としていないことの理由の

１つとして、「事業者にとっては、犯罪行為やその他の法令違反行為が放置されるより

も、その初期段階で通報を受ける方がメリットがあると考えられること」も挙げられ

 
4 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protect

ion_system/overview/annotations/assets/overview_230315_0003.pdf 
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ている。 

このように公通法は事業者内部への通報のハードルを意図的に低く設定し、通報者

の提供する証拠がなかったとしても調査の端緒となる情報を提供させることで組織の

早期の自浄作用を期待しているといえる。このように、公通法は、通報者自身に対し

て立証活動や「客観的な証拠」の提出までを求めることはしておらず、そもそも、本

要綱に「客観的・合理的な根拠を示さなければならない」と規定されていること自体

が、公通法の趣旨を没却しかねないものである。 

また、たとえ人事課としては本要綱の規定どおり「客観的・合理的な根拠」が必要

だと考えていたのだとしても、この定めは「証拠」や「資料」ではなく「根拠」とな

っているに過ぎず、物理的な「客観的証拠（録音データ等）」の提出までを通報者に義

務付ける文言とはなっていない。さらに、本要綱では、通報者が「客観的・合理的な

根拠」を示すことが調査を開始するための要件として定められているものでもない。 

本件通報において、令和６年７月２６日付の内部通報報告書において被害申告に関

しては詳細に記載されており、また、被害者本人が録音等の証拠を所持していること

が示されていた。これは、単なる憶測に基づく通報ではなく、通報対象事実の存在を

裏付ける「客観的・合理的な根拠」を十二分に示していると評価できる。 

そうであるにもかかわらず、人事課は、このように、「客観的・合理的な根拠を示す」

という文言を「客観的な証拠（録音データ等）の提出」と同義であるかのように解し

て、これが提出されなければ調査を開始しないという対応をとった。このような対応

は、本要綱の規定を曲解した不適切なものと評価せざるを得ない。 

 

（４）「私憤」等の疑念を理由に必要な初動調査を行わないことは不適切であること 

本要綱第５条第１項は、「通報職員は、誹謗中傷、私利私欲等の不正な意図を持ち、

又は私憤、敵意等の感情による通報をしてはならない」と定めている。また、Ｕ＊＊

＊＊らが策定した本件手順書においても、調査の必要性を検討する事項として「誹謗

中傷、私利私欲等の不正な意図を持ち、又は私憤、敵意等の感情による通報になって

いないか」が明記されている。 

本委員会のヒアリングにおいて、総務部及び人事課の担当者らは、通報者や被害者

らと被通報者（Ａ等）との間に、過去の業務上の対立や派閥争い的な人間関係の背景

があるのではないかと推測していた旨を述べている。そして、本件通報がこれらの

「私憤」や「敵意」に基づくものではないかと疑念を抱いていたとも述べ、このこと

も、客観的合理的根拠を求めた理由であるとしている。 

しかしながら、職場のハラスメントや不正行為に関する内部通報において、被害者

やその周辺者が加害者に対して何らかの「敵対心」を抱いていることはむしろ自然で

あり、通報においてそうした個人的な感情が混在しているからといって、直ちに「公

益通報」の要件（「不正の目的」の不存在）を欠くことにはならない。いわゆるトナミ
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運輸事件（富山地裁平成１７年２月２３日判決）においても、「日消連にした・・・内

部告発については、被告に対する感情的な反発もあったことがうかがわれるが・・・、

仮にこのような感情が併存していたとしても、基本的に公益を実現する目的であった

と認める妨げとなるものではない」としており、感情的な反発心があるとしても直ち

に「不正の目的」に当たるものではないと判断しているところである。 

本件において申告された内容は、複数の職員に対する長期間にわたる苛烈なパワ

ー・ハラスメントや暴行という、申告内容それだけを見れば、重大なものであった。

たとえ通報の背後に派閥争い的な様相や個人的な対立関係があり得ると推測されたと

しても、交野市としてまずなすべきであったのは、申告された事実が存在するかどう

かを客観的に調査（被害者や目撃者からの直接聴取等）することであった。私憤があ

るのではないかという疑念を理由に必要な初動調査を行わないことは、自浄作用の発

揮を目指す公益通報制度の趣旨を没却してしまうものである。 

 

（５）結語 

以上のことから、本件通報について、令和６年７月の通報から１年以上調査を実施

しない正当な理由があるとはいえず、調査を放置したことは不適切であったと言わざ

るを得ない。 

 

３ 通報の事実及び内容の被通報者への伝達 

内部通報制度において、被通報者に通報の存在や内容が伝わることは、被通報者に

よる通報者の探索や証拠隠滅、さらには被害者や周辺者に対する報復を誘発する危険

な行為である。通報者や被害者をさらなる報復の危険に晒し、適正な事実解明を著し

く阻害するものであって、厳に避けるべきものである。 

ゆえに、本要綱第７条第４項は、「責任者及び調査に関わった職員は、その職務上で

知り得た秘密を漏らしてはならない。」と定めている。また、本要綱第６条第１項は

「市長及び関係職員は、通報職員が特定されることがないようにしなければならない。」

と定めている。 

そして、当時、＊副市長及びＵ＊＊＊＊は、人事窓口を所管する立場にあるととも

に、本件手順書の策定を通じて、実質的に通報対応の検討プロセスにも関与しており、

通報に関する秘密を保持すべき職責を負っている。 

そうであるにもかかわらず、前述のとおり、Ｕ＊＊＊＊は令和７年１０月１７日及

び同月１８日にＡからの質問に対して、内部通報がなされている事実や通報時期、市

の対応状況等を明かし、さらに、＊副市長及びＵ＊＊＊＊は、同年１１月１９日の事

情聴取の場において、Ａに対し各被害事案の詳細な内容まで伝達し、Ａの言い分を聴

取した。これらの行為は、本要綱第７条第４項及び第６条第１項に違反するものであ
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り、通報者及び被害者を危険にさらす行為であって、仮に、Ａが市長の記者会見等の

発信内容（ 「刑事告発する」「加害者」と断定的に述べたこと）への強い不満を述べた

経緯があったとしても、許されるものではない。 

また、＊副市長及びＵ＊＊＊＊による事情聴取は、既に、市長が第三者による調査

を表明していた時期に行われた。副市長及びＵ＊＊＊＊は本要綱第９条に基づく内部

通報対策委員会の委員とされているものの、本件通報において当該委員会が設置され

ているものではなく、＊副市長及びＵ＊＊＊＊が山本市長の判断も経ずにＡに事情聴

取を実施できる立場にはない。そうであるにもかかわらず、Ａへの事情聴取を実施し

たことは不適切であったと言わざるを得ない。 
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第五 諮問案件３に係る調査結果 

第１ 虚偽公文書作成（事案１０） 

１ 通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

（１）令和元年７月３１日、学校規模適正化室から開発調整課に、内部通報報告書別

紙①の「事前相談書」及びその時点において作成されていた関係各図面 が提出さ

れた（以下、当該相談書を「本件事前相談書」といい、添付各図面を「令和元年

度当時図書」という。）。 

 

【内部通報報告書別紙①の事前相談書】 

 

（２）その翌年度（令和２年度）、当時＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊であったＥは、内部通報

報告書添付別紙②の「事前協議書」の表紙（以下「本件事前協議書」という。）を

作成し、本件事前相談書の表紙とすり替えた。 
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【内部通報報告書別紙②の事前協議書】 

 

（３）開発調整課に所属していた経験のあるＥは、「急いでいる」「基本設計委託業者

のα社を行かせる。」と開発調整課にいた後輩職員に電話でまくしたて、圧をかけ

て、開発調整課の受付印（以下「受付印」という。）の日付を遡らせて、令和元年

７月３１日の日付で受付印を押すよう迫った。 

 

（４）当該後輩職員は当時の＊＊＊＊＊＊であったＧに確認し、Ｇの指示により、日

付を令和元年７月３１日に遡らせた受付印を押印した。 

 

（５）令和３年度、交野市のＨＰ上に、「（仮称）交野市立交野みらい学園施設一体型

小中一貫校整備事業」（「本件事業」）の入札関係資料として、内部通報報告書別紙

③に「事前相談」しか行っていないはずの市の意見回答が「事前協議書」の意見

回答として挙げられているのを開発調整課の職員が発見した。 
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【内部通報報告書別紙③の１枚目】 
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【内部通報報告書別紙③の２枚目冒頭部分 

（発議年月日の記載あり）（３枚目以下は省略）】 

 

（６）開発調整課にて関係者に聞き取りを行い、＊＊＊＊＊＊＊＊であったＥが公文

書（本件事前協議書）の偽造を行っていたことがわかった。 

 

２ 前提となる制度等 

（１）開発許可制度 

都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為5 をしようとする者は、原則と

して、あらかじめ、都道府県知事の許可を受けなければならない（都市計画法（昭和

四十三年法律第百号、以下「都計法」という。）第２９条第１項）。 

また、開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ、開発行為に関係がある既存

の公共施設の管理者と協議をし、その同意を得なければならず、開発行為等により設

置される新たな公共施設を管理することとなる者等と協議しなければならない（都計

法第３２条。以下、都計法第３２条所定の協議を「３２条協議」といい、同条第１項

所定の同意を「３２条同意」という。）。 

さらに、開発許可を受けようとする者は、３２条同意を得たことを証する書面及び

３２条協議の経過を示す書面等を添付した「開発行為許可申請書」を都道府県知事に

提出しなければならない（都計法第３０条）。 

 

（２）開発調整課の役割等 

開発許可制度は、一定の開発行為について許可を要することとして、当該開発行為

が行われる区域の性質に応じた許可基準に該当しない開発行為を制限するものである。

具体的には、公共施設等の整備や防犯上の措置を講ずることを義務付けるなど良好な

 
5 「開発行為」とは、主として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行

う土地の区画形質の変更をいう（都計法第４条第１２号）。 
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宅地水準を確保すること、都市計画等に定められた土地の利用目的に沿って開発行為

が行われることにより立地の適正性の確保を図ることという２つの役割を有しており、

この２つの役割を果たすため、開発行為許可制度における許可基準としては、公共施

設の整備や防災上の措置が講じられているか等を判断する技術基準と立地の適正性を

判断する立地基準が用意されている（「都市計画運用指針6」Ⅳ―３－１参照）。 

そして、開発行為の実施に当たっては、開発区域の存する市町村と開発者との間に

おいて３２条協議又は開発許可申請に係る経由若しくは進達に関する事務のほか、

様々な観点からの協議又は行政指導が行われているところであり、手続全般の促進を

図る観点から許可権者においても適宜当該市町村と連絡をとる等可能な限り開発許可

に関する法的事務処理との同時並行的な処理に努めることが望ましいとされている

（ 「都市計画運用指針」Ⅳ―３－２・７参照）。 

本件について、上記の「許可権者」とは大阪府のことであり、「開発区域の存する市

町村」とは交野市のことであり、「開発者」も交野市（担当課は、平成３１年度当時は

学校規模適正化室、令和２年度以後はまなび舎整備課）であった。また、上記の経由

事務も交野市が行っており、開発許可を得るに当たっての調整や取りまとめは、開発

調整課が担っていた7。 

そのため、学校規模適正化室ないしまなび舎整備課は、開発許可を得るためには、

事前協議書や事前協議図書等を開発調整課に提出する必要があった。提出された事前

協議書や事前協議図書は、開発調整課によって、開発行為に関係がある公共施設の管

理者等（その所管課は、具体的には、道路河川課や下水道課等となる。以下「関係各

所管課」という。）への意見照会（以下「各課意見照会」という。）のために用いられ

る。関係各所管課からは、これに基づく「意見書」が返され、開発の所管課である学

校規模適正化室ないしまなび舎整備課と関係各所管課の協議が行われる。加えて、同

時並行的な処理として、大阪府に対しても事前協議が提出され意見書が返却されるな

どの手続が予定されている（交野市開発指導要綱（平成２９年４月版）２－６５ペー

ジ）。 

最終的に、３２条協議を経て、関係各所管課が同意をした場合は、３２条同意書の

発行、事前協議に対する協定書の締結、開発許可申請に対する調査報告書の発行、経

由事務が行われ、正式に、大阪府に対し、都計法第２９条に基づく開発行為許可申請

が行われ、必要な要件を充足していた場合には、大阪府により開発行為が許可される

 
6 平成１２年１２月２８日付建設省都計発第９２号建設省都市局長通知 
7 令和３年条例第１７号による改正前の交野市事務分掌条例第２条のとおり都市計画部は

「よりよい住環境の形成や魅力ある都市機能の形成など、秩序ある都市計画を担う」もの

とされ、都市計画に関することや開発事業の調整に関すること、その他都市計画に関する

事務を分掌しており、同部の内部組織として設置された開発調整課が①開発指導要綱に関

すること、②法に基づく開発許可申請に関すること等の事務を分掌するとされていたこと

等（当時の交野市事務分掌条例施行規則第７条）。 
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こととなる（交野市開発指導要綱（平成２９年４月版）２－６５ページ）。 

 

３ 認定した主な事実等 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

（１）当事者等 

Ｅは、平成２９年度及び平成３０年度は＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊、平成３１年度
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（令和元年度）は＊＊＊＊＊＊＊、令和２年度から令和４年度までの間、＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊であった者である。 

Ｇは、平成３０年度から令和２年度までの間、＊＊＊＊＊＊＊＊であった者である。 

Ｏは、令和２年度当時、開発調整課の＊＊であった者である。なお、Ｏは、令和３

年度は、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊に異動している。 

 

（２）本件事前相談書の提出に至る経緯等 

ア 交野市は、平成３１年２月、「交野市学校規模適正化基本計画」を定め、小規模

な学校や老朽化の問題を抱えた施設など、喫緊の課題を持つ「第一中学校区」に

ついて、交野小学校、長宝寺小学校、第一中学校を統合し、交野小学校敷地に、

施設一体型小中一貫校（「交野みらい学園」）を、令和７年４月までの開校を目標

として、設置することとした。 

イ 交野みらい学園の整備については、開発行為の許可申請を行う必要があった。 

ウ 令和元年７月３１日、学校規模適正化室は、開発調整課に対し、本件事前相談

書と令和元年度当時図書等を提出した。開発調整課は、これに同日付の受付印を

押印し、番号として「Ｚ―２３号」を付した。 

 学校規模適正化室では、本事業が規模の大きい事業であったことから、後々の

開発許可申請に向けた３２条協議時の「手戻り」を可能な限り少なくするために、

なるべく早期に（まだ粗い計画の段階から）、関係各所管課からの意見を取得する

などの準備を進めようと考えて、未だ基本設計事業者の選定にも至っていない段

階で、「交野市第一中学校区における魅力ある学校づくり支援業務」（以下「アド

バイザリー業務」という。）受託者であるβ社がその時点で作成した図書（令和元

年度当時図書）を用いた事前相談を開始した。このような開発許可取得に向けた

ごく初期の段階での関係各所管課への相談は、通常は、口頭で行われることが多

く、書面による場合はむしろ少なかった。また、書面による場合でも、特に所定

の様式があるものでもなかった。加えて、３２条協議を複数回行うことを要する

とする規定はなく、開発許可申請までに協議が行われ、３２条同意等が得られて

いることが必要であるにすぎなかった。 

 なお、提出された事前協議書等について、開発調整課の受付印を押印する権限

は、同課の課長にあったが（交野市事務決裁規程第１３条第１３号）、その補助公

務員である主任等も、課長等の上司の決裁を都度経る必要まではなく、押印する

ことが運用上可能であった。 

エ 本件事前相談書と令和元年度当時図書は、開発調整課によって、速やかに関係

各所管課に配布され、各課からの意見が、令和元年８月１５日までに開発調整課

に提出された。 

オ 各課からの意見を受けて、学校規模適正化室及びβ社は、関係各所管課と協議
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をし、その結果を、同月ころ、協議録として取りまとめた。 

 

（３）本件事前協議書に日付を遡った受付印を押印するに至る経緯 

ア 他方で、同時並行的に、学校規模適正化室は、本件事前相談書と令和元年度当

時図書を大阪府にも持参して早めにその意見を得ようとしたが、大阪府の側では

「事前相談書」の様式がなく、表紙が「事前協議書」とされていなければ、これ

を受け付けることができなかった。 

イ 窓口協議の結果、「事前相談書」を「事前協議書」として扱うことになったが、

本来、交野市開発指導要綱では、中高層建築物の開発者は事前協議前に、近隣住

民等への事前説明（１０日前からの看板設置を含む。）を行う必要があった。しか

し、本件事前相談は、基本設計すら作成していない段階で、可能な限り早期に意

見を得るための事前相談であったから、この時点で近隣住民への事前説明を行う

ことはできなかった。そこで、開発調整課は、令和元年８月１９日ころ、学校規

模適正化室が既に市内で５０回以上の説明会等を実施していること、今後も市民

団体向け説明を継続する予定であることを踏まえ、「実施設計者決定後に要綱に基

づく中高層協議を行うこと」を条件に、事前協議への変更を認めた。 

 令和元年９月から同年１２月にかけて、府の関係各所管課と協議を行い、その

結果も協議録として取りまとめられた。 

Ｅによれば、事前協議については、その後も継続して、関係各所管課との間で、

必要な時点で必要に応じて行われたとのことである。 

ウ 交野市教育委員会は、第一中学校区の新しい学校づくりに向け、保護者・地

域・教職員との対話や意見聴取を重ね、その成果を踏まえ、令和２年３月に「交

野市立第一中学校区 魅力ある学校づくり事業 基本方針・基本計画」（以下「本件

基本計画」という。）を策定した。 

エ 令和２年４月１日付で、学校教育部内に「まなび舎整備課」が新設され、それ

に伴い「学校規模適正化室」は廃止された。すなわち、学校規模適正化室は、ま

なび舎整備課の前身であるといえる。 

オ 前記ウの本件基本計画の策定を受け、まなび舎整備課は、計画を具体化するた

め、基本設計等業務委託先を選定する公募型プロポーザルを実施し、令和２年５

月２７日に、α社が、落札者として決定され、市は、その後、同年６月に同事務

所と業務委託契約を締結した8 。なお、同月１８日には、これまでの事前協議の期

間を延長するとともに設計者を変更することが、まなび舎整備課と開発調整課と

の間で確認されている9。 

 
 

9 変更前の設計者はβ社であったが、変更後の設計者は、α社である。まなび舎整備課か

らは、今後、変更後の設計者が協議を引き続き行うことから、関係各所管課へ通知いただ
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カ 本件押印 

令和２年度、α社が、本件事前協議書（表紙）を開発調整課へ持参した。本件

事前協議書は、本件事前相談書と対比して、そのタイトルが、事前相談書ではな

く事前協議書となっていること等を除き、その記載内容は、おおむね本件事前相

談書と同じ内容のものであった。ただし、開発者担当部署としては、「学校規模適

正化室」とされていたのが「まなび舎整備課」とされ、設計者が「β社」とされ

ていたのが「α社」とされていた。これらは、令和２年度の体制に沿う記載であ

る。 

開発調整課の＊＊であったＯは、日ごろから受付印を押印していたところ、そ

の日の受付印について、受付日を令和元年７月３１日に遡った受付印を押印する

ことについては、事前に、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｅ及び＊＊＊＊＊＊であっ

たＧが、協議し了承していた。Ｏは、事前にＥからの電話もあったこと、＊＊＊

＊＊＊であるＧが了承していたことから、Ｅ及びＧの指示ないし承諾のとおり、

受付印を令和元年７月３１日付に遡って押印した（以下「本件押印」という。）。 

なお、受付印の日付が実際より遡っていることは、関係者の間で争いがない。

ただし、本件押印が、令和２年度に行われたことについては、既に５、６年も前

のことであることなどから関係者の記憶が曖昧であった。この点、前記エのとお

りまなび舎整備課が新設されたのは令和２年４月１日であったこと、また、前記

オのとおり、α社が優先交渉権者に決定したのは令和２年５月２７日であったこ

と、そしてＯは令和３年度には開発調整課から他部署へ異動していることから、

本件押印が行われたのは令和２年度であることを認定した。 

他方、Ｅ、Ｇ、Ｏのいずれが受付印の日付を遡ることについて主導的役割を果

たしたか、誰が従属的立場にあったのかなどについては、確定的な認定を行うこ

とが困難であった。 

キ Ｅは、当委員会のヒアリングにおいて、本件押印は、同一の受付日・番号で当

初からの関連資料を今後の資料と一体化して継続して管理をするために行ったも

のであり、当初からの資料をコピーして新たに作成した本件事前協議書に添付す

る方法によっても同じことが可能であった、Ｅとしては、どちらでもよいと考え

ていたと供述している。 

ク なお、本件事前協議書は、日付を遡った受付印が押印された後、関係各所に交

付ないし閲覧に供された可能性があるが、５年以上前の出来事であることから関

係者の記憶が曖昧であり、かつ、客観証拠に乏しく、実際に、誰が、本件事前協

議書をどのように取り扱ったのか、どのように行使（提供等）をされたのか、仮

に行使（提供等）をされた者があったとしても、その者が日付を遡った行為に関

 
くなどの取扱いを求める旨の書面が、開発調整課長宛に提出されている。 
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与した者若しくはこれを知った者でなかったか等について、認定に足る証拠はな

かった。 

 

（４）交野みらい学園の竣工・開校に至る経緯 

ア 令和３年３月３１日、本事業の基本設計書が完成した。その後、令和３年度に

入り、まなび舎整備課は、令和７年４月の「交野みらい学園」開校に向けて、基

本設計を踏まえた「基本設計先行型デザインビルド契約10 」（以下「本件設計施工

一括請負契約」という。）の契約相手方を選定するため、総合評価落札方式による

一般競争入札を開始した（令和３年６月１１日公募開始）。入札に際しては、入札

説明書、要求水準書、VE 提案要領、落札者決定基準、様式集、設計施工一括請負

契約の契約書案等が入札関係資料として示された。 

イ そして上記アの要求水準書には、受注者が満たすべき条件として、①関係官公

庁への許認可・申請業務を自ら行うこと、②都市計画法や開発指導要綱に基づく

基準を満たし、事前協議記録の内容を遵守して協議を継続することとされ、③許

認可に適合させるための基本設計からの調整を受注者の業務範囲とすることが明

記されていた。 

また、当該要求水準書には、添付資料として、①基本設計書、②面積表・求積

図、③各種調査報告書、④環境配慮に関する計画書等に加え、⑤前記１の末尾の

内部通報報告書添付別紙③とほぼ同様の協議録11（以下「本件入札時提示協議録」

という。）が、資料として添付されていた。  

本件入札時提示協議録に、本件事前協議書（表紙）が添付されていた事実は認

めることができず、少なくとも、虚偽の内容を示す公文書が、ＨＰ上にアップさ

れて応募予定者その他の関係者に示された事実は認められない。 

なお、①の基本設計書には、その表紙に令和３年２月作成資料であることが明

記されていた。他方で、本件入札時提示協議録の発議年月日は、令和元年８月１

９日から同年１２月までの日付が記載されていた。 

また、⑤の本件入札時提示協議録については、「※基本計画時の意見書を基に継

続協議を行った」とあり、「基本設計」よりも前の「基本計画」時の意見書が基に

 
10 内容は、実施設計と建築施工等を委託するものである。 
11 正確には、令和３年６月１１日の時点で入札関係資料として示されていたのは、通報書

添付別紙③の１枚目右下に「※基本計画時の意見書を基に継続協議を行った」との記載が

されていただけのものであった。その後開発調整課からの要請を受けて、令和３年８月６

日に「なお、①開発調整課の内容は事前相談時点での内容を基に記載している。※この協

議を基に工事着手前に関係所管との協議を完了し、許認可を受けるものとする。」との記

載が追記されている。当該変更について交野市のＨＰでは、「※ 今回の変更では、記載

内容の主旨が変更されるものはありません」との注記がされているから、その主旨は変更

がなかったものと解される。 
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なっていることは示されていた。 

本件入札時提示協議録を要求水準書の添付資料に加えた理由について、Ｅは、

市が把握している情報を可能な限り詳細に応募者へ伝えるためであった、情報が

不足すると、事業者が、リスクを価格に転嫁して落札価格が上昇する恐れや、受

注を控えられてしまう恐れがあったためであると説明している。 

ウ 開発調整課は、入札公告期間中に、市のＨＰに掲載された本件入札時提示協議

録をみてこれを問題視した。そして、「※基本計画時の意見書を基に継続協議を行

った」との記載の次に、「なお、①開発調整課の内容は事前相談時点での内容を基

に記載している。※この協議を基に工事着手前に関係所管との協議を完了し、許

認可を受けるものとする。」との追記を求め、これを受けて、令和３年８月６日に、

上記の加筆がされた。ただし当該変更については、市のＨＰ上「※ 今回の変更

では、記載内容の主旨が変更されるものはありません」との注記がされており、

特段その主旨に変更はなかったものと解される。 

エ 令和３年１１月、市は、γ社・α社・δ社特定建設工事共同企業体を落札者と

して選定し、本件設計施工一括請負契約の仮契約を締結した（令和３年１２月議

会議決により本契約としての効力を取得。）。 

オ 令和４年２月１８日受付にて、改めて、事前協議が実施された（事前協議番号

は、Ｒ３―Ｚ６０）。まなび舎整備課は、事前協議書（表紙）や事前協議図書等12

を開発調整課に提出し、これらの資料が、開発調整課によって、各課意見照会の

ために用いられた。関係各所管課からは、同年３月１７日付でこれに基づく「意

見書」が返された。 

カ さらに協議が行われ、令和４年８月２４日、関係各所管課からの事前協議回答

書および協議完了証により協議成立が確認され、交野市開発指導要綱第４５条に

基づく協定書が締結されるとともに、３２条同意書が発行された。また、開発許

可申請に伴う調査報告書が発行され、関係書類への交野市の経由印が押印された。 

キ 令和４年１０月５日、大阪府が開発行為の許可を行った。 

ク 令和６年度に、交野みらい学園の建築工事が完成し、同学園は、令和７年４月

に開校した。 

 

４ 評価 

（１）本件では、事前協議書に押された受付印の日付が実際の受付日と異なる点、ま

た事前相談書の表紙が「事前協議書」として扱われたとされる点について、虚偽

公文書作成罪および同行使罪が成立するかを検討する必要があるものと解される。 

 

 
12 令和元年度当時図書よりも詳細な図面。 
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（２）まず、刑法第１５６条は、公務員がその職務に関し、行使の目的で虚偽の公文

書を作成した場合に処罰する旨を定めている。同条の趣旨は、公文書が権限ある

公務員によって真実に基づいて作成されることに対する公共の信頼を保護する点

にある。また、刑法第１５８条は、虚偽公文書を行使した者を、作成者と同一の

刑に処する旨を規定している。 

 

（３）前記３（２） ウのとおり、開発調整課に提出された事前協議書等の受付印は課

長が押印権限を有していたが、実務上は＊＊であるＯが日常的に押印しており、

逐一上司の決裁を得る必要はなかった。このことから、＊＊であったＯは、令和

元年および令和２年当時、開発調整課において事前協議書等の受付印を押印する

業務を担当しており、押印権限を有していたと評価できる（最高裁判所昭和５１

年５月６日第一小法廷判決・刑集３０巻４号５９１ページ参照）。したがって、本

件は公文書偽造罪ではなく、虚偽公文書作成罪の成否が問題となる。 

なお、虚偽公文書行使罪に該当する行為について、具体的に認めるに至らなか

ったことは前記３（３）クのとおりである。 

 

（４）虚偽公文書作成罪の保護法益は「文書に対する公共の信用」であり、文書は、

経済的取引関係など社会生活上重要な実体的関係を証明する役割をもつため、保

護の対象とされている。このことは、私文書偽造罪（刑法第１５９条）の客体が

「権利、義務若しくは事実証明に関する文書」に限定されていることにも表れて

おり、明文の規定はないものの、公文書についても同様の限定が妥当すると考え

られる（山口厚著『刑法各論 第３版』４３９ページ）。 

 

（５）この点、前記３のとおり、本件事前協議書は、開発許可の取得に向けたごく初

期段階の準備的資料であり、通常は口頭で行われるような段階の相談内容を、後

の手戻りを減らすために便宜的に書面化したものであった。書面の様式も定まっ

ておらず、社会生活上重要な実体的関係を証明するという性質は弱いといえる。

したがって、受付印の日付部分が虚偽であったとしても、文書性を認めることに

は疑問が残る。 

 

（６）さらに、仮に文書性を認めたとしても、可罰的違法性の問題を検討する必要が

ある。すなわち、受付印の日付を遡らせた行為は、適切とはいえないものの、実

際に令和３年度に正式な事前協議が行われており都計法が要求する協議手続は適

切に履践されていること、また、当該文書が外部に提供されて誤解を生じさせた

事実までは認めることができないこと、さらに、当時のまなび舎整備課の業務状

況として、限られた職員数で平時の業務に加えて本件事業等についても開校スケ
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ジュールに間に合うように行う必要があり相当の負荷がかかっていたであろうこ

と、手戻りを可能な限り防ぐためになるべく早期に関係各所管課や大阪府の意見

を取得しようとしたことにより協議の期間が長くなるなかで継続的に行っていた

開発許可に向けた協議関係資料を一体的に管理するために同一の受付番号を用い

たという経緯があったことなどが、認められる。 

これらのことを総合すると、当委員会は、仮に形式的には日付を遡った受付印

を押印したという虚偽公文書作成の事実があったとしても、処罰に値するほどの

実質的違法性があるとはいえないと考える。 

 

（７）次に、事前相談書の表紙を「事前協議書」と変更した点についても検討が必要

であるが、当時の大阪府の運用上、表紙が「事前協議書」でなければ受理されな

かったため、市と府の双方が「事前相談書」を「事前協議書」として扱うことに

同意していたこと、そしてこれを踏まえて、開発調整課でも、令和元年度の時点

で、これを了承していたという経緯がある。 

そうすると令和２年度における文書タイトルの変更は、虚偽の文書の作成とま

では言い難いものと解される。したがって、この表題変更をもって虚偽公文書作

成罪に当たるとは評価しがたい。 

 

（８）もっとも、当委員会は、虚偽公文書作成罪の成立を否定するとしても、公文書

の取扱いとして本件押印に問題があることは、指摘しておく必要があると考える。

けだし、受付印は本来、真実の受付日を証明するためのものであり、虚偽の日付

を押印することは、行政文書全体の信用性を損なう行為である。 

公務員には法令遵守と高い規範意識が求められ、特に行政文書を扱う職員には、

事実の経過を正確に記録する姿勢が不可欠である。しかし、本件では、実務上の

便宜や資料管理の効率化が優先され、行政文書の正確性の確保に対する意識が十

分であったとはいえない。 

地方公務員法第３０条は、職員が全体の奉仕者として公共の利益のために勤務

すべき義務を定めている。また、交野市職員の服務の宣誓に関する条例第２条に

基づき、職員は誠実かつ公正に職務を執行することを誓っている。これらの規定

からしても、地方公務員は行政文書の取扱いにおいて高度な規範意識を持つこと

が求められている。 

行政文書は、後日の検証可能性を担保し、行政の透明性と説明責任を支える基

盤である。したがって、たとえ実質的な害が生じない場合であっても、日付を遡

った受付印を押印するような行為は行うべきではない。 

 

（９）以上を踏まえ、当委員会は、本件事前協議書の表紙について虚偽公文書作成罪
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の成立を否定しつつも、行政としての信頼性確保の観点からは、文書管理の在り

方や職員の規範意識の向上が求められると考える。 

 

第２ パワー・ハラスメント申告事案について（事案１１、事案１２） 

１ 事案１１について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

令和元年度、当時＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊Ｅが、非常勤職員と打合せを行っ

ていた＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊であったＭに対し、いきなり部屋に入ってきて、コ

ーヒーをかける等した。 

 

（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア ＥとＭの関係性 

令和元年度、Ｅは＊＊＊＊＊＊＊＊＊であり、Ｍは＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊の立場であった。 

 

イ ＥとＭとの口論 

同年度のある時期、学校規模適正化室職員や学校管理課職員等が使用する相談室に

おいて、在室していたＥとＭが口論となり、Ｅが大きな声を上げるなどした。 

 

ウ Ｅがコーヒーをかけた事実の有無 

相談室内において、ＥとＭの口論の際、紙コップに入れられたコーヒーがこぼれた

ことは認められる。しかし、ＥがＭに向けてコーヒーの入った紙コップを傾けるなど、

コーヒーをかけた具体的行為を認めるに足りる証拠はない。 

 

（３）結論 

ＥがＭにコーヒーをかけた行為を認定できない以上、パワー・ハラスメント等を認

定することもできない。 
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２ 事案１２について 

（１）通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

令和２年度、当時、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊であったＮが、当時＊＊＊＊で

あったＥより、同課の業務について、「ほかにできるやついないのなら、お前がやるし

かないやろ」「俺は教育長から、できないのであれば辞表を出せと言われている（だか

らお前もやれ）」などと脅され、多くの仕事を押し付けられるパワー・ハラスメントを

受けた。 

 

（２）認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

ア まなび舎整備課の人員体制、ＮとＥの関係 

令和２年度当時、学校教育部まなび舎整備課には、課長１名、課長代理１名、そし

て、施設整備係（係長ほか、係員３名）及び管理係（係長ほか、主任２名・係員１名）

があった。Ｅは、＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊であり、Ｎは＊＊＊＊＊＊＊＊として既存学

校施設の施設整備に関する事務を担当していた。Ｅ・Ｎは、上司・部下の関係にあり、

日ごろから、ＥはＮに対し直接、業務上の指示を行う立場にあった。 

 

イ 課全体の業務負荷状況 

まなび舎整備課は、既存学校施設の整備や管理を主たる所掌事務としていたが、交

野みらい学園（小中一貫校）の整備事業も所管しており、令和２年度においても課全

体としての業務負荷は大きい状況にあり、事務分担の調整を適宜行う場面もあった。 

令和２年度における課内の時間外労働時間数は、Ｎの年度当初４月は４８時間であ

り同年度において最も長い時間数であり、かつ課内の他の係長や係員よりも多い状況

であった。 

ＮはＥに業務負担の軽減を訴え、課内の業務負担の調整などにより、Ｎの時間外労

働時間数は減少し、逆に他の課員の時間外労働時間数が多い月もあり、他の課員と比

較して突出して多いとまでは言えない状況であった。 

 

ウ Ｅの言動について 

関係者の供述等を踏まえると、通報事実記載の発言につき、Ｅが教育長から、小中

一貫校の事業を完遂しない場合には辞表を出すくらいの覚悟をもって行うよう指示が
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あり、かつ、その旨、Ｎに伝えたことは認められる。 

また、ＥがＮに対し、時期や場面は一致しないものの、「ほかにできるやついないの

なら、お前がやるしかないやろ」と述べたことも認定できる。 

 

エ Ｎの休職開始 

令和３年１月末、Ｎの業務引継ぎのための課内会議が行われた。その会議には、Ｅ

やＮほか課内職員が参加したが、その会議中、Ｎは泣き崩れ、翌日以降、Ｎは療養休

暇を取得した。 

 

（３）三要件への当てはめ 

本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に基づき、

三要件への当てはめを行う。 

ア ①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

ＥのＮに対する上記発言は、課が所管する事務事業に関するものであり、上司から

部下に対するものであって、職場における優越的な関係を背景とした言動であること

は認められる。 

したがって、①の要件を満たす。 

 

イ ②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

上記のとおり、当時、まなび舎整備課において、既設の施設の維持管理に関する業

務に加え、小中一貫校の整備事業という新たな事務を所管する状況の中、課内の業務

量が相当増大していたことは認められる。 

そして特に年度当初、Ｎの時間外労働時間数が相対的に多い状況にあったことも踏

まえると、Ｎの業務量も少なくないものであったと認められる。もっとも、Ｎが業務

軽減をＥに訴えたこと、また、現に、Ｎの業務を他の課員で分担したことが認められ

ることを踏まえると、課としてＮの業務負担軽減の配慮を行っていたと評価できる。 

そうした経緯を踏まえると、認定できるＥの上記言動のうち、教育長のＥへの発言

をＮに伝えたことは、業務量が多い課内の業務に取り組むために課員を鼓舞する意味

合いを有することも否定できず、そのほか発言の具体的状況を裏付ける客観的証拠も

ないなかで、それが業務上必要かつ相当な範囲を超えた言動とまで評価することは困

難である。 

また、「ほかにできるやついないのなら、お前がやるしかないやろ」との発言につい

ては、その発言時期や場面については関係者の認識には違いがあること、また、業務

分担の調整の過程での発言としては直ちに必要性や相当性を否定することもできない

こと、仮に、課内会議の場面での発言であったとしても、Ｎの業務の引継ぎのための
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会議であるならば、その引継ぎにおいてＮ以外の者にはできない作業があることは自

然なことであり、そうした発言を行っていたとしても、その必要性や相当性を否定す

ることもできない。 

したがって、②の要件を満たすとはいえない。 

 

ウ Ｎの療養休暇について 

Ｎは、令和３年１月末の課内会議のあと療養休暇に入った。本調査において、直前

の課内会議で泣き崩れ療養休暇を取ることになった直接の契機について、必ずしも明

らかではなく、「辞表」という言葉の持つ重みから、Ｎがそれまで仕事に誇りをもって

取り組んできたこと、それが実現しにくい状況に追い込まれたと感じ心が折れた可能

性もうかがえるし、業務以外の事情や状況が影響した可能性も否定できない。 

上記のとおり、業務時間数が課内で突出して多いわけでもなく、課内においてＮの

業務を他の課員が分担するという調整も行っていたことをも踏まえると、Ｎの療養休

暇が公務やＥの言動に起因していると直ちに評価することもできない。 

 

（４）結論 

以上を踏まえると、②の要件を満たすとはいえない以上、ＥのＮに対する言動は、

パワー・ハラスメントと認定できないというべきである。 
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第六 諮問案件４に係る調査結果 

第１ 調査前の「加害者」・「刑事告発」の発言（事案１３） 

１ 通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

山本市長は、報道等されている内部通報案件が約１年間放置されたという件につい

て、第三者委員会による調査を行うと言いながら、市長単独で関係者のヒアリング等

の調査を行っており、他方で、Ａに対しては一切のヒアリング等を行っておらず、弁

明も言い分もまったく聞いていない。パワハラ９件を主張する通報者による記者会見

後、市長は自身のブログおよび記者会見において、調査が未実施にもかかわらず、「加

害者」と断定し、「処分を行う」「刑事告発を行う」「市の信用失墜行為」等の過激な表

現を用いて、Ａの社会的評価を著しく貶めた。これらは、職務権限を背景にＡを威圧

し、調査前に結論を決めつけ、Ａの名誉を毀損する違法行為であり、公平性・公正性

を欠いたパワー・ハラスメントである。 

 

２ 認定した主な事実 

 事案１３に関して認定した主な事実は、前記第四・第２のとおりである。 

 

３ 名誉毀損罪の構成要件該当性について 

（１）名誉毀損罪の構成要件 

刑法第２３０条第１項は、「公然と事実を摘示し、人の名誉を毀損した者」について、

名誉毀損罪を定める。「人の名誉を毀損」とは、「人の社会的評価を害するおそれのあ

る状態を生じさせた」ということを意味する。「公然と」とは、「摘示された事実を不

特定または多数人が認識しうる状態」をいう。 

名誉毀損が成立するためには、対象となる人が特定されている必要がある。この点

について、「表現内容や属性に関する一定の知識を持つ人が、それが特定の人物を指し

ていると理解できる場合には特定されている」と解されている。 

 

（２）特定性 

山本市長は、本件ブログや交野市会見②において、Ａを念頭において「加害者」「加

害職員」などと呼称している。これらの表現は、「Ａ」の名前を明確に名指ししたもの

ではない。しかしながら令和７年１０月２４日には、「＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊が若い職

員にパワハラを行い退職に追い込んだ」などと記載された記事が公表され、同月２７
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日の通報者会見においてはボイスチェンジャーが使われたとはいえＡの肉声の録音デ

ータが報道されていた。これらの状況からすれば、本件通報の内容を知らない一般の

職員であっても、少なくとも交野市役所でＡと接点のある職員であれば、示された役

職名、報道された特徴的な発言内容や口調、さらには録音された肉声等の周囲の事情

を総合することで、山本市長のいう「加害者」がＡを指していると容易に理解できた

といえる。実際、本委員会において通報者や被害者以外の人物（目撃者や周辺者など）

に対して実施したヒアリングにおいても、本委員会が通報者会見での録音データが誰

の発言によるものか分かるかを質問すると、その質問をした職員については、すべて

の職員がＡの発言であると回答していた。 

したがって、少なくとも交野市役所でＡと接点のあった職員にとっては山本市長の

いう「加害者」がＡを指していると理解できたといえるため、Ａのことが特定されて

いたといえる。 

 

（３）公然性 

本件ブログ記事や交野市会見②における発言によって摘示された事実は、「不特定ま

たは多数人が認識しうる状態」になっていることは明らかであり、「公然と」なされて

いる。 

 

（４）社会的評価の低下 

「加害者」という表現は、文脈上、「通報において加害者と言われている人」という

程度の意味合いで用いられていたという捉え方もあり得る。また、本件ブログ記事及

び交野市会見②においては、具体的な事案の内容は公表されていない。 

しかしながら、広辞苑によれば、「加害」とは「他人に危害・損害を加えること」、

「加害者」とは「加害行為をした人」との意味である。そのため「加害者」という表

現は、「加害行為をした人」という意味での「事実を摘示」したものといえる。本件ブ

ログ記事のタイトルは「交野市役所職員によるパワハラ報道について」であり、少な

くとも「パワハラ」に関する加害者と捉えられるものであった。また、本件ブログ記

事においては「証拠が揃い次第刑事告発すること」、交野市会見②においても「証拠等

が揃い次第交野市といたしまして刑事告発をいたします。」、「刑事告発もする予定であ

る」、「暴言、暴力があったということは含んでいる事案である」と刑事告発をするこ

とにも言及している。こういった表現ともあわせれば、「加害者」という表現が、「パ

ワハラの加害をした人」や「暴力の加害をした人」という断定的な意味として捉えら

れるものである。なお、「刑事告発する」というのは、交野市としての方針を表明した

に過ぎず、これ自体は「事実を摘示」したものではない。 

このように「加害者」といった断定的な表現の事実の摘示により、Ａの社会的評価
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を害するおそれのある状態を生じさせており、Ａの「名誉を毀損した」に該当する。 

 

（５）小括 

したがって、山本市長による本件ブログ記事及び交野市会見②における発言は、名

誉毀損罪の構成要件に該当すると認められる。 

 

４ 違法性阻却事由該当性・故意について 

（１）公共の利害・公益目的 

もっとも、刑法第２３０条の２は、「公共の利害に関する事実に係り、かつ、その目

的が専ら公益を図ることにあったと認める場合には、事実の真否を判断し、真実であ

ることの証明があったとき」は名誉毀損罪が成立しないと定める。 

「公共の利害に関する事実」とは、市民が民主的自治を行う上で知る必要がある事

実ということを意味する。Ａは当時、職員ではあるものの、交野市の＊＊＊＊＊＊＊

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊の要職にあり、同人によるパワー・ハラ

スメントの疑いやこれに関する通報が１年以上放置されていた疑いについて報道機関

で広く報道がなされている状況であることからすれば、市民が民主的自治を行う上で

知る必要がある事実であって、市長の発言は「公共の利害に関する事実」に該当する

ものであるといえる。 

また、「その目的が専ら公益を図ることにあった」とは、公共の利益を増進させるこ

とが主たる動機となって事実を摘示したということを意味する。交野市のトップとし

て、職員が安全・安心して働ける職場環境を守るために、ハラスメントや暴力行為を

決して許容しないという毅然とした態度を対外的・対内的に示すという目的は「目的

が専ら公益を図ることにあった」といえる。 

 

（２）真実性・真実相当性 

さらに、前記第三・第３・４で認定したとおり、本委員会としてはＡによるＣへの

暴行を含め、事案１～事案７についてパワー・ハラスメントを認定しているため、「真

実であることの証明があったとき」に該当するといえる。 

さらに、仮に摘示された事実の一部について真実性の証明がなされない場合であっ

ても、最高裁判例は、刑法第２３０条の２の規定が「人格権としての個人の名誉の保

護」と「憲法第２１条による正当な言論の保障」との調和を図ったものであるとし、

両者間の調和・均衡を考慮して、真実性の証明がなされない場合でも、「行為者がその

事実を真実であると誤信し、その誤信したことについて、確実な資料、根拠に照らし

相当の理由があるときは、犯罪の故意がなく、名誉毀損の罪は成立しないものと解す

るのが相当である」と判示している（最大判昭和４４年６月２５日等）。 
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本件において、山本市長は、事案２が発生した当時に自らヒアリングを実施し、そ

の後、Ｃの頸椎捻挫の診断書の写しを確認している。また、事案３についてはパワ

ー・ハラスメントの状況を示す録音データが通報者会見を通じて公開・報道されてお

り、さらに内部通報によって詳細かつ複数の被害申告がなされているという状況にあ

った。これらの客観的な状況に照らせば、仮に一部の事実について真実性の厳格な証

明に至らないものがあったとしても、山本市長において、摘示事実を真実であると信

じるについて、「確実な資料、根拠に照らし相当の理由がある」状況であったといえ、

真実相当性が認められる。したがって、名誉毀損罪の故意が認められず、いずれにせ

よ名誉毀損罪は成立するとまでは認められない。 

 

（３）小括 

以上のことから、山本市長による本件ブログ記事及び交野市会見②での発言につい

ては違法性阻却事由が認められ、あるいは名誉毀損罪の故意が認められず、名誉毀損

罪が成立するとまでは認められない。 

 

５ パワー・ハラスメント該当性（三要件への当てはめ）について 

（１）名誉毀損罪とパワー・ハラスメントの関係性について 

前述のとおり、違法性阻却事由が認められ、あるいは名誉毀損罪の故意が認められ

ず、名誉毀損罪が成立するとまでは認められないと判断するが、当該発言についてパ

ワー・ハラスメントが成立するかどうかについては、別途の検討を要する。すなわち、

前述のとおり、刑法第２３０条の２は、「人格権としての個人の名誉の保護」と「憲法

第２１条による正当な言論の保障」との調和を図ったものであり、職場におけるパワ

ー・ハラスメントの成否の文脈とは全く異なるものである。名誉毀損罪の保護法益が

「名誉権（社会的評価）」であるのに対し、労働施策総合推進法がパワー・ハラスメン

トについて防止措置義務を定め、市指針などがパワー・ハラスメントを禁止するのは、

「名誉権（社会的評価）」にとどまらない多様な権利・利益を保護するためである。 

したがって、刑法上の名誉毀損罪の構成要件が認められる範囲と、本委員会の定義

するパワー・ハラスメントが認められる範囲とを比較すると、当然後者の方が外延が

広く、また、名誉毀損罪の違法性阻却事由が認められることや故意が認められないこ

とは、当然にはパワー・ハラスメントの違法性を阻却することまでは意味しないので

あって、別途パワー・ハラスメントの該当性についての判断が必要となる。 

以下、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に

基づき、三要件への当てはめを行う。なお、パワー・ハラスメントは「職場において

行われる」ことが前提となるところ、山本市長が、交野市の内部通報事案に関する交

野市の対応方針を、交野市の代表として公に説明・発信した記者会見の場や山本市長
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のオフィシャルブログでの発言は、市長の職務として行っているものであり、「職場」

において行われたものである。 

 

（２）①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

山本市長は、交野市を統轄し代表する立場にあり、市職員であるＡに対して絶対的

な人事権や指揮監督権を有する。本件ブログ記事や交野市会見②での発言は、この職

務上の地位の優位性を背景として行われたものであることは明らかであり、①の要件

を満たす。 

 

（３）②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

ア 必要性 

通報者会見に端を発したパワー・ハラスメントに関する内部通報が１年以上放置さ

れていたとの一連の報道により、市民からの交野市政に対する不信感や職員からの職

場環境への不安が高まっていた状況であったといえる。また、被害者とされる職員が、

都市まちづくり部、教育総務部、市民部、行政委員会及び環境部など、複数の所属部

署（いずれも令和７年１１月当時の部署名）にまたがり存在する状況であった。さら

に、刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）第２３９条第２項は、「官吏又は公

吏は、その職務を行うことにより犯罪があると思料するときは、告発をしなければな

らない。」と定めている。 

このような中、山本市長が、交野市のトップとして、職員が安全・安心して働ける

職場環境を守るという目的で、ハラスメントや暴力行為を決して許容しないという毅

然とした態度を対外的・対内的に示すことには、組織運営上の業務上の必要性自体は

認められるといえる。 

 

イ 刑事告発に言及することの相当性 

前述のとおり、公務員たる市長には告発義務がある。また、本件ブログ記事及び交

野市会見②で述べた刑事告発に関する発言についても、無条件に告発すると断定的に

述べたわけではなく、「証拠が整い次第」、「客観的な証拠が当然必要」などと繰り返し

留保付きで述べている。これらの発言のように、刑事告発への言及は、客観的な証拠

を固めるという、適正な手続きを経ることを前提としたものであった。前述した公務

員の刑事告発義務のことも考慮すると、証拠が整えば刑事告発するべきなのであって、

刑事告発に言及したことについては相当性を欠くとまでは認められない。 

 

ウ 「加害者」と述べることの相当性 

前述のとおり、本件ブログ記事及び交野市会見②における山本市長の「加害者」と
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の表現は、「パワー・ハラスメントの加害をした人」と捉えられる表現であった。しか

も、本件ブログ記事及び交野市会見②のいずれでも、事案１～事案８の全ての事案に

関して「加害者」という表現が使われている。 

市指針においては、「事実確認は、被害者及び行為者とされる職員双方から、迅速か

つ正確に行います」、「双方の主張に不一致があり、事実の確認が十分にできないと認

められる場合には、必要に応じて第三者に事実関係についての調査への協力を求めま

す」と規定されているように、ハラスメントの疑いが申告された事案においては、被

害者及び行為者とされる職員双方からの迅速かつ正確な事実確認をする必要がある

（本件通報は市指針に基づく相談ではなく、本要綱に基づく通報であるが、市指針の

上記定めの趣旨も同様に妥当する。）。このように被害者及び行為者とされる職員双方

からの事実確認を行うことが、適正な手続として予定されている。特に山本市長は、

当該職員に対して適正手続を与えることができ、かつ、与えるべき立場にあった。 

実際、山本市長は、交野市会見②や本件ブログ記事において、「外部の弁護士による

第三者委員会を設置して調査する」旨を自ら表明していた段階であった。本調査報告

書においては、結果的に事案１～事案７においてＡによるパワー・ハラスメントを認

定しているが、たとえ事後的にみればパワー・ハラスメントが認定される客観的な状

況であったとしても、Ａにおいて適正手続を経て事実認定がされるべきであるという

状況には変わりはない。 

しかしながら、本件ブログ記事や交野市会見②において「加害者」と述べた段階に

おいては、交野市としては、本件通報の被通報者であるＡに対してヒアリングをして

おらず、Ａにとって適正手続を経ているとはいえない段階であった。 

たしかに、山本市長は、事案２が発生した当時の令和５年１２月ころに被害者及び

Ａにヒアリングを実施はしているし、当該ヒアリング時点においてはＣから頸椎捻挫

の診断書は見せられてはいなかったものの、通報者会見後にＲから当該診断書を見せ

てもらっていた。さらに、事案３については、通報者会見においてＡの録音データが

報道され、これを山本市長も確認していた。そのため、山本市長は、Ｃ側の一方的な

言い分のみならず、一定の客観的な事実関係を把握している状況ではあった。 

しかしながら、事案２に関するＣやＡに対するヒアリングは本件通報がなされる前

の時点のものに過ぎない。また、診断書についても、Ｃから正式に受領したものでは

なく、Ｒが事実上保有しているものを提供されたに過ぎないものであった。さらに、

事案２以外についてはＡへのヒアリングはなされておらず、事案２についても本件通

報後にはＡに対するヒアリングが実施されていない段階であった。 

山本市長において、もし「加害者とされている人」という意味合いで用いたかった

のであれば、「加害者」ではなく「加害者とされている人」という表現、あるいは市指

針のような「行為者とされる職員」という表現とすれば足りた。あるいは、「通報され
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ている人」という意味の「被通報者」という表現とすることも考えられるし13 、「関係

職員」といった中立的な表現も考えられた。実際、本件ブログ記事における当該記述

は、当初「加害者」と表現されていたものの、その後「職員x」という表現に修正され

ている。このように事後的に表現を修正したからといって、発信時点における断定的

な表現によるパワー・ハラスメントの成立に影響を与えるものではない。むしろ、市

長自身が事後的に表現を修正したこと自体が、当初の「加害者」という表現が不適切

であったことを半ば認めていることをうかがわせる客観的な事情であると評価できる。 

特に、地方公共団体の首長は、組織のトップであり、地方公務員法第６条第１項に

基づく任命権者として、職員の任命、人事評価、懲戒等を行う権限を有しており、絶

大な権力を有している。また、首長は市民による選挙によって選出されているという

民意を背景としたものであり、首長の言動は、強い重みを持っている。加えて、本件

通報に関しては、通報者会見や一連のメディア報道によって交野市のみならず広く社

会的耳目を集め、センシティブな状況にあった。このような局面において、絶対的な

権力と影響力を有する市長が、公の場である記者会見や、自身の見解を広く一般に発

信するオフィシャルブログを用いて、一職員について刑事告発をするという方針を合

わせて表明するともに、「加害者」と断定する表現を用いたことは、強い心理的圧迫を

与えるものであった。 

以上の観点から、本件通報に関して正式に調査を実施する前に、本件ブログ記事や

交野市会見②という公の場で「加害者」と呼称したことは、たとえ交野市として毅然

とした対応を示すという正当な目的のもとに行われたものであったとしても、相当な

範囲を逸脱したものといえる。 

したがって、②の要件を満たす。 

 

（４）③の検討（職員の勤務環境が害されるか） 

Ａは、本件ブログ記事や交野市会見②における市長の断定的な発言等により、極度

の恐怖感と強い精神的苦痛を受け、嘔吐や不眠といった症状に悩まされるようになっ

たと供述している。このように、組織のトップから、事実確認も不十分な段階で公に

「加害者」と断定されたことは、平均的な労働者の感じ方を基準としても、極めて強

い精神的苦痛を与えるものであり、就業する上で看過できない程度の支障を生じさせ

るものである。 

したがって、③の要件を満たす。 

 

 
13 なお、指針解説では「被通報者」を「法令違反行為を行った、行っている又は行おうと

しているとして公益通報された者」と定義している。 
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（５）結論 

以上のことから、山本市長の本件ブログ記事及び交野市会見②における発言は、本

委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準における①から③までの要件をす

べて満たしており、パワー・ハラスメントに該当すると認められる。 

 

第２ 本件配転命令について（事案１４） 

１ 通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

本件配転命令は、令和７年１２月１日付で発令されており、従来の人事慣行から著

しく逸脱した極めて異例な措置である。このような時期の異動は、業務上の必要性に

基づくというよりも、市長による断定的な加害行為の有無等に対する判断によって、

Ａを速やかに現職から離脱させること自体を目的とした措置ではないかと考えざるを

得ない。 

配転先は、通常の行政事務を遂行するための最低限の就労環境が整備されていない

状態である。このような環境への配転は、業務命令としての合理性・相当性を著しく

欠き、Ａに過度な精神的負担を与える結果となるものであり、違法、不当との評価を

せざるを得ないものである。 

本件配転命令は、「・調査を行わないままの加害者認定 ・事実と異なる対外的断

定 ・人事慣行を著しく逸脱した時期での発令 ・通常の業務遂行が困難な劣悪な就労

環境への配置」という複数の不合理な要素が重なっている。これらを総合すれば、本

件配転命令は、不当な動機・目的による裁量権の逸脱又は濫用、および、Ａの健康に

対する配慮を欠いた措置と評価されるべき状態にある。これは、市長が権限を濫用し

て行った、Ａに対するパワー・ハラスメントの一環と評価されるべきである。 

 

２ 評価 

諮問案件４にかかる通報では、Ａに対する本件配転命令についてもパワー・ハラス

メントであるという趣旨の申告がなされている。 

しかしながら、交野市は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第２０２条

の２第２項及び地方公務員法により定められた、職員の勤務条件に関する措置の要求

及び職員に対する不利益処分を審査し、並びにこれについて必要な措置を講ずること

を職務とする行政委員会として、公平委員会を設置しており、本件配転命令の違法性

については公平委員会において審理・判断されるべき性質のものであるし、現に本件

配転命令に関しては公平委員会において審理がなされている。 
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したがって、本委員会においては、事案１４については判断しない。 

 

第３ 交野武道館改修工事に関する言動（事案１５） 

１ 通報事実の概要 

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

山本市長は、令和７年１０月２日及び同月５日、交野武道館改修工事の進捗遅延に

ついて、事実確認を行わず、ロゴチャットにて、Ａについて、「懲罰委員会にかけるか

人事評価を下げる」などと記載した。実際には、進捗の遅れは部長のマネジメントに

起因するものであり、Ａは副市長とともに説明したが、市長は激高し説明を受け付け

なかった。このような言動は、職務権限を背景とした客観的事実に基づかない威圧行

為であり、パワー・ハラスメントに該当する。また、この市長の言動は、多くの市職

員が見る場において、Ａの社会的評価を著しく貶めており、Ａの名誉を毀損する違法

行為である。 

 

２ 認定した主な事実 

関係者の供述は必ずしも一致しないが、一致する事実及び信用性の認められる範囲、

並びに各種物証に基づいて認定した事実は次のとおりである。 

（１）武道館改修工事の背景と状況 

交野武道館については、避難所指定するにあたって、避難所としての機能向上を目

的としてエアコンの設置をし、トイレの改修工事を行うという方針となった。山本市

長は、こういった方針を令和６年７月に実施された令和６年度第２回交野市総合教育

会議14や、同年１１月に実施された令和６年度第４回交野市総合教育会議などにおいて

説明をしていた。 

また、山本市長は、令和７年２月に実施された令和７年第１回議会定例会において、

令和７年度の施政方針として、令和７年度に、地方交付税の基準財政需要額に７０％

が算入できる緊急防災・減災事業債、緊急自然災害防止対策事業債を活用して、交野

武道館へのエアコン設置及びトイレ改修を補正予算措置で実施する旨を表明した（後

日、同年１１月に開催された令和７年第４回議会定例会において、令和７年度交野市

一般会計補正予算（第４号）として、歳出１５０，３９８千円・歳入１５０，３００

千円となる補正予算を計上している。）。 

 
14 交野市総合教育会議とは、市長と教育委員会が、円滑に意思疎通を図り、交野市の教育

の課題及び目指す姿等を共有しながら、同じ方向性のもと、連携して効果的な教育行政を

推進していくために設置したものである。 
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（２）ロゴチャットにおける指示の内容 

山本市長は、武道館についてエアコン設置及びトイレ改修とは別に、シャワー室改

修などを盛り込んだ設計図を確認した。これを踏まえて、山本市長は、令和７年１０

月２日、Ａ・秘書政策課15の職員・市長・副市長２名がメンバーに入っているグループ

のロゴチャットにおいて、次のチャットを投稿した。 

青年の家武道館 

緊急防災減災事業債を活用して、武道館へのエアコン設置とトイレ改修を指示し

たにもかかわらず、次の事項までをも含む設計が進められています。 

誰の指示に基づきこうした設計がなされているか確認してください。 

シャワー室改修 

自動ドア 

湯沸洗面洗濯室改修 

窓コーティングでの断熱化 

非常用発電設備 

床タイル全面撤去貼替 

植込植栽撤去 

壁面塗装改修 

また、市長は同月５日、同じグループのロゴチャットにおいて、次のチャットを投

稿した。 

武道館改修について 

当初指示した内容から明確に逸脱する設計が進められ、不落×２とは無関係で遅

延しており、●●等利用団体から苦情を聞いています。 

遅延の原因を作った職員等を特定して、懲罰委員会16にかけるか人事評価を下げる

かいずれかの対応をしてください。協議の中で決まったといった曖昧な対応では許

されません。私の中では、おおよそ特定済です 

私に無断で仕様を盛りまくって費用を高騰させる、遅延させる、という行為が横

行しており、再発を防ぐためにも必要な措置です。 

また、市長としては、これに先立つ寺作業所跡地の整備や星の里いわふねの駐車場

整備といった各種案件についても、市長の指示に基づかない仕様の追加によって費用

が増大しているという認識をもっていた。 

 

 
15  秘書政策課の秘書担当は、市長及び副市長の執務が効率的かつ円滑に行えるよう、庁内

外の連絡調整・情報収集・日程調整等を行うことを業務内容とする部署であり、秘書政策

課の政策担当は、総合的かつ計画的な行政経営の推進を図り、まちの多様な主体とともに

“かたの”を経営することを業務内容とする部署である。 
16 交野市では、交野市職員分限懲戒審査委員会において、市長からの諮問に応じ、職員に

対する懲戒処分等について審査し、その結果を市長に報告することとなっている（交野市

職員分限懲戒審査委員会規則第２条第１項第２号）。 
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３ 名誉毀損の成否について 

（１）事実の摘示・社会的評価の低下について 

山本市長は、ロゴチャットにおいて「当初指示した内容から明確に逸脱する設計が

進められ（中略）遅延しており」「遅延の原因を作った職員」「私に無断で仕様を盛り

まくって費用を高騰させる、遅延させる、という行為が横行しており」と発言してい

る。これらの発言は、単なる意見や推論にとどまらず、「市長の当初指示から逸脱し、

無断で仕様を追加して費用を高騰させ、事業を遅延させた」という、真偽を証明し得

る具体的な行為を示すものである。このような行為を行ったという事実を摘示される

ことは、当該職員の職務遂行能力に対する社会的評価を低下させ得るものであるとい

える。 

 

（２）特定性について  

前述のとおり、名誉毀損が成立するためには、対象となる人が特定されている必要

があり、「表現内容や属性に関する一定の知識を持つ人が、それが特定の人物を指して

いると理解できる場合には特定されている」と解されている。 

山本市長の各ロゴチャットにおいては、具体的な個人名は挙げられておらず、「遅延

の原因を作った職員等を特定して」という表現からも、特定されていない人物につい

て特定するよう指示するものであって、発言自体が特定の個人を直ちに名指ししたも

のではない。市長の「私の中では、おおよそ特定済です。」との表現についても、それ

が直ちに特定の個人を示すとは読み取れない。 

このように、一部の発言において事実の摘示自体は認められるものの、その摘示さ

れた事実の主体が、このロゴチャットを受信したものにとって、文面上から直ちに

「Ａ個人」を指すと理解できる状態にあったとは認められない。 

 

（３）公然性（伝播可能性）について 

刑法第２３０条第１項の「公然と」とは、「不特定または多数人が認識しうる状態」

をいう。特定かつ少数の者に対する発言であっても、そこから不特定または多数人に

伝播する可能性（伝播可能性）があれば公然性が認められ得る。 

本件の発言が行われたのは、市長、副市長２名、Ｐ企画財政部長、＊＊＊＊＊企画

財政部次長２名、そして秘書政策課の課長以下の職員が含まれたロゴチャット内であ

る。令和７年１０月１日時点の人事配置表によれば、秘書政策課の職員は、課長、課

長代理、係長がそれぞれ１名、係員４名の合計７名であり、かかるロゴチャットは合

計１３名に送信されていた。秘書政策課は、市長の秘書業務や市の渉外・後援、重要

施策の連絡調整・推進に関すること等を所管しており、日常的に市長からの指示や特

命事項を共有し、関係部局との連絡調整を行う役割を担う部署であり、ロゴチャット
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は山本市長の業務用の連絡ツールとして用いられていた。そのため、ロゴチャット内

の人数は１３名ではあるものの、「不特定又は多数人」への送信とまでは認められない。 

また、当該ロゴチャットの参加メンバーはいずれも交野市の特別職または一般職の

公務員である。地方公務員法第３４条第１項は「職員は、職務上知り得た秘密を漏ら

してはならない」という一般職の守秘義務を定めており、また、地方自治法附則第９

条、地方自治法施行規程（昭和二十二年政令第十九号）第１４条、市町村職員服務紀

律（明治四十四年内務省令第十六号）第３条により特別職たる副市長にも守秘義務が

課されているため、市長によるロゴチャットの受信者はいずれも守秘義務を負う立場

にあった。 

本件において、市長の秘書機能等を担い日常的に機密性の高い情報に接する秘書政

策課の職員や、市の幹部職員（副市長、企画財政部長等）のみが参加する非公開のロ

ゴチャット内においてなされた業務上の指摘や指示が、地方公務員法上の守秘義務を

負う参加メンバーを通じてグループ外の不特定多数にみだりに伝播する可能性は低い

といえる。 

したがって、本件発言は不特定多数に向けられたものとまでは認められず、また、

伝播可能性があるとも認められないため、「公然と」なされたものとまでは認められな

い。 

 

（４）小括  

以上のとおり、山本市長による本件ロゴチャットでの発言は、一部につき社会的評

価を低下させる事実の摘示を含んではいるものの、名誉毀損罪の構成要件をいずれも

満たすとは認められないため、Ａに対する名誉毀損罪は成立しない。 

 

４ パワー・ハラスメントの該当性（三要件への当てはめ）について 

前述のとおり、名誉毀損罪が成立するとまでは認められないと判断するが、当該発

言についてパワー・ハラスメントが成立するかどうかについては、別途の検討を要す

る。 

以下、本委員会が採用するパワー・ハラスメントの認定基準（第二・第２参照）に

基づき、三要件への当てはめを行う。 

（１）①の検討（優越的な関係を背景とした言動か） 

前記第六・第１・５（３）のとおり、山本市長は、交野市を統轄し代表する立場に

あり、市職員であるＡに対して絶対的な人事権や指揮監督権を有する。ロゴチャット

での発言は、この職務上の地位の優位性を背景として行われたものであることは明ら

かであり、①の要件を満たす。 
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（２）②の検討（業務上必要かつ相当な範囲を超えるか） 

前述のとおり、そもそもＡを名指しするものではなく、またこのメッセージでもっ

てＡを特定するともいえない。仮にＡを特定するものだと仮定して検討したとしても、

市長が市政の責任者として、既に市政方針演説や各種会議等でもエアコン設置とトイ

レ改修という方針で説明をしている重要な事柄について、当初の市長の指示とは異な

る仕様になっている原因を究明するよう担当部署へ必要な指示をすることは、不適切

な業務遂行がなされているかどうかを確認するための正当な権限の行使であるといえ

る。 

その際、山本市長は、「懲罰委員会にかけるか人事評価を下げるかいずれかの対応を

してください」と処分の方向性を示唆している。この点に関し、まず、懲罰委員会に

ついては「かける」ことの検討を促しており、「懲罰をする」ということを断定的に述

べた訳ではない。かかる表現は厳正な原因究明を求める趣旨であり、懲罰を決定事項

として指示したものではない。また、「人事評価を下げる」との表現についても、地方

公務員法等に基づく人事評価制度は、本来、職員の職務遂行に係る業績や能力等を客

観的かつ厳正に評価するためのものである。本件のように、市長の当初指示から逸脱

した設計が進められていることが明確となった場合に、その原因を作った職員につい

て、不適切な業務遂行等を人事評価に反映させる（評価を下げる）ことは、正当な人

事管理の範囲内といい得る。したがって、原因者の特定を指示するとともに、「人事評

価を下げる」という処分の方向性を示唆したとしても、それが個人的な嫌がらせや不

当な威圧を目的としたものとは認められない。 

さらに、送信先は、複数名が受信するロゴチャットではあるものの、市長を補佐す

る秘書政策課や副市長等の限定された範囲にとどまっている。このようなロゴチャッ

トによる指示は、機密性の高い重要案件の調査指示や問題提起を行う手段として一定

の合理性があるといえる。 

したがって、社会通念に照らし、当該言動が業務上の必要性を欠く、又はその態様

が相当でないとまではいえず、業務上必要かつ相当な範囲を逸脱したものとは認めら

れないため、いずれにせよ②の要件を満たすとまでは認められない。 

 

５ 結論 

以上のことから、市長が上記各ロゴチャットを送信した行為は、名誉毀損及びパワ

ー・ハラスメントには該当するとまでは認められない。 
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第４ ルクセンブルクパビリオン再利用事業に関する言動（事案１６） 

１ 通報事実の概要  

内部通報報告書等を踏まえると、申告されている通報事実の概要は次のとおりであ

る。 

大阪・関西万博のルクセンブルクパビリオン再利用事業において、市長のＳＮＳで

の「万博ファシズム」等の発言が原因でルクセンブルク側は移設部材を縮小すること

となったにもかかわらず、複数の職員が閲覧可能なロゴチャットにおいて「ルクセン

ブルクの件、交野市役所側から何も条件交渉がないので、移設しなかった場合もある

中で、解体準備を進めないと間に合わないので、６０tと当初からルクセンブルク側が

設定したようです。もっと早く条件交渉をルクセンブルク側にしなかったのも問題だ

と思いますが、ルクセンブルクに早急に問い合わせてください」等として、交渉を担

当していたＡに責任を転嫁する発言を行った。これが職務権限を背景とした客観的事

実に基づかない威圧行為であり、名誉毀損およびパワー・ハラスメントに該当する。 

 

２ 評価  

かかる通報は、ルクセンブルク側が事業規模を縮小（鉄骨が６０tに制限）するとし

た真の原因が山本市長のＳＮＳ発言にあるにもかかわらず、山本市長が自身の責任を

逃れるために、ロゴチャット上でＡの条件交渉不足に責任を転嫁し、不当に非難した

ことがパワー・ハラスメントに該当する、と主張するものである。 

しかしながら、ルクセンブルク側が移設部材を制限した「真の原因」が、通報者が

主張するように市長のＳＮＳ発言によるものなのか、あるいは山本市長が指摘するよ

うに交野市側の条件交渉の遅れや不備によるものなのか、またはその他の複合的な要

因によるものなのかを客観的に確定するためには、当事者であるルクセンブルク側の

関係者（大使館や本国理事等）に対して直接ヒアリング等を行い、その意思決定の背

景を詳細に調査する必要がある。 

しかしながら、交野市の本設置条例に基づいて設置され、交野市における不正な行

為等について事案の究明などを目的とする本委員会において、一国の政府機関等（大

使館等）に対してそのような調査を実施することは事実上不可能であるのみならず、

交野市内の議論や経緯に関して本委員会が事実認定をし、それが公表されることによ

って、外交問題や政治問題に発展するおそれがあることからすれば、本委員会の対応

として適切とはいえない事態を招くおそれがある。 

したがって、ルクセンブルクパビリオン再利用事業の条件が変更された真の原因を

特定することは困難であり、ひいては市長のロゴチャットにおける指摘が客観的事実

に反する不当な責任転嫁（パワー・ハラスメント）に該当するか否かについて、本委

員会としては事実認定および評価を差し控えることとする。  
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第七 諮問案件５に係る事項（再発防止策、提言） 

第１ 組織風土として見えてきた課題 

１ はじめに 

諮問案件１から４までの調査結果のとおり、ハラスメント事案に対する交野市とし

ての組織的な対応が不十分であったことが明らかとなった。 

交野市がなぜ適切に対処できなかったのか、本調査においては、職員へのヒアリン

グ等を通じて、組織の実態や職場の雰囲気、職員の価値観や感覚といった組織的・構

造的背景、組織風土を把握することに努めた。 

その調査の過程で、特に、驚いたことは、被害を受けた者のなかに休職を経て退職

にまで追い込まれた者まで現れているにもかかわらず、背景事情を無視し、“退職は個

人的な問題を解決するための選択の結果”という認識にとどまり、退職者が発生する

事態にまで発展してもなお、組織上の重大課題をはらむと危機感を抱いた幹部職員は

現れず、実態把握や改善に向けた組織的対応がなかったことである。いわば“見て見

ぬふり”の雰囲気がまん延し、交野市には“ハラスメント問題はない”との建前のも

と、長年、実態に目を向けず、是正に向けた対応も放置されてきたと言わざるを得ず、

こうした背景には、組織上の根深い課題があったと言わざるを得ない。 

諮問案件２の調査結果のとおり、内部通報が１年以上対応されず、通報者が外部に

向けて声を上げざるを得なくなったという結果は、こうした組織上の課題と大きく関

係するものと考える。 

以下、本委員会が提言の前提として、交野市が抱える課題として把握した内容を以

下列記する。 

 

２ ハラスメントへの無理解・容認文化 

（１）ハラスメント行為が職場へ与えた影響 

本諮問案件の中心は、Ａを行為者とするハラスメント事案であったが、Ａの過去の

ハラスメント行為が他の職員や職場環境へ与えた影響内容を分析すると、以下の特徴

が挙げられる。 

第一に、認知資源17の分散である。Ａの言動が反復・継続されることにより、各被害

者は就業中において行為者の動静・言動への警戒に認知資源を要し、本来の業務遂行

に必要な集中・判断が恒常的に阻害された状態に置かれていた。例えば、事案６にお

いてＧが「叱責→出て行け→廊下待機→再謝罪」という経過を、自発的に行い、他の

業務に戻ることができなかった事実は、この状態の具体的な表れであり、職員の心の

 
17 知覚、記憶、注意、言語、問題解決、判断、意思決定などの心的プロセスに費やされる

限られた脳内のエネルギーやキャパシティのこと。 
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エネルギーは無駄に消費されてしまう。  

第二に、過度な忖度の常態化である。体育協会と社会教育課の各案件において共通

して認められるとおり、Ａへの事前報告・確認・同意取得が、制度上の根拠なく職場

内の不文律として定着していた。複数の職員の「入った頃から、何事もＡさんに報告

するのが普通だった」という供述や、「業務を円滑に進めるためにはＡの機嫌を取って

おいた方がよい」という供述は、これを端的に示している。制度上の権限を持たない

者の意向を忖度しながら業務判断を行わなければならない状態は、職員が本来の職責

を全うする上で看過できない程度の支障を構成する。 

 

（２）無理解、容認、沈黙、矮小化 

以上の分析や既に認定した事実を踏まえると、市において、パワー・ハラスメント

に該当する言動を問題と認識できない価値観や意識、逆に言えば、そうした問題言動

を容認・矮小化する文化が組織内に根付いてしまっていると言わざるを得ない。なお、

容認には、積極的にそれに賛同する態度もあれば、内心では問題と認識していても沈

黙する態度もある。矮小化とは、問題言動の文脈や背景にことさら意識を向け、問題

言動による被害者への影響を顧みない思考機序である。 

調査過程のヒアリングにおいて、Ａを擁護する声が複数あがった。「間違ったことを

したのであれば厳しく指導されて当然」「謝罪することは当然」「仕方がない」、通報者

会見で公開された録音ですら、「言葉を切り取られている」「前後の文脈があるはず」

「職員間の対立や私怨が背景にある」といった認識を示して、ハラスメント該当性を

否定しようとする発言や、また、「体育会系だから」とか「熱意があるから」と言って、

問題を矮小化する意図すら感じさせる発言が複数得られた。しかも、その発言には、

各言動の場面に居合わせてもいない複数の幹部職員のものが含まれる。こうした発言

はハラスメント問題への無理解や容認の意識の表れでもあり、是正のために行動しな

かったことを正当化するための防御と言わざるを得ない。 

「おどれ口の利き方気ぃつけろよ」「お前、対等か、俺と？コラァ！」など、上下関

係を平然と誇示する職員、それを容認・矮小化する幹部職員がいるなかで、上意下達

の行動様式を重視する雰囲気は、風通しの悪い職場環境を生む。そして、同質性の高

い公務員組織において、内側から問題を是正する機運が芽生えず、“見て見ぬふり”

の雰囲気も醸成されてしまったことは言わば必然である。 

パワー・ハラスメントは職員個人の人格・尊厳を害し、当該職員を含む全職員を委

縮させ、円滑なコミュニケーションを前提とした情報共有と意思決定（正常なレポー

トライン）を害し、組織運営にも悪影響を及ぼすことは、いまや周知の事実である。

しかも、人権尊重、法令遵守の旗振り役を担うべき自治体が、その組織内において、

パワー・ハラスメントを容認・矮小化することはあってはならず、職員個人や組織を

も破壊するハラスメント行為を撲滅するという強い意識付けが必要である。 
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３ ネガティブ情報の伝播と職員間の分断 

市指針は、パワー・ハラスメントが発生する背景として「職場内のコミュニケーシ

ョンの不足や自分に関係ない問題に関わりを持とうとしない職場の空気がある」を挙

げ、職員に対して「他の職員と能動的にコミュニケーションをとること」を求めてい

る。この趣旨を改めて確認する必要がある。 

もっとも、能動的なコミュニケーション以前に、健全なコミュニケーションでなけ

ればならず、それは量だけでなく質が極めて重要である。本調査の過程で、職員の悪

口や中傷が、誰が口火を切ったか不明なまま、事実と評価が虚実ないまぜに伝播して

複数の職員の耳に入っていること、出所不明なネガティブ情報が次第に周知の事実で

あるかのように独り歩きしているような印象を強く受けた。地元出身者が多く職員数

約５５０名という小規模な交野市役所においては、噂が広まりやすい環境にあり、こ

うした状況は一般職員のみならず会計年度任用職員等にも及んでいると考えられる。 

直接関与していない事象について一方当事者の説明のみに基づいて断定したり、関

係職員を評価・非難することは、一事象の是非に過ぎないことが好悪の感情的対立に

発展しやすく、それが共鳴すれば複数人を巻き込む対立へと拡大させ、派閥的な様相

を呈し、分断する。そうなれば解消は困難である。職員間の信頼関係が損なわれれば、

能動的なコミュニケーションに抑止力が働く結果、職場環境の悪化を招き、ひいては

組織運営にも悪影響を及ぼす。こうした不健全なコミュニケーションは、ハラスメン

トの温床となっていた可能性がある。 

 

４ 人事評価制度への不満 

また、職員間対立の背景の一つとして、人事評価制度への不満の声も多く聞かれた。 

市は、地方公務員法第２３条の２の規定に基づき、交野市職員の人事評価に関する

規則（令和２年規則第２６号）を定め、以来、人事評価制度を運用開始している。管

理職の人事評価は給与額へ直接影響を及ぼすものとして制度化され、管理職以外の職

員は給与額への直接影響はないものの、人事評価として将来の登用に影響する。給与

額への影響は交野市の人件費予算内の分配であるから、高評価により給与額が増える

者がいるならば、逆に給与額が減る者がいることになり、人事評価制度が公正に運用

されなければ、職員間の不公平感を生み、職員間の対立を助長し事態は深刻化する。 

調査の過程では、令和７年度の次長級職員の人事評価結果において、特定の職員や

特定の部署の職員が高評価となっていることへの不満、また、評価結果の偏り等を是

正すべき人事評価調整委員会が機能していないといった声が複数聞かれた。 

本調査では、調査資源の制約から人事評価制度の内容や運用実態の詳細までを明ら

かにすることまではできないものの、少なくとも、ハラスメント問題について是正の
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動きがなかったことの背景事情として無関係とは思えない。 

 

５ 幹部層によるガバナンス不全 

（１）幹部職員の認識共有不足と場当たり的対応 

諮問案件１に係る対応においては、幹部職員間で組織としての方針が共有されない

まま、各自の判断による非組織的な対応が繰り返された。 

例えば、諮問案件１において、市長が他の職員に内密に直接被害者にヒアリングを

実施するという対応、副市長及びＵ＊＊＊＊がＡに対し、被害者の了解を得ることも

なく、その通報内容を説明した上、Ａの言い分のみを聞き取ったりした対応など、根

拠も判然としない非組織的な対応が散見される。 

特に、諮問案件１に係る内部通報への対応をめぐっては、交野市内部通報制度に関

する要綱やその具体的な処理フロー、さらに、「内部通報事案の今後の進め方について」

と題する本件手順書の内容や意義について、市長を含めた対応職員間で十分な認識共

有が行われていたとも認めがたく、場当たり的な対応が目立つ。 

 

（２）通報対応への消極姿勢 

さらに言えば、こうした非組織的な対応には、職員間の対立や私怨があるとの理解

を意識的・無意識的に前提とし、幹部職員らが通報対応について消極的な態度をとっ

ていたことが背景にあったことがうかがえる。 

その象徴が、人事課のほかその対応に関わった幹部職員が、内部通報者に対し、一

貫して「客観的資料」を求める態度に終始したことである。本要綱上、「通報職員は、

対象事実等に関し客観的・合理的な根拠を示さなければならない。」（第５条第２項）

の解釈として、録音等の客観的資料が必要であるとの一義的な解釈は成り立たない。

むしろ「通報職員は、誹謗中傷、私利私欲等の不正な意図を持ち、又は私憤、敵意等

の感情による通報をしてはならない。誠実に通報を行わなければならない。」(第５条

第１項)と合わせてみれば、自ら体験したなどの「客観的・合理的な根拠」を示すこと

を求めていると解釈すべきである（なお、後述のとおり、かかる規定自体は削除すべ

きと考えている。）。 

それにもかかわらず、客観的資料を求めるとの手順に固執した。そうした態度の背

景として、客観的資料を抜きに事実認定することの難しさがあることは否定しないが、

そもそも通報内容を、職員間の対立や私怨を前提としていると理解したことによって、

事案を中立公正に見るという視点を失っていたと言わざるを得ない。このことは、副

市長及びＵ＊＊＊＊が、通報者や被害者から事情や意向を直接聞かず、Ａに対し通報

事実を伝え、直接Ａからのみ事実関係を聞き取る対応、すなわち、通報者の保護を犠

牲にしてまで中立性を欠く対応を行った事実からも裏付けられる。 
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市長、副市長を含む幹部職員が、内部通報制度を法令の趣旨に即して解釈し、公正

に運用すべきであったが、結果、一方当事者のみの利益に配慮する歪な対応になった

ことは、幹部層のガバナンス不全の核心をなすものである。 

 

（３）小括 

以上に述べた事情は、ハラスメント問題のリスクを高めるにとどまらず、実際に問

題が発生した際の組織的対応をも機能不全に陥らせる。本件においては、ハラスメン

ト事案がすでに発生していたにもかかわらず、幹部職員はこれをハラスメントとして

正面から認識せず、内部通報がなされた後も、組織としての統一した方針のないまま、

各自の判断による場当たり的な行動が繰り返され、内部通報制度の趣旨を歪める結果

となった。こうした幹部層のガバナンス不全は、組織としての問題解決能力を根本か

ら失わせ、職場の心理的安全性18を損なうものであり、組織が本来守るべき職員を守れ

ない構造的な問題として、厳しく受け止めなければならない。 

 

６ 相談窓口の機能不全 

幹部職員が職員間の対立や感情的軋轢への考慮を優先して対応するとなれば、そう

した対応そのものが内部通報やハラスメント相談窓口の形骸化をもたらすうえ、幹部

職員に対する職員の信頼は失われ、“見て見ぬふり”の態度に加えて、“申告しても

無駄である”との半ば諦めへの意識の蔓延も引き起こす。 

内部通報制度が機能不全に陥っていたことは序論及び第四で述べたとおりである。 

ハラスメント相談窓口は、令和２年９月に市指針が策定された。なお、令和７年７

月には、ハラスメント外部相談窓口が設置された。 

平成３０年度以降の運用状況を確認すると、記録上確認できる範囲で、令和７年１

２月末までの時点で、市指針における相談窓口となる相談員への相談例はなく、人事

課に対し直接相談がなされた例が合計９件にとどまる。なお、うち１件は諮問案件

１・事案７であり、同事案は総務部次長からＡへの口頭注意で終了している。 

本調査を通じて、「相談すると加害者の仕返しが怖い」「相談しても上層部に握りつ

ぶされる」「相談しても何も変わらない」といった諦めの声も複数聞かれた。各相談窓

口への相談や通報の実績が「ない」あるいは「少ない」ことは、「問題がない」「問題

が少ない」ことを意味するものではなく、そもそも制度そのものが機能不全に陥って

いる可能性を疑うことが必要である。 

 
18 心理的安全性は、チームのメンバーが対人リスクを取ることに対して安心感を持ち、率

直に意見を述べることが許される状態（自分の意見・疑問・ミス・アイデアを発信して

も、馬鹿にされたり、罰せられたり、拒絶されたりしないと感じられる職場環境）などと

説明される。 
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第２ ハラスメント対応の改善策 

１ ハラスメントの理解を深めること（研修の実施） 

（１）研修の必要性 

交野市役所におけるハラスメントを撲滅する出発点として、継続的に研修を実施し、

それぞれ職員が“自分ごと”として、ハラスメントの理解を深め、ハラスメントを容

認する文化と決別することが必要である。 

交野市は、交野市人材育成基本方針（平成３１年４月）を定め、その全体像を以下

のように表す。「あるべき職員像」を示し、その実現のため「求められる行動」及び

「基本的な役割」を定義し、また、「職場環境の改善・職員研修・人事管理」の３つの

視点から成る「人材育成システム」を構築することで、人材育成の取組みを具現化す

ることとしている。 

 

（交野市人材育成基本方針３頁より抜粋） 

市は、あるべき職員像として以下を掲げる。 

☆全体の奉仕者として自覚と責任感をもって行動する職員 

☆市民への説明責任を果たし、市民と協働する職員 

☆新たな課題や困難な職務にも積極的に挑戦する職員 

☆広い視野をもち、時代の流れに柔軟に対応する職員 

☆適切なコミュニケーションと、部下・後輩の育成を図り、組織力を高める職員 

そして、５点目の「☆適切なコミュニケーションと、部下・後輩の育成を図り、組



 

110 

 

織力を高める職員」につき、求められる行動として、以下のように整理し、着眼点と

して「ハラスメント防止」も明記している。 

 

（人材育成基本方針４頁より抜粋） 

このように、既に、交野市人材育成基本方針においても、職員のハラスメントへの

理解を深める取組みは当然に組み込まれているといえる。 

今一度、こうした人材育成の基本に立ち返る必要があると考える。 

 

（２）研修の実情、職員の認識状況 

近年、交野市では、令和２年度に相談員向け研修、令和４年度には各課１名及びハ

ラスメント相談員を対象とした研修、そして、直近、本件を契機に、令和８年３月に

は全職員向けハラスメント研修が実施されている。しかし、全職員が受講できている

わけではなく、部長級職員のなかでも受講できていない職員が多い。今後、全職員の

研修の機会を継続的に確保することが必要である。 

幹部職員のなかには、ハラスメント問題、特にパワー・ハラスメント問題は「線引

きが難しい」との認識を示す職員が複数いた。パワー・ハラスメントを独自に解釈す

るのではなく、市指針に定められた内容を十分に理解することが必要である。 

とりわけ、「間違ったことをしたのであれば厳しく指導されて当然」との認識は改め

なければならない。業務指示や指導の必要があったとしても、その手段や態様が不適

切であればパワー・ハラスメントとなり得る。指導する側が「正しいことをしている」

と確信しているときほど、相手の人格・尊厳への配慮を失い、行為がエスカレートし

やすい。さらに、こうした認識が組織内に蔓延すると、叱責を受けた職員が一方的に

「問題のある職員」とみなされ、叱責した側の行為が検証されないまま正当化される

土壌を生む。 

パワー・ハラスメントは、職員個人の人格・尊厳を害するにとどまらず、職場の心

理的安全性を損ない、組織としての生産性や事業成果にも悪影響を及ぼす。対応を誤

れば、組織そのものを破壊しかねない問題である。また、職場におけるパワー・ハラ

スメントへの対応は、労働施策総合推進法が事業主の責務として定めるものであり、

モラルの問題にとどまらず、コンプライアンス（法令遵守）の問題でもある。こうし

た認識を幹部職員が率先して持つことが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

適切なコミュニケーションと、

部下・後輩の育成を図り、組織

力を高める職員 

チームワーク 

自己能力開発 

コミュニケーション 

セルフコントロール 

人材育成（指導等） 

ﾁｰﾑ意識・健康管理・ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止 

ﾎｳﾚﾝｿｳ・情報共有・傾聴 

平常心・臨機応変・切り替え 

研修参加・業務範囲拡大 

目標設定・指導・助言・多様性 
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（３）研修の計画的実施・手法について 

ア 階層別研修計画、定期的な相談員向け研修、受講履歴の記録 

市には職員の昇任試験制度がないことも踏まえると、上記人材育成基本方針の内容

も踏まえ、階層ごとに、必要な資質や能力等は何かを検討し、そうした検討を踏まえ

た研修計画を立案することが必要である。 

総務部人事課は、人材育成基本方針に掲げる「あるべき職員像」と職階・研修メニ

ューを当てはめる作業を行っており、階層別の研修計画の立案に役立てているが、ハ

ラスメント防止の対象は「全職員」として分類されるのみであり、階層別の計画にま

で落とし込まれていない。実際、これまで幹部職員、管理職向けのハラスメント研修

は実施されたことは無い。 

ハラスメントについては、全職員が理解を深めることが重要であることは言うまで

もないが、特に、幹部職員、管理職の地位にある職員は、ハラスメント問題を十分に

理解するとともに、組織としてハラスメント防止や事案へ適切に対応する体制を整え

る必要性を認識しておく必要がある。職員の業務意欲を高める職場環境を構築するた

めにも、幹部職員、管理職に特化したハラスメント研修として実施する必要は高く、

その意義は大きい。 

また、ハラスメント相談窓口の職員向け研修も定期的に実施し、相談に適切に対応

できるような体制構築に努めるべきである。相談員となる内部職員は、いざ相談を受

ける際にどのような点に留意し、対応すべきかについて不安を抱くことが通常である

から、そうした不安を軽減する必要がある。交野市教育委員会は「教職員間の職場に

おけるハラスメントの防止及び対応に関する指針～ハラスメントのない快適な職場環

境づくりに向けて」を策定し、その分冊として「職場における教職員間のハラスメン

ト相談員の手引き」を用意している。そのほか、相談員のためのマニュアルを策定す

る自治体19もあり、そうした取組みは有用である。内部相談員が外部相談窓口に相談の

受け方や心構え等について相談できる体制を整備する例20も参考となる。 

以上のとおり、市は、階層別の研修計画を再検証し、特に、ハラスメント問題につ

いては、全職員向け研修とは別に職階別研修を実施し、また、定期的に相談員向け研

修や手引きを作成するなど、より実践的な理解を深める取組みを行うべきである21。 

また、研修を計画的に実施するためには、研修受講の履歴を記録化し、職員や人事

課が、過去の受講経歴を確認できるようにすることは有用である。さらには、そうし

た研修受講実績を、例えば人事評価において積極的な考慮要素とするなど、研修受講

 
19 「地方公共団体における各種ハラスメント対策に関する取組事例集」（総務省、令和７

年４月）では、愛媛県四国中央市の「ハラスメント相談マニュアル」の例が報告されてい

る。https://www.soumu.go.jp/main_content/001007195.pdf 
20 宮城県仙台市の例（上掲取組事例集）。 
21 大阪府、新潟県長岡市の職階別研修の例（上掲取組事例集）。 
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の動機付けの工夫も必要と考える。 

イ ロールプレイング等の手法 

また、研修にあたっては、“自分ごと”として具体的に理解を深められるよう、講

義形式にとどまらず、ロールプレイングや職場内ミーティング形式（参加型）の研修

の手法を取り入れていくことが望ましい。 

さらには、職員がハラスメント問題の理解度などを振り返る機会を定期的に設ける

セルフチェック22の仕組みを導入することも有用と考える。 

 

（４）ハラスメント関連情報の集約 

研修を一過性のものにせず、職員が常に関連情報を参照し、行動を振り返ることが

できるよう、新たにポータルサイトなどを設けてハラスメント関連情報を集約する例23

もあり、こういった取り組みも有用である。交野市においては「公開羅針盤」という

グループウェアを開設しており、「公開羅針盤」に関連情報を追加搭載することも考え

られる。 

搭載する情報として、厚生労働省が作成しているポータルサイト「あかるい職場応

援団」では、ハラスメント裁判事例、民間企業の取組みなどハラスメント対策の情報

が広く搭載されており参考となる。 

 

２ 実態に目を向けること（アンケート調査の実施等） 

（１）ハラスメント実態調査アンケートの実施 

これまで長らく、交野市役所ではハラスメント問題が見過ごされてきた。ハラスメ

ントを目の当たりにした職員も“見て見ぬふり”で、その問題が顕在化することはな

かった。幹部職員の多くは、見えている範囲ではハラスメント問題はない、との認識

を示していた。 

しかし、既に指摘したように、職員間のコミュニケーションや幹部層によるガバナ

ンスに課題があるなか、交野市において、まずは、ハラスメント問題を含めた職員の

職場環境の実態把握は欠かせない。本調査の過程でも、諮問事項の対象案件以外にも、

ハラスメント問題の存在をうかがわせる情報もあった。現在、表面化していない問題

を把握するためにも、会計年度職員を含めた全職員を対象としたハラスメント実態調

 
22 宮城県仙台市「公務員倫理・服務チェックシート」にハラスメント問題の項目を設定し

運用している例がある（上掲取組事例集）。 
23 大阪府では内部職員向けのポータルサイトに、知事による「ハラスメントは本府におい

ては絶対に許されない」というメッセージ、「職場におけるハラスメントの防止及び対応

に関する指針」、ハラスメントの相談窓口、相談の流れ（フローチャート）、ハラスメント

に関する研修動画・Q&A 等（厚生労働省作成のコンテンツの紹介）、庁内におけるハラスメ

ント関連の処分事例等を掲載する取り組みを行っている（上記取組事例集）。 



 

113 

 

査アンケート調査を行うべきである。アンケート実施項目の検討においては、本報告

書が指摘する課題その他外部専門家の知見も踏まえながら、活用度の高い内容とすべ

きである。 

 

（２）ストレスチェック集団分析の活用 

市は、定期的に職員のストレスチェック（心理的な負担の程度を把握するための検

査（労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第６６条の１０））を実施し、平

成２８年度以降、集団分析の結果の提供を受けている。 

具体的には、組織診断報告書の形式で、正職員、非常勤職員別に作成されており、

以下の内容を含むものである。 

●事業所全体のストレス状況（事業所全体・部署などの組織単位での仕事の心理的な

ストレス要因を評価し、それが従業員のストレスや健康リスクにどの程度影響を与

えているかを判定するもの） 

 ・健康リスクデータ・・・「仕事の量的負担」「仕事のコントロール」「上司の支援」

「同僚の支援」という４つのリスク因子をそれぞれ点数化したも

の。 

 ・仕事のストレス判定図・・・事業所全体・部署などの集団単位での仕事の心理的

なストレス要因を評価し、それが職員のストレスや健康リスクに

どの程度影響を与えているかを判定するもの。 

 ・組織別健康リスクグラフ・・・全国平均を１００とした健康リスク（憂鬱や不安

などの心理的ストレス反応・疾病休業・医師受診などの様々な健

康問題のリスク）を点数化するもので、室課単位で棒グラフ化さ

れているもの。 

●組織別ストレス状況（室課ごとに健康リスクデータ、仕事のストレス判定図、健康

リスクグラフ・全国との比較等を一覧性のある形で整理するもの） 

業務の過度な心理的負荷や風通しの悪い職場環境は、ハラスメントの温床となるも

のであり、集団分析結果で得られる情報は職場環境の実態をうかがう貴重な資料であ

り、環境改善に資するものである。 

しかしながら、現在、集団分析結果を部単位で共有することはなく、部長級職員が

集団分析結果を見て対策に活かすという仕組みにはなっていない。今後、得られた集

団分析結果を適切に市役所内に展開し、改善に繋げる仕組みを構築するべきである。 

 

３ 相談しやすい体制の構築（撲滅宣言、相談フローの見える化、プライバシー保

護、二次被害防止、外部相談窓口の設置等） 

ハラスメントの被害を受けたり、目撃したりしても、「相談すると加害者の仕返しが
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怖い」「相談しても上層部に握りつぶされる」「相談しても何も変わらない」といった

声がきかれる。相談者が安心して相談できる体制を構築することは喫緊の課題である。 

 

（１）ハラスメント撲滅宣言 

上掲のとおり、市には、市指針があり、その目的を以下のように定める。 

本指針は、交野市及び交野市水道局の全ての職員が、ハラスメントに関する正しい

知識や対応等について共通の認識を持って職務に取り組み、職員が個人として尊重さ

れ、お互いに信頼し合って働けるような職場環境をつくり、これを維持していくこと

を目的としています。 

また、管理監督者が率先し、職員によるハラスメントを明確に禁止し、これが黙認

されたり見過ごされたりすることがない職場を目指します。 

こうした指針の目的や内容を十分に周知する取組みを行いつつ、さらに一歩進んで、

交野市長が、職場におけるハラスメントを撲滅に取り組むことを宣言し、組織風土と

して見えてきた課題の解決に向けた大きな転換期とするべきである。 

そして、こうした転換の機運が、ハラスメント被害を相談しやすい風通しのよい職

場となる後押しともなる。 

 

（２）相談フローの見える化 

市指針には、相談の流れが文章で記載されているが、わかりづらさが否めない。 

実際に、相談を行いたい場合に誰に相談すべきなのか、相談をした後はどのような

流れとなるのかといった相談の流れについて、視覚的にわかりやすい相談フローチャ

ートを作成し、職員に共有すべきである。 

また、ハラスメント相談の対象は、市長を含む特別職の職員による行為も含むもの

である。市指針は、以下のように定める。 

１０ 特別職によるハラスメントへの対応 

特別職から受けたハラスメントの相談があった場合にも、相談窓口及び処理委員会

において対応します。処理委員会では、相談内容について調査・審議を行い、事実関

係等について市長に報告を行います。 ハラスメントの事実があるとの報告を受けた場

合は、市長（市長が当事者である場合は副市長）は、関係する特別職に対して、自ら

が適切な対応をとること等を求めるものとします。 

本委員会では山本市長のハラスメント行為を認定した。今後、仮に、職員が市長の

行為について相談したいという場合に、誰がどのような流れで対応するのか、秘密が

厳守されるのか、不利益な扱いを受けないか等といった不安に応えるためにも、具体

的な相談フローを確立させ、それを示すことは重要である。 
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（３）プライバシー保護、二次被害防止、不利益取扱い禁止の徹底 

職員数が多くはない交野市では職員間の噂や伝聞情報が広まりやすいという声、プ

ライバシー保護、二次被害への懸念の声があった。相談することにより不利益を被る

かもしれないと感じるようであれば、相談窓口は機能しない。 

この点、市指針は、以下のとおり明記しており、これらを積極的に職員向けに発信

すべきである。 

〇相談窓口の担当者又は相談員は、相談等に対し、話に真摯に耳を傾け、被害者の意

向等を的確に把握することとします。 また、その内容や状況に応じ二次ハラスメン

ト（相談した者が相談員の言動等によってさらに被害を受けることをいいます。）を

防止し、迅速かつ適切に対応します。（１２頁） 

〇事実関係の調査に際しては、知り得た秘密を厳守し関係者のプライバシーや名誉そ

の他の人権を尊重するとともに、被害者や被害者を支援する職員等に対する非難や

責任追及、あるいは被害者の排除や仕事の妨害等といった二次被害が起きないよう

にします。（１２頁） 

〇相談窓口の担当者、相談員、管理職等、ハラスメントの相談を受け、又は事実関係

の調査等を行った者は、被害者及び行為者だけでなく、調査に協力した者等、関係

者のプライバシーや名誉その他の人権を尊重するとともに、知り得た秘密を厳守し

ます。また、相談記録等の情報の管理についても、秘密が保持されるよう厳重に管

理し、相談者が希望する場合、相談記録等は残しません。（１３頁） 

〇ハラスメントに対する苦情相談の申出を行った職員、事実関係の確認に協力した職

員、救済措置の実施や行為者に対する処分を行った職員等、正当な行為を行った職

員が、相談や苦情を申し出たこと等を理由として不利益な取扱いを受けることはあ

りません。（１３頁） 

 

（４）内部の相談員体制 

市指針によれば、ハラスメント相談窓口は総務部人事課とし、そのほか相談員を配

置するとしている。現在、ハラスメント相談の相談員は、職員団体が推薦する職員４

名、教育委員会が推薦する職員１名、水道局長が推薦する職員１名、消防長が推薦す

る職員１名、その他市長が適当と認める職員３名の合計１０名体制となっている。 

定期的な相談員向け研修の必要性は既に述べたとおりであるが、相談員が１名で相

談を受けることは、十分な聴き取りに困難を来たしたり、相談員の過度な負担に繋が

ったり等の懸念もある。複数体制、また性別も考慮して相談員体制を構築することが、

より相談しやすい（相談を受けやすい）体制に繋がるものと考える。なお、既に紹介

した交野市教育委員会の相談員向け手引きには、「相談員は、原則として複数（２名）

で対応します。相談者が希望する場合やセクシュアル・ハラスメントや妊娠・出産・

育児休業等に関するハラスメント事案は、相談者と同性の相談員による対応を心掛け
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ます。」と記載されており、相談記録票上も、相談員を明記する欄が２名分設けられて

いるので参考となる。 

 

（５）外部弁護士の関与 

相談者のプライバシー保護、二次被害防止のためには、外部弁護士による窓口相談

は有用である。現在、ハラスメント外部相談窓口が設けられており、専門心理カウン

セラーによる専門的な相談を受けられる体制となっていることは評価できるが、さら

に弁護士が関与することにより、より安心して相談できる体制構築に資すると考える。 

また、相談等を調査審議し、公正な処理に当たるため、交野市ハラスメント処理委

員会（処理委員会）を設置することとされているが、その構成員は、市指針上、①総

務部に属する事務を分担する副市長、②教育委員会教育長、③総務部長、④総務部次

長、⑤職員団体が推薦する職員、⑥その他市長が指名する職員とされている。 

公正な処理の実現のためには、内部職員のみで構成するのではなく、事実認定や評

価に長けた外部弁護士を委員として参画させることは有用である。また、特に、特別

職や幹部職員が当事者や利害関係者となるような案件については、完全に外部の弁護

士等の専門家のみで調査審議を行える形を選択肢として用意するべきである。 

このように外部弁護士が関与することによって、相談体制の信頼性を高めることが

期待できる。 

 

４ 風通しのよい職場とするために（職員間コミュニケーション、人事評価制度） 

（１）積極的なコミュニケーションの促進 

市指針は、パワー・ハラスメントが発生する背景として、以下を指摘する。 

①人材を育成しようという視点が欠けている。 

②相手の立場や気持ちに無関心である。 

③仕事のストレス等でイライラしている。 

④職場内のコミュニケーションの不足や自分に関係ない問題に関わりを持とうとしな

い職場の空気がある。 

相手の立場や気持ちを理解するには職員相互のコミュニケーションは欠かせない。 

職員間のコミュニケーション不全を起こさないようにするには、部長級職員を含め

た管理職の職員が普段から職員に声掛けを行い、職員間の対立や行き違いが生じてい

る場合には、その調整を行うなど積極的な態度は不可欠である。本調査において、そ

のような積極的な行動によって、職場内のコミュニケーション不全を解消した事例が

あるとの情報も得た。 

具体的には、直接の声掛け、部内・課内ミーティング、人事評価の手続きにおける

面談、ロゴチャットのツールなどの既存の方法を活用し、風通しのよい職場を実現す
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る地道な工夫が必要である。特に、職階の上位の職員が、職場内の雰囲気を作ってい

くという自覚をもち、そうした意識改革を行うことが必要である。管理職員向けの研

修において、そうした自覚を促すべきである。 

交野市人材育成基本方針が「組織力強化」のための取組みとして掲げる「日常業務

を通じて職員を育てる『職場環境』」の内容を、以下、引用しておく（７頁）。 

人材育成を推進するには、仕事を進める過程自体を人材育成の機会として活用し、

職員一人ひとりの能力を最大限に生かし、職場をうまく動かしていこうとする考え方

が重要です。そのためには、管理職をはじめとする職員全員が、職場内でのコミュニ

ケーションの促進、気軽に相談できる環境を整えることや、問題意識を組織内で共有

し、工夫や改善を図っていく職場づくりの主体であるという意識を持つことが必要で

す。 

職員一人ひとりの小さな努力の積み重ねとチームワークが合わさって大きな力とな

り、それらが新たな価値となって効果を生み出していくという“レバレッジ”を意識

しながら、課題解決や目標達成につなげることができる職場環境の醸成を目指しま

す。 

なお、調査の過程では、一連の経緯を通じて、パワー・ハラスメントと言われるこ

とをおそれて指導がしづらくなった、コミュニケーションが取りにくくなってしまっ

たとの悩みの声も散見された。しかしながら、パワー・ハラスメントに当たることを

おそれて、本来行うべき指導やコミュニケーションもなくなってしまっては本末転倒

である。継続的な研修や実態調査アンケートなどを通じてパワー・ハラスメントの概

念の正しい理解が全体に浸透すれば、このような悩みも自ずと解消に向かうはずであ

る。 

 

（２）あるべき職員像が評価される人事評価制度の実現 

ア 人事評価制度の活用という視点 

総務省が示す「人材育成・確保基本方針策定指針24 」（令和５年１２月２２日）は、

各自治体が検討すべき人材育成等の取組事項として、人事評価等の活用を挙げ、「人事

評価における能力評価の実施に当たっては、求められる職員像と連動させた評価を行

うほか、業績評価の目標設定に当たっては、組織としての理念・目標と個々の職員の

業務目標との関係性を明確化し、業務の意味や価値及び重要性を理解させることによ

り、職員の主体性や意欲を引き出し、職員個人の成長につなげること。」とする。 

既に述べたように、交野市人材育成基本方針は、あるべき職員像の一つとして「適

切なコミュニケーションと、部下・後輩の育成を図り、組織力を高める職員」を掲げ

る。これは、幹部職員や管理職にある職員が部下等の職員と適切にコミュニケーショ

 
24 https://www.soumu.go.jp/main_content/000918405.pdf 
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ンを図り、働きやすい職場環境を形成し人材育成に寄与する、という理想の職員像を

示しているとも言える。こうした職員像を掲げる以上、その職員像実現に向けた実績

が適切に評価される人事評価制度であることが必要であり、理想とする人材育成のた

めに人事評価制度を活用するという総務省が示す上記視点は重要と考える。 

また、本調査の過程において、人事評価制度への不満の声が多くあったことも既に

述べた。人事評価制度への不満は、現行制度があるべき職員像と評価とが乖離してい

る可能性を示すものでもあり、それは職員のモチベーションを下げるのみならず、職

員間の対立をも生みかねない。 

 

イ 改善に向けた取組み 

交野市の人事評価は、①経営力評価（理事及び部長が発揮した経営力を把握した上

で行われる勤務成績の評価）、②能力評価（職員（理事及び部長を除く。）が職務執行

の中でとった行動及び発揮した能力を把握した上で行われる勤務成績の評価）、③業績

評価（職員が定めた職務に関する目標（業績目標）の進捗状況、達成度等を把握した

上で行われる勤務成績の評価）の総称とされる（交野市職員の人事評価に関する規則

第２条）。人事評価は、評価対象となる職員が自己評価を評価記録書に記載し（同規則

第５条）、そのうえで１次評価者、２次評価者及び最終評価者が順に行うものとされる

（同規則第３条）。 

庁内では、部署間の格差や自己評価の課題等が指摘され、人事評価制度の改革が始

まっている。すなわち、これまで「次長・課長・課長代理・係長評価シート」の業績

評価のうち、被評価者本人が自己評価として自由に記載するほか、自ら達成度ランク

を記載することとなっていたが、令和８年度、達成度ランクを記入するルールは廃止

された。 

また、交野市総務部人事課は、既に交野市人材育成基本方針に掲げる「あるべき職

員像」に対応する人事評価基準を整備しているところ、こうした評価基準への当ては

めが十分に機能するような運用改善が求められる。 

理想とする職員像に整合させる人事評価制度の構築は、風通しのよい職場、ハラス

メントのない職場を実現する後押しとなると考える。引き続き、交野市人材育成基本

方針に即し、公平で透明性のある人事評価制度改善の取組みを継続されたい。 

 

第３ 内部通報制度の改善策 

１ はじめに  

本調査を通じて、交野市の内部通報制度が、公通法の趣旨にそぐわない規定を含み、

さらにその運用においても機能不全に陥っていることが浮き彫りとなった。職員が不

利益な取扱いを恐れずに声を上げ、組織の自浄作用を発揮させるための「最後の砦」
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であるべき内部通報制度について、抜本的な改善が必要である。以下、その具体的な

改善策を提言する。 

 

２ 設置部署の移管・責任者の役職の見直し 

現在の本要綱では、内部通報の通報窓口を総務部人事課に設置し、責任者を人事課

長と定めている。しかし、消費者庁の指針解説においては、「人事部門に内部公益通報

受付窓口を設置することが妨げられるものではないが、人事部門に内部公益通報をす

ることを躊躇する者が存在し、そのことが通報対象事実の早期把握を妨げるおそれが

あることにも留意する」と指摘されている。 

本件においては、内部通報を１年以上放置するという結果になったこともあり、ヒ

アリングにおいては、人事課が内部通報に対応することについては、複数の職員から

も不安の声があげられていた。 

したがって、通報窓口の担当部署を総務部人事課とは別の部署に移管することを検

討すべきである。消費者庁が技術的助言として発出した「公益通報者保護法を踏まえ

た地方公共団体の通報対応に関するガイドライン（内部の職員等からの通報）」（令和

４年６月１日）25 （以下「地方自治体ガイドライン」という。）は、内部公益通報受付

窓口として、第一に、「全部局の総合調整を行う部局」又は「コンプライアンスを所掌

する部局等」を例示する。そこで、担当部署に関しては、現在の交野市に存在する人

事課以外の部署とすることのほか、コンプライアンス推進や法令遵守に特化した独立

性・専門性の高い部署を新たに整備したうえで、そこを通報窓口及び通報責任者とす

ることが考えられる。 

また、一般的には、内部通報窓口には、多種多様な類型のコンプライアンス違反等

が申告され、組織の要職に就くものが被通報者となるケースもあり得る。そのため、

現実問題として、「課長」級の職員が「責任者」として内部通報事案を処理することは

困難であろう。地方自治体ガイドラインは、内部公益通報対応体制に関し「責任者は

幹部とする。」と示す。 

したがって、責任者も「課長」級よりも上の然るべき役職にある者とするべきであ

る。 

 

３ 外部の関与体制の構築 

（１）外部受付窓口の設置  

一般に、組織内における人間関係や報復への恐怖から、組織内（庁内）に設置され

 
25 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/whisleblower_protect

ion_system/overview/assets/overview_220407_0002.pdf 
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た通報窓口への通報を躊躇する職員は少なくない。特に幹部職員や特別職に関する通

報においてはその傾向が強いといえる。 

この心理的ハードルを下げ、リスク情報を早期に把握するためには、組織内（庁内）

の通報窓口とは別に、外部の弁護士等を受付窓口とする「外部受付窓口」を設置する

べきである。なお、指針解説においては「いわゆる顧問弁護士を内部公益通報受付窓

口とすることについては、顧問弁護士に内部公益通報をすることを躊躇する者が存在

し、そのことが通報対象事実の早期把握を妨げるおそれがあることにも留意する。」と

指摘されていることにも注意が必要である。 

 

（２）調査要否・手続きなどを外部が監督する仕組みの構築 

本委員会において、通報①への調査が１年間以上なされなかったことについて、「握

りつぶした」ということを認定するものではない。もっとも、本委員会によるヒアリ

ングにおいて、複数の職員が、通報を「握りつぶした」という趣旨評価していた。こ

のような現状に鑑みると、たとえ通報窓口の担当部署を人事課から移管したとしても、

通報事案について交野市の職員のみで調査の要否やその場合の手続を検討するという

仕組みにした場合、その調査の要否等の判断について、職員からの不信感を拭い去る

ことは困難であるといえよう。 

そのため、組織の論理による恣意的な判断や隠ぺい（と疑われる事態）を防ぐため

には、通報を受け付けた後のプロセスに客観的な外部の視点を導入することが重要で

ある。具体的には、外部の有識者（弁護士等）が、客観的かつ独立した立場で、通報

事案の調査の要否や調査主体・調査手続きの適正性（交野市の職員のみで調査をする

のか、外部の弁護士等による調査とするのか、第三者調査委員会による調査とするの

かなど）などについて監督・モニタリングするという仕組みを構築することが考えら

れる。 

本来、調査の要否を判断すべきは責任者＝交野市の職員である。外部専門家の助言

を得ながらも内部において自浄作用が働く仕組みづくりが必要である。調査の要否の

判断過程を正確に記録化するなど、責任者を中心とした信頼度の高い仕組み構築が求

められる。 

 

４ 「客観的・合理的な根拠」条項の削除 

現在の本要綱第５条第２項において「通報職員は、対象事実等に関し客観的・合理

的な根拠を示さなければならない」と規定されている。前述のとおり、かかる規定は

それ自体が公通法の趣旨を没却しかねないものであり、また、誤解を招くものであっ

て、本件事案においては、この規定が「客観的な証拠の提出が必要である」と曲解・

拡大解釈され、結果として１年以上にわたって調査に着手しないことになった。 
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したがって、通報を萎縮させ、また、通報への対応をしないことの口実として使わ

れかねない本要綱第５条第２項の規定については削除すべきである。 

 

５ 令和８年１２月施行の改正公通法も見据えた全面的な改訂 

交野市の現行の本要綱は平成２８年に施行されたものであり、内部公益通報対応体

制整備義務が法定された令和４年施行の改正公通法に対応した改訂はされていない。

さらにその後、公通法は令和７年に改正され、その改正法が令和８年１２月１日に施

行が迫っている。かかる改正に対応した法定指針及び指針解説の改正版が、令和８年

３月３１日に消費者庁から公表されている。今の時点で本要綱を改訂するのであれば、

かかる改正公通法、法定指針改正版及び指針解説改正版も見据えたうえで、制度の全

面的なてこ入れを行うべきである。 

【令和４年施行の公益通報者保護法の一部を改正する法律の概要】 

 

（消費者庁ホームページより引用） 
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【令和８年施行の公益通報者保護法の一部を改正する法律の概要】 

 

 

（消費者庁ホームページより引用） 
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具体的には、例えば以下の事項を反映させることが必要であろう（以下の事項には、

令和４年改正を踏まえたものと、令和７年改正を踏まえたものの双方が記載されてい

る。）。 

（１）公益通報対応業務従事者の指定 

公通法は令和２年に大幅に改正され（令和４年６月１日施行）、地方公共団体を含む

事業者（常時使用する労働者数３００人超の事業者のみ）に対して、内部公益通報に

応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の必要な措置をとることが法的

義務とされた（公通法第１１条第２項）。また、かかる改正では、事業者（常時使用す

る労働者数３００人超の事業者のみ）は、公益通報の受付、調査、および是正措置を

とる業務に従事する者（公益通報対応業務従事者）を定めなければならないと規定さ

れた（公通法第１１条第１項）。指定された従事者には、公益通報者を特定させる事項

を漏らしてはならないという守秘義務が課され（公通法第１２条）、これに違反した場

合には３０万円以下の罰金という刑事罰が科されることとなった（公通法第２１条）。 

かかる従事者指定義務の趣旨について、逐条解説では次のように説明されている。

すなわち、「法第１１条第１項の規定により公益通報対応業務従事者を定め、同条第２

項の規定により公益通報対応業務従事者に教育訓練を受けさせることで、公益通報へ

の対応に長けた、利益相反になりにくい体制を確保し、重大な不正行為に対しても迅

速かつ実効的な調査・是正措置をすることが可能となるところ、不正行為が重大であ

ればあるほど、このような体制がなければ、自浄作用を発揮することがますます難し

くなるものと考えられる。また、一般的に労働者にとって分かりにくい通報先が明確

となり、このような体制に公益通報が集約される効果も期待できる。このように、上

記２(１)イの①から④26までの事業者がとるべき措置の中でも、①の公益通報を部署間

横断的に取り扱う担当者、すなわち、公益通報対応業務従事者は、②から④までの措

置の中核的役割を果たす特に重要なものであることから、公益通報者対応業務従事者

を定めることについて、特に義務付けがされた。」と説明されている。このように、従

事者指定義務は、内部通報制度を実効的にするための重要な義務として位置づけられ

ている。 

しかしながら、市が定めている本要綱は、平成２８年５月１日に施行されて以降、

令和４年の改正法施行後も改定されることなく、本件通報当時（令和６年７月）に至

るまで放置されており、本要綱には、受付窓口を人事課とし、責任者を人事課長とす

る旨の規定（第４条）はあるものの、公通法が求める「従事者の指定」に関する規定

 
26 「① 公益通報を部署間横断的に取り扱うために必要な能力・適性を有する担当者の配

置及び教育訓練の実施 ② 公益通報を受け付ける窓口の設置及び制度の周知 ③ 公益通報

に基づく調査・是正措置 ④ 公益通報を理由とした不利益な取扱いの禁止及び公益通報者

に関する情報漏えいの防止並びに事後の措置」を意味する。 
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は一切存在しない。実際、市においては、本件通報に関して公通法に基づく「従事者

の指定」という手続きが行われていなかった。前述した従事者指定義務の重要性から

すれば、確実に従事者指定義務を果たすべきであった。 

また、令和７年改正法では、従事者指定義務違反への消費者庁の規制権限が強化さ

れるなどの改正がなされている。通報窓口の責任者や担当者を公益通報対応業務従事

者として指定したり、個別の事案について従事者指定をするための指定権限を有する

役職が誰かなどを明確にするとともに、今後の通報事案において従事者の指定漏れが

生じないように厳格に運用するべきである。 

 

（２）組織の長その他幹部からの独立性の確保措置・利益相反排除措置 

前述のとおり、令和２年の公通法の改正により事業者（常時使用する労働者数３０

０人超の事業者のみ）は内部公益通報対応体制整備義務が課せられる。法定指針は、

「内部公益通報受付窓口において受け付ける内部公益通報に係る公益通報対応業務に

関して、組織の長その他幹部に関係する事案については、これらの者からの独立性を

確保する措置をとる。」、「内部公益通報受付窓口において受け付ける内部公益通報に関

し行われる公益通報対応業務について、事案に関係する者を公益通報対応業務に関与

させない措置をとる」と定める。しかしながら、本要綱ではこれらに対応する措置は

講じられていない。 

市としては、市長や特別職その他の幹部が関係する事案において、任命権者や組織

幹部から独立した調査・是正体制を定める必要がある。前述した外部の関与体制の構

築は、この独立性確保措置の一環となるであろう。 

また、事案に関係する者（被通報者や、通報により不利益を受ける者など）を、受

付、調査、是正措置の各プロセスから確実に関与させない措置を確立する必要があろ

う。 

 

（３）周知の徹底  

内部公益通報対応体制整備義務に関する法定指針では、「法及び内部公益通報対応体

制について、労働者等及び役員並びに退職者に対して教育・周知を行う」と定められ

ている。 

交野市においては、平成２８年度の制度発足に合わせ、総務部からは、各部課等の

長に対し、「平成２８年５月１日より、職員の規範意識を高め、公正で透明な市政運営

を行うため『内部通報制度』を実施します。所属職員に周知のうえ、制度実施にご協

力ください。」、「このたび、別紙のとおり、交野市内部通報制度に関する要綱を制定し

ました。この制度は、本市職員の職務の執行に関する事実であって違法又は不適正な

ものを対象として職員からの通報を受け付け、違法又は不適正な事実が認められる場
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合には、是正等のために必要な措置を講じるとともに、通報者の保護を図る制度です。

職員の規範意識を高め、公正で透明な市政運営を行うため、所属職員への周知をお願

いします。」と周知された程度であり、その後継続的に周知をされた形跡はない。 

本委員会のヒアリングにおいても、通報制度の内容を把握していない職員が多数い

た。実際、内部通報窓口は、平成２８年５月より内部通報制度運用開始によって設置

されたが、本諮問案件に関する通報以前には、平成２９年に１件あったのみで、その

ほか例はなかった。 

折しも、令和７年改正法では、体制整備義務の一環として、事業者の公益通報対応

体制の周知義務が明示された。いかに優れた制度を構築しても、職員等に認知され、

信頼されていなければ意味をなさない。 

この点について、改正指針解説では、次のように定められている。 

周知・啓発を行う際には、例えば、以下のような実効的な方法等を各事業者の創

意工夫により検討し、実行することが求められる。 

➢ その内容を労働者等及び役員の立場・経験年数等に応じて用意する（階層

別研修、理解度テスト等） 

➢ 周知のツールに多様な媒体を用いる（イントラネット、社用 PC のスクリー

ンセーバー、社内研修、携行カード・広報物の配布、ポスターの掲示、外部専

門家を活用した動画等） 

➢ 内部公益通報対応体制の内容、具体例を用いた通報対象の説明、公益通報

者保護の仕組み、その他内部公益通報受付窓口への相談が想定される質問事項

等を FAQ にまとめ、イントラネットへの掲載やガイドブックの作成を行う 

こういった例示も参考にして、創意工夫して周知徹底を図るべきである。 

また、改正指針解説では、周知するべき内容に関して、以下のように定められてい

る。 

周知・啓発に当たっては、単に規程の内容を労働者等、役員、退職者並びに特定

受託業務従事者及び特定受託業務従事者であった者に形式的に知らせるだけではな

く、組織の長が主体的かつ継続的に制度の利用を呼び掛ける等の手段を通じて、公

益通報の意義や組織にとっての内部公益通報の重要性等を労働者等、役員、退職者

並びに特定受託業務従事者及び特定受託業務従事者であった者に十分に認識させる

ことが求められる。例えば、以下のような事項について呼び掛けること等が考えら

れる。 

➢ コンプライアンス経営の推進における内部公益通報制度の意義・重要性 

➢ 内部公益通報制度を活用した適切な通報は、リスクの早期発見や企業価値

の向上に資する正当な職務行為であること 

➢ 内部規程や法の要件を満たす適切な通報を行った者に対する不利益な取扱

いは決して許されないこと 

➢ 通報に関する秘密保持を徹底すべきこと 

➢ 利益追求と企業倫理が衝突した場合には企業倫理を優先すべきこと 

➢ 上記の事項は企業の発展・存亡をも左右し得ること 

こういった例示も参考にして、より安心して通報をできるように周知徹底を図るべ

きである。 
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（４）匿名通報への対応 

本要綱第３条第２項は「内部通報に際しては、通報職員は原則として実名により行

うものとする。」と定める。また、本要綱全体を見ると匿名通報もあり得ることを前提

とする規定も見受けられるが、明示的に「匿名通報も可能である」ということを定め

た規定は存在しない。 

この点に関して、改正法定指針は、「内部公益通報対応の実効性を確保するため、匿

名の内部公益通報も受け付けることが必要である。匿名の公益通報者との連絡をとる

方法として、例えば、受け付けた際に個人が特定できないメールアドレスを利用して

連絡するよう伝える、匿名での連絡を可能とする仕組み（外部窓口から事業者に公益

通報者の氏名等を伝えない仕組み、チャット等の専用のシステム等）を導入する等の

方法が考えられる。」としている。 

このような方法も参考にして、匿名であっても通報できることを明確にして、通報

者の通報に対する心理的ハードルを下げるべきである。 

 

６ 通報対応後のフォローアップ 

本件事案において見られたように、通報者や被害者が最も恐れるのは、通報・申告

をしたことによる「報復（不利益な取扱い）」や、一度は指導がなされても「再び元の

状態に戻ってしまうこと」である。 

この点に関し、改正法定指針では、通報対応の終了後においても、通報者が不利益

な取扱いを受けていないか把握するフォローアップの措置を行うことや、講じた是正

措置が適切に機能しているかを確認し、適切に機能していない場合には、改めて是正

に必要な措置を行うことを求めている。交野市においても、事後的な通報者へのフォ

ローアップや是正措置の実効性評価を制度として確固たるものにし、通報を「処理し

て終わり」とするのではなく、より安心できる実効的な通報制度を整備するべきであ

る。 

 

第４ トップ層の責務を果たす 

これまで述べてきたハラスメント防止措置や、内部通報制度の実効性向上に関する

本委員会の各種提言は、どれほど精緻な制度を構築したとしても、それを運用する市

長や幹部職員の意識が変わらなければ、制度は再び形骸化し「仏作って魂入れず」の

結果に終わってしまう。 

市長や幹部職員は、交野市役所内における、ハラスメント問題を含めた職場環境上

の課題、組織上の不正や法令違反など、市長らにとってまさに耳の痛い情報を、如何
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に早期に発見・把握し、是正を含めた対応に結び付けるかが問われている。提言で紹

介した内容は、組織上のリスク管理の観点から重要な取組みの例であることを認識す

る必要がある。 

そして、これらの取組みを通じて、交野市役所のなかで、公正で透明性の高い組織

文化を育み、組織の自浄作用を健全に発揮できるように努め、行政サービスを担う交

野市としての組織力の強化につなげていくことが求められるのであり、このことは、

ひいては交野市民の利益につながるものである。 

市長や幹部職員は、提言に述べた取組みを率先して推進していくことが、トップ層

の責務であることを自覚し、この責務を果たしていくことが肝要である。 

  



 

128 

 

第八 結語 

本委員会は、令和６年７月になされた内部通報の調査が１年以上開始されていない

ことについて、通報者が令和７年１０月に記者会見をしたことに端を発し設置された

ものである。本件諮問の内容は、３件の内部通報に係る事案の解明と市の対応の課題

等であるが、３件の内部通報の内容は、合計１５件のパワー・ハラスメント事案に関

するものと１件の文書偽造に関するものである。パワー・ハラスメント事案に関して

は、加害者とされる者、被害者とされる者がそれぞれ複数名おり、その両者に同一人

物が挙げられたり、市長を加害者とするものが含まれているなど、極めて複雑な通報

案件の解明を要する特異なものであった。 

本委員会は、多数の関係者に対するヒアリングを集中的に実施するなどして精力的

に調査を進め、公正かつ中立の立場から、委員間において議論を尽くし、丹念に事実

の認定及び評価を行ったが、その中で、その背景にある市の組織風土上の課題、すな

わちハラスメントへの無理解・容認文化、ネガティブ情報の伝播と職員間の分断、人

事評価制度への不満、幹部層によるガバナンス不全、相談窓口の機能不全等の問題が

浮かび上がってきた。もとより、パワー・ハラスメントは被害者に精神的・肉体的苦

痛を与え人格・尊厳を傷つけるものであって許されるものではないが、個々のハラス

メント事案への対応のみならず、如何にすれば将来に向けてハラスメントを根絶し、

健全で心理的安全性の保たれた風通しのよい組織にできるかを真剣に考え、改善して

いくことが重要である。本委員会は、ハラスメント対応や内部通報制度の改善策につ

いて、いくつかの提言を行っているが、これらを実行に移し、かつ実効性のあるもの

として維持していくことは、市長及び幹部職員らの責任であり、これらトップ層がこ

の点を自覚することが何より重要であることを再度強調しておきたい。 

市においては、すでに一部の改革に着手しているとのことであり、また、ヒアリン

グの過程で多数の市職員と関わる中で、組織としてのポテンシャルの高さも窺われた。

本報告書を契機として、市が自浄作用を確立し、市民、職員、交野市に関わる全ての

人々にとってよりよい組織となっていくことを祈念して止まない。 

以上 


